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  As one of the disaster education method, narratives based on disaster experiences is gathering attention. On the other 
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１．背景と目的 
(1) 人間の認知機能からのヒント 
 今日では様々な防災啓発活動が，多様な主体により実

施されている．活動毎に対象や方法論は異なるものの，

その多くが対象者に災害リスクを認知させ，適切な防災

行動への変容を促すという，共通の目的を有している．  

このことを鑑みれば，人間の持つ情報認識機能や認知

プロセスといった領域での知見にヒントを得，防災啓発

や情報提供に活用することは有益である． 

本研究は人間の認知機能に基づいた防災啓発手法につ

いて模索するものだが，この節では関連する既往研究を

整理し，本研究での検証の方向性については次節に述べ

ることとする． 

a) 二重過程理論に関する研究 
藤見1)は，災害時にとるべき行動を理解していても，

実際の行動に移せないという「理解と行動のギャップ」

が生じる理由を説明するため，進化心理学等の分野で提

唱される二重過程理論(dual process theory)を参照している． 

二重過程理論は，人間が情報を認知して意思決定を行

う過程（システム）には２種類が存在するという理論で

ある．「システム１」「システム２」と呼ばれるこれら

の過程について，その主な特徴を表１にまとめる．シス

テム１は大雑把かつ直感的，高速で作用する一方，シス

テム２は熟考的であり，統計情報等をもとに緻密な計算

を行い，システム１での判断を修正する働きがある． 

 

表１ システム１，システム２の特徴 

 

人間はこれら２つのシステムの相互作用により，得ら

れた情報をもとに意思決定を行っているが，時にシステ

ム２がシステム１の判断を修正しきれず，不適切な判断

がそのまま実行されてしまうことも多い[1]．俗に認知バ

イアスと呼ばれるものであるが，藤見はこうしたバイア

スを打破するためにはシステム１に訴えかける防災施策

が重要であるとし，その事例を紹介している[2]． 

b) 物語を用いたコミュニケーションに関する研究 

 長谷川ら3)は，システム１は感情や連想に基づいた過

程であるため，「物語(narrative)」を用いたコミュニケー

ションに影響を受けやすいことを示している．同文献で

の定義によると，物語とは「具体的な出来事や経験を取

捨選択し，順序立てて物語ったもの」であり，実際の出

来事だけでなく，事実でない話も包含される．長谷川ら

は既往文献を整理する中で，物語情報による行動変容効

果が時に（統計情報などを用いた）論理的な言説よりも

人の行動喚起に有効である可能性に言及している． 

 上記の研究からも，物語情報がシステム１を介して

人々の防災意識に働きかけ，防災行動を促すことが期待

される．そして，このような啓発活動が，既に様々な形

で実施されていることは言うまでもない．「語り部」に

よる被災体験談の伝承や，災害や防災をテーマとした小

説，ドラマ等は，その一例であるといえよう． 

 

(2) 物語を活用した啓発活動の課題 

 一方で，システム１が「大雑把」かつ「感情的で直感

的」な認知過程であることを考えると，啓発に際してど

のような物語を用いるかについては熟慮が必要であろう． 

例えば，１つの物語に対して読み手が多様な感想を抱

くことがあるように，啓発者側の意図しない形で物語が

認知，解釈される可能性がある．これにより，ねらい通

りの意識・行動の変容につながらないどころか，「防災

行動をしても無駄である」というような“逆効果”が生

じることも考えうる． 

システム１ システム２
߶ଐ͖ͯ⾃ಊదͶؽ ज़͢ߡɾͤࢋܯΖ

ࡸ ៝ື
ద״దͲ״ εητϞ̏இΝοΥρέͤΖ

意Ώ࿓ྙΝචགྷͳ͢͵͏ 意Ώ࿓ྙΝචགྷͳͤΖ
Φϋϩάʖভඇྖ͗ঙ͵͏ Φϋϩάʖভඇྖ͗ଡ͏

ˠ֦εητϞಝͶͯ͏ͱɾ౽1ݡ)ࡎىΝࢂলͪ͢ɿ
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こうしたことを予防するため，物語を用いた啓発コミ

ュニケーションを計画する際には，中小規模の被験者に

対しプレテストを行うなどして，対象者の意識・行動の

変容について事前に検証することが望ましい．しかしな

がら，物語情報の提供による同様の啓発効果を検証した

事例は，未だ十分に蓄積されていない． 

 

(3) 本研究の目的 

 以上のような課題認識のもと，本研究では内閣府の

「一日前プロジェクト」で収集された経験談を用いて，

物語の読了による啓発効果を検証する．またそれに加え

て，読了する物語の違いによる啓発効果の差異について

も探索することで，今後啓発に適した物語について検討

するための基礎的な知見を得ることを試みる． 

 表２に，本研究における検証課題をまとめる． 

 

表２ 本研究の検証課題 

 
 

２．一日前プロジェクトの概要と，物語の選定 

(1) 一日前プロジェクトについて 

 本研究での検証対象となる物語を編纂した「一日前プ

ロジェクト」について文献4)を参照し，プロジェクトの

概要ならびに物語の特徴について説明する． 

 一日前プロジェクトは2005年から内閣府により開始さ

れた，防災教材製作の取り組みである．「災害の一日前

に戻れるとしたら，あなたは何をしますか」と，各種災

害の経験者にインタビューを実施，防災教材として蓄積

するものである．経験談はホームページ上で公開されて

おり，基本的に自由に利活用できる．自治体や民間企業

の広報物への掲載，あるいは市民のブログで取り上げら

れるなど幅広い形で発信がなされている． 

 一日前プロジェクトでは，インタビューで得られた災

害経験談を物語の形式に加工して，読み手がより感情移

入し，共感する内容となるよう試みられている．例えば，

短時間で読むことができるような内容への要約，可能な

限り語り口を残して編集する，興味が持てるような見出

しや挿絵の設定，失敗談についても蓄積する等の工夫が

なされている． 

 

(2) 物語の選定について 

 本研究では一日前プロジェクトの中から２種類の物語

を選定し，読了した被験者の防災意識・行動の変容につ

いて検証する．物語の選定にあたっては，災害の種類や

発生地域の違いによって被験者の印象に差が生じること

を防止するため，いずれも同プロジェクトHP5)の「風水

害」のページに収録されている「平成21年7月中国・九州

北部豪雨」から選定した． 

 それぞれの物語（物語A，Bとする）の内容を，図１お

よび図２に抜粋して掲載する．いずれも主人公が土砂災

害に遭遇し避難する様子が描かれているが，その詳細は

対照的である．物語Aでは平常時から避難計画を立てて

いたために難を逃れ，それを聞いた話者は災害に備える

ことの重要性を実感している．一方物語Bでは話者が土

砂にのまれて負傷したり，住居が損壊したりする様子が

生々しく描写され，物語Aよりも悲観的な色合いの強い

内容といえよう． 

 
図１ 物語Aの内容（一部抜粋） 

 

 
図２ 物語Bの内容（一部抜粋） 

 

３．アンケート調査 

(1) 調査概要 

 本研究で実施したアンケート調査の概要を表３に示す．  

 本調査はWEBアンケート方式で実施した．なお，本調

査で提示する災害体験談は「中国・九州地方」の「土砂

災害」がテーマとなっている．被験者の出身地や居住環

境によって経験談への感情移入のしやすさが左右され，

本調査への回答にバイアスが生じることが懸念された．

こうしたバイアスを抑制するため，本調査では中国・九

州地方で土砂災害警戒区域数の多い５県[3]に在住のモニ

ターを，調査対象とした． 

検証課題１
「一日前プロジェクト」内の経験談を読了することは，防
災意識や行動の変容につながるか．

検証課題２ 経験談の内容の違いにより，啓発効果に差異が生じるか．

タイトル
前もって避難の方向を決めていた

～山崩れに迷わず遭難、命助かる～
災害 平成21年7月中国・九州北部豪雨（平成21年7月）
話者 宇部市 40代 男性 行政職員

本文
（抜粋）

あるお宅の話なのですが、ご夫婦でお住まいで、お昼ごろお膳に
ご飯とおかずを並べて、「さあ、ご飯食べよう」って言っていた
ら、ゴーンゴゴーって。「あれ？何でなんだろう？」と思って見
たら、まさに山が崩れてきていて、土石流がダーッと押し寄せて
きていたのです。
　　　　　　　　　　　　（中略）
奥さんと一緒に道の無い裏山に逃げ込んだんですよ。「何でそっ
ちに逃げたんですか」って聞いたら、「家を建てた時に、何か
あったらどこに逃げるか？ひとつは裏山もあるな」とご夫婦で話
し合っていたとのこと。

道ばたに車を置いていましたが、そこは土石流の流れる方向にあ
りました。もし道の方に逃げていたら、絶対命はなかったと思い
ますよ。

今自分がどんなところに住んでいて、どういう危険性があるの
か、過去に地域でどんなことがあったのかなどをそれぞれが学ん
でおけば、そのために何を備えるか、どこに逃げるのかを具体的
に考えていくことができますよね。大切なのは、具体的に考える
ということと自分の身は自分で守るという姿勢だと思います。

タイトル
まるで地獄の使者のよう

～木、岩、砂が家に「バリバリッ」～
災害 平成21年7月中国・九州北部豪雨（平成21年7月）
話者 防府市 50代 男性

本文
（抜粋）

地獄の使者のテーマソングのような、地面からゴーっとわき上
がってくるような音がしました。その音が上の方からだんだんこ
ちらに近づいてくるような感じがして、両ひざ立ちで窓の外を見
ると、30メートルぐらい先に土石流が迫っていました。横倒しに
なった木と無数の岩、それに大量の砂がどんどん押し寄せてきた
のです。

「うわ、家を直撃だ！」と、思わず後ずさりしたとたん、何かが
ドーンと家に当たり、バリバリッという音がして、すぐに腰まで
水に浸かってしまいました。割れた窓ガラスが勢いよく水と一緒
に僕の体のほうへ攻めてきたので、足が切れて、水が血で真っ赤
に染まりました。
　　　　　　　　　　　　（中略）
一番近い出口から逃げようと思ったけど、サッシが曲がって開か
ないんです。

で、土石が入ってきた玄関のほうから脱出したのですが、玄関の
前は4、5メートル掘られて川のようになり、ゴーゴーと水が音を
たてて流れていました。結局、建てて間もない我が家に、再び帰
ることはできなくなったのです。
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表３ アンケート調査の概要 

 
 

調査では被験者を，「統制群」と「物語A群」，「物

語B群」に分類して実施した．「物語A群」「物語B群」

には，アンケートへの回答の前にそれぞれの物語を画面

上に提示，読了する時間を設けた．一方で統制群は物語

を提示せずに，すぐにアンケートの回答画面に誘導した． 

アンケートでは防災行動の実施意図や居住地域におけ

る災害リスクの認知度，意識や備えの実践について質問

を行った（次節にて詳述する）．また，１回目調査の３

ヶ月後に，被験者の一部に対して追跡調査を実施し，回

答値に変化が生じているかを分析することとした． 

 

(2) 調査項目の説明 

 具体的な調査項目について，表４にまとめる． 

a) 防災行動の実施意図 

 既往研究7)で考案された因子を参考に質問文を作成し

た．今回提示する物語が土砂災害であることを考慮して，

居住地域の災害リスクについて調べたり，発災時の行動

について計画する意欲について尋ねる内容となっている． 

４つの質問の回答値に対して信頼性分析を実施したと

ころ，一定水準の信頼性が認められた（クロンバックの

Į係数は，１回目：Į＝0.897，２回目：Į＝0.914であった）

ことから，回答値を加算平均して「防災行動実施意図尺

度」を算出，以降の分析に用いることとした． 

b) 災害リスクの理解度 

 災害リスクに関する理解度合いについては，自宅を中

心に日常的に過ごす場所におけるリスクをどこまで理解

できているか，その範囲について回答を求めた．各状態

に付した１～４の数値を回答値として，１回目，２回目

の調査間で比較を行う． 

c) 発災時行動の準備計画度 

 前項と同様，災害発生時に取るべき行動について，日

常的に過ごす場所毎にどこまで準備・計画ができている

か，回答を求めた． 

 

４．調査結果 

各調査項目の回答値について，群毎に１回目調査と２

回目調査との間で平均値の差の検定を実施した（表５）．  

 
(1) 統制群の回答値比較 
 統制群に関しては，１回目調査と２回目調査との間で

統計的に有意な差は確認されなかった． 

 

(2) 物語A群の回答値比較 
 物語A群における平均値の差の検定では，「発災時行

動の準備計画度」の平均値において統計的に有意な差

（p<0.05）が確認された．被験者が１回目の調査の後，

発災時の行動について準備や計画を新たに行ったことが

考えられ，物語Aの読了による啓発効果の可能性を示唆

 

表４ アンケートでの主な質問項目 

 

調査期間
調査方式

モニター

ʤ1յʥ2020೧11݆ɻʤ2յʥ2021೧2݆

ࠅʀ۟यஏ⽅5ݟ
ʤౣࠞʀౣ߁ʀࢃʀௗʀࣝౣࣉʥेࡑਕ

サンプル数
ʤ1յʥ౹܊ʁ10�ɾ܊$ޢʁ113ɾ܊%ޢʁ11�

ʤ2յʥ౹܊ʁ70ɾ܊$ޢʁ71ɾ܊%ޢʁ72

:(%Πϱίʖφࠬ

ˠ1յࠬյं͑ͬɾ௧ࠬྙڢͶಋ意ͪ͢ंͶଲ͢
ɻ2յࠬΝࣰͪ͢ࢬɿ

調査項目 質問項目

防災行動
実施意図

＜「1.あてはまらない」～「5.あてはまる」の5件法＞
ʀ⾃ஏҮͶ͕͜Ζ֒ࡄϨηέͶͯ͏ͱ΄ɼఈ͠ΗΖඅ֒য়ڱͶͯ͏ͱஎͮͱ͕ͪ͘͏
ʀ⾃ஏҮͲ͗֒ࡄ༩͠ΗΖ࣎ߨಊͶͯ͏ͱɼΓ͚͓ߡͱ͕ͪ͘͏
ʀඉ࣎ʰඈೋʱΏʰՊଔͳ࿊ཙ⽅๑ʤಋڋՊଔ͗͏ΖʥʱͶͯ͏ͱɼೖ͟Θ͖Δ͓ߡ
ɻͱ͕ͪ͘͏
ʀ֒ࡄͶඍ͓ͱɼೖ͖ࠔΔࡄ༽Ν६ඍ͢ͱ͕ͪ͘͏

災害リスク
の理解度

＜4項目から、回答者の状態に最も近いものを選択＞
1. ⾃बวͲً͞Ε͑Ζඅ֒Ͷͯ͏ͱɼΆͳΞʹཀྵմ͢ͱ͏͵͏
2. ⾃बวͲً͞Ε͑Ζඅ֒Ͷͯ͏ͱཀྵմ͢ͱ͏Ζ
3. ⾃ͶՅ͓ͱɼͫΞ࠹Γ͚͘ߨཔͤΖॶʤྭɿָߏɼ৮ɼవะ͵ʹʥͶͯ͏ͱɼͨΗͩ
ɻΗबวͲً͞Ε͑Ζඅ֒Ͷͯ͏ͱཀྵմ͢ͱ͏Ζ
4. ⾃ͶՅ͓ͱɼͫΞ͘ߨཔͤΖΆͳΞʹॶͶͯ͏ͱɼͨΗͩΗबวͲً͞Ε͑Ζඅ֒Ͷ
ɻͯ͏ͱཀྵմ͢ͱ͏Ζ

発災時行動の
準備計画度

＜4項目から、回答者の状態に最も近いものを選択＞
1. ⾃बวͲ͞ΗΔًͪͮ͗֒͞ࡄɼʹΓ͑ͶߨಊͤΖ͖ΆͳΞʹܯժʀ६ඍ͢ͱ͏͵͏
2. ⾃बวͲ͞ΗΔًͪͮ͗֒͞ࡄɼʹΓ͑ͶߨಊͤΖ͖ܯժʀ६ඍͲ͘ͱ͏Ζ
3. ⾃ͶՅ͓ͱɼͫΞ࠹Γ͚͘ߨཔͤΖॶʤྭɿָߏɼ৮ɼవะ͵ʹʥͶͯ͏ͱɼ͞ΗΔ
ɻًͪͮ͗֒͞ࡄͶʹΓ͑ͶߨಊͤΖ͖ܯժʀ६ඍͲ͘ͱ͏Ζ
4. ⾃ͶՅ͓ͱɼͫΞ͘ߨཔͤΖΆͳΞʹॶͶͯ͏ͱɼ͞ΗΔًͪͮ͗֒͞ࡄͶʹ
ɻΓ͑ͶߨಊͤΖ͖ܯժʀ६ඍͲ͘ͱ͏Ζ

ˠىҐͶ਼࣯Νࣰ͗ͪ͢ࢬɾຌߚͲͺׄѬͤΖɿ

-  71 -



 

  

表５ 平均値の差の検定 

 

する結果が得られた． 
 また，「防災行動意図尺度」の比較において，今回は

統計的に有意な結果とはならなかったものの，統計的有

意傾向（p<0.1）にきわめて近い水準（p=0.100）での差

異が示唆されている．本調査における回収サンプルは１

群あたり70程度とやや少なかったが，より大きなサンプ

ルサイズで調査を行った場合，当該尺度についても統計

的有意な差異が検出される可能性も考えうる． 
 

(3)物語B群の回答値比較 
 物語 B 群の各回答値における平均値の差の検定では，

「発災時行動の準備計画度」の平均値において統計的に

有意な差（p<0.05）が確認された．物語 A 群と同様，物

語 B の読了後，災害発生時に取るべき行動について考え

る契機があり，計画や準備を深化させた可能性を示唆す

る結果といえよう． 

 

５．おわりに 

(1) 検証結果の振り返り 

 本稿の第１章では，本研究での検証課題として２項目

を示した（表２）． 

 「検証課題１」については，各物語群の被験者におい

て発災時行動の準備・計画の水準に向上がみられたこと

から，「一日前プロジェクト」内の経験談が防災啓発コ

ミュニケーションに効果的である可能性が示唆された．

無論，今回の検証では当該プロジェクト内の一部の経験

談について検証を行ったものに過ぎないため，その他の

経験談についてもその読了効果について適宜検証がなさ

れることが望ましい． 

 「検証課題２」について，今回は「物語 A 群」と「物

語 B 群」との間に特筆すべき啓発効果の差異は認められ

なかった．しかしながら，前章の(2)でも言及したように，

より多くのサンプルを回収した調査により傾向の違いが

明らかになることも期待でき，今後の追加調査，検証の

余地があると考えられる． 

 

(2) 今後の課題 

 より多くのサンプル回収による検証については先述の

通りだが，本項ではそれ以外の課題について記載する． 

a) システム２に訴える情報の併用 

 咄嗟の判断が必要となる災害時行動に関して，システ

ム１を刺激する形でのコミュニケーションはきわめて重

要である．だが一方で，物語情報による啓発のみを安易

に行った場合，時に人々を適切でない行動へと扇動して

しまうことになりかねないことも主張されている 3)． 

例えば，風水害の危険が迫っている場合に取るべき行

動には水平避難と垂直避難がある．一般的に，避難所等

へ移動する時間的猶予がある場合は前者，屋外に出るこ

とが既に危険な状態である場合は後者が推奨される．こ

こで，「水平避難で難を逃れた」内容の物語を読了した

執してしまうことなどが危惧される． 

上記のようなことを防ぐため，システム１の判断を熟

考的に修正するシステム２に訴えかける情報[4]を，物語

情報と併せて使用することが望ましい．２種類の情報を

組み合わせた，効果的な啓発手法の在り方について，今

後も模索を続けていく． 

b) 個人属性に応じた，効果的な物語情報の模索 

 先述の通り，物語情報に対し人々は多様な印象を抱き

うるため，啓発対象に応じたより効果的な物語情報につ

いて，模索することも有益であろう．今回実施した調査

ではサンプル数の少なさもあり，個人属性を用いた分析

は実施できておらず，こちらも今後の検証課題としたい． 

 

補注 

[1] 例えば大雨に伴い避難勧告がなされているにも関わらず，近

隣の河川が現段階では増水していないことから「避難しなくて

もよい」と判断してしまうことなどが考えられる． 

[2] Fujimi & Fujimura2)では河川に段差（高水敷）を設けることで，

危険水位に達した際の眺めを大きく変化させ，直感的な恐怖を

感じやすくさせることを提案している． 

[3] 国土交通省の資料6)を参照して選定した． 

[4] 例えば参考文献8)などでは，水平避難が難しい状況では垂直

避難が望ましいことを，具体的な浸水深の目安とともに示して

いる． 
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者が，既に屋外が危険であるにも関わらず水平避難に固 

１回目 ２回目 有意確率(両側) １回目 ２回目 有意確率(両側) １回目 ２回目 有意確率(両側)
防災行動実施意図 3.95 4.03 0.199 3.87 3.98 0.100 3.95 3.94 0.937

災害リスクの理解度 2.07 2.09 0.908 1.9� 2.1 0.150 1.90 2.08 0.140
発災時行動の準備計画度 1.�7 1.7� 0.4�4 1.�3 1.8� 0.017 1.58 1.8� 0.005

統制群（n=70） 物語A群（n=71） 物語B群（n=72）
調査項目

S�0.01� S�0.05
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   This study aims to firstly suggest how to classify web contents by using the Text Mining method. Next, it collects 

and classifies web contents related to evacuation and sheltering in the event of a disaster under COVID-19, on a trial 

basis. Based on the results, it then considers the direction for effectively collecting and classifying disaster prevention-

related web contents. 
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１．研究の背景と目的 
近年，自↛災害の度重なる発生に加えて，新ᆺコロࢼ

イルス感ᰁ（以ୗ，COVID-19）といった新ᆺ感ᰁ࢘

のᣑ大に伴い，これら」合的な災害に対する地域社会の

備えがႚ⥭の課題となっている．こうした状況に対応す

るため，中ኸᐁᗇや自治体，研究機関，マスメデアを

含む様々な主体が過ཤの教訓，ᑓ㛛家の知見や被災地の

経験に基づく関連する課題，対策，実践事例等を࢘ェブ

サイトを通じて発信しているが，これらの情報が一元的

に集約され，利活用しやすい形で整理されている状況と

は言い難い．効果的な防災対策を実施するためには，既

存の災害関連情報の内容を㎿速かつ正確にᤊえる必要が

ある． 

筆者らは，近年の」合災害対応の例として COVID-19

ୗでの災害時避難を対象に Web コンテンࢶの収集及び分

類を行ったが，手作業による分類では限⏺があった（1）．

主な要因として，関連する㠀常に多くの Web コンテンࢶ

がὶ通しており⥙⨶的に収集することが難しいこと 1)，

また，個ูの Web コンテンࢶに」数のテーマが含まれて

いるため，⭾大な情報㔞からその特徴を㎿速かつ正確に

ᤊえられず，主観的な分類判断に頼らࡊるを得ないこと，

それにより，体⣔的かつ特徴ูの Web コンテンࢶの整理

に時間を要した．したがって，ᐈ観的かつ㎿速に Web コ

ンテンࢶを整理し，その特徴を機Ე的にᤊえることは重

要である． 

そこで本稿では，ึめに，Web コンテンࢶをテ࢟スト

マイニング手法を用いて分類する方法を提案する．次に，

COVID-19 ୗでの災害時避難の事例を対象に Web コンテ

ンࢶの収集及び分類を試行する．その上で，得られた結

果から，防災関連の Web コンテンࢶの効果的な収集及び

整理の方向性について考ᐹする． 

 
 

２．本研究のᯟ⤌ࡳ 
(1) ඛ行研究 

Web コンテンࢶに含まれる情報は主に文章（テ࢟スト）

であるが，⭾大な情報㔞から定㔞的な特徴の把ᥱを手作

業で行うことは㠀常にᅔ難であった（1）．一般向けの検

索࢚ンジン（例えば Google）を用いて入ຊした࢟ー࣡ー

ドに該当する情報コンテンࢶが⤠れたとしても，特徴を

正確にᤊえられない場合がとࢇどである．この課題を

解決するための方法として「テ࢟ストマイニング（Text 

Mining）」がある． 

これまで防災の様々な場面でテ࢟ストマイニング手法

を用いた研究が進められてきた．例えば，బ藤か

（2011）2)は，マスメデアがᮾ日本大㟈災をどのよう

に社会に伝えたかについて明らかにするため，ᮾ日本大

㟈災の報㐨࢘ェブニュースをテ࢟ストマイニング手法を

用いて解析した．⠛ཎか（2019）3)は，平成 26 年 8 月

豪雨による土砂災害時に活動した広ᓥ市消防局の消防⫋

ဨに対して，消防防災ᢏ⾡開発に関するアンケート調査

を行い回答を KH Coder を用いて解析した．また，テ࢟ス

ト文から自↛言語ฎ理やᢸ当者判読により，ᢳ出した࢟

ー࣡ードを活用することで，地域防災活動のホ౯もしく

は災害対応時の状況把ᥱを機Ე的にฎ理しようとする研

究もある．例えば，ᓲか（2017）4)は，地域防災活動

の活動資料を読み㎸ࢇで，ホ౯すべき࢟ー࣡ードをᢳ出

し活用した機Ე学⩦モデルを提案した．また，ᓲか

（2021）5)は，Twitter に含まれるテ࢟スト文からᢳ出し

た事象の࢟ー࣡ードを活用して，㟁状況把ᥱをリアル

タイムに可ど化する自動解析モデルを試作した． 

 

(2) ᪉ἲ論 

先行研究で得られた知見を㋃まえると，災害関連情報

の分類は，1）適切な࢟ー࣡ードがᢳ出されるか，2）ᢳ

出ࣇローが自動化できるか，の 2 点に整理することがで
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きる．本研究においては特に前者に↔点を⤠ることとす

る．テ࢟ストマイニング手法を用いれば，文章に含まれ

る༢語や文節から出現㢖度や関係性を定㔞的に把ᥱでき

る．本研究では，災害関連情報を機Ე的に分類するため，

まず基準となる分類カテࢦリを導入する．そのうえで基

準の分類カテࢦリに含まれる Web コンテンࢶの特徴と照

らし合わせて，分類しようとする Web コンテンࢶに含ま

れる特徴をホ౯する．具体的なホ౯として，分類しよう

とする Web コンテンࢶにどの分類カテࢦリの特徴が含ま

れているか，そもそも」数の分類カテࢦリの特徴や重」

するものがないか，分類カテࢦリ及び Web コンテンࢶ内

容の中に見過ごされる特徴的な語がないか，について検

証する必要がある．したがって，本研究で実施する研究

のᯟ組みは図 1 の通りである． 

本研究では，Web コンテンࢶに含まれる文章の特徴を

ᢳ出するため，テ࢟ストᆺデータの計㔞的分析として，

多変㔞解析により言ⴥや文᭩を分類するアプローࢳ（ᵽ

口，2020）6)を用いる．テ࢟ストマイニング分析ࢶール

である KH Coder 3
7)を利用し，形態⣲解析システム

「Chasen」8)のもつရモ体⣔に基づいて不要語とするရ

モを決定する．᭱後に，整形したテ࢟ストデータを用い

て，文章に含まれる語のᵓ㐀の特徴を把ᥱする共起ࢿッ

ト࣡ーク分析を行う．なお，本稿の共起ࢿット࣡ークで

は，語の༢位を形態⣲の༢位とし，Jaccard 係数を用いて

 定したものを᥇用した． 

また，内閣府等が 2020 年 4 月 7 日付で通知した「避難

所における新ᆺコロ࢘ࢼイルス感ᰁへの᭦なる対応に

ついて」9)の中で示される 9対応項目（以ୗ，内閣府通知

の 9 項目）を基準となる分類カテࢦリとして᥇用し，そ

の共起ࢿット࣡ークを介して，分類カテࢦリ上の文章に

含まれる語のᵓ㐀と特徴を把ᥱする．ただし，文章内に

㢖出するが分類カテࢦリに関連しない「４月」，「内閣

府」，「防災ᢸ当」，「研究」，「記載」，「平成」に

ついては分析対象の語から㝖外する．そのうえで，基準

となる分類カテࢦリの共起ࢿット࣡ークを活用し，収集

した Web コンテンࢶを分類する． 

 

３．結果 
(1) Web コンテンࢶの選定 

 本研究では，Web サイトを通じて発信する COVID-19

ୗでの災害時避難に関する Web コンテンࢶを収集した．

Web コンテンࢶの収集は，2020 年 4 月１日から 2020 年

10 月 22 日の期間において，「コロࢼ and (避難 or 避難所)」

を࢟ー࣡ードとして Web 検索࢚ンジンを使い実施した．

さらに，Web コンテンࢶのタイトル及び内容をࡦとつࡦ

とつ⢭査し，COVID-19 ୗでの災害時避難に関連するコ

ンテンࢶを選定した．選定した Web コンテンࢶには，ニ

ュース記事，自治体の実践事例，研究機関等の対策マニ

ュアルや手ᘬき，中ኸᐁᗇの通知・通達が含まれる．ま

た，内閣府通知の 9 項目の内容と照らし合わせて，この

項目上で使用されている記述文を手がかりに収集したコ

ンテンࢶの分類を行った．表 1 は，当該通知で中で示さ

れる 9 項目と分析対象コンテンࢶ数を示したものである．

なお，内閣府通知の 9 項目に該当しない，もしくは」数

の項目に該当するコンテンࢶは分析対象から㝖外した． 

 

(2) Web コンテンࢶの特徴のᢳฟ 

本節では，共起ࢿット࣡ークを介して，Web コンテン

の特徴を把ᥱした．具体的には，分類の基準となる内ࢶ

閣府通知の 9 項目，及び分類対象となる Web コンテンࢶ

の 2 種類の共起ࢿット࣡ークである．なお，共起ࢿット

࣡ークの分析プロセスにおいて，語の数（N：Node），

共起関係の数（E：Edge），密度（D：Density）を参考に

分析スケールのࢳューニングを行った． 

図 2 は，分類の基準となる内閣府通知の㸷項目の結果

を示したものである．これは，ᢳ出された特徴の結果か

ら᭱も当該 9 項目の内容を説明できる共起ࢿット࣡ーク

となっている．結果的には， N は 44， E は 82， D は

0.087 がᢳ出された．検出されたサブグラࣇは 8 つ

（01~08）あり，内閣府通知の項目ճ，մ，չ（01），

項目շ，ո（02），項目ո（03），項目յ（04），項目

ղ（05），項目ձ（06），項目մ（07），項目ճ（08）

の特徴的な語のグループに分類された． 

 

(3) Web コンテンࢶのศ㢮 

    図 3 は，分類の基準となる内閣府通知の 9 項目ูに分

類した Web コンテンࢶの共起ࢿット࣡ークのᢳ出例を示

したものである．例えば，内閣府通知の項目ձ「可能な

限り多くの避難所の開設」に分類した Web コンテンࢶの

共起ࢿット࣡ーク（図 3 項目ձ）を取り上げると，N は

表1㸸ศᯒᑐ㇟とするWebコンテンࢶ 

内閣府通知の㸷項目 
分析対象 

コンテンࢶ数 

ձ可能な限り多くの避難所の開

設 

147 ௳ 

ղぶᡉや人の家等への避難の

検討 

74 ௳ 

ճ自宅⒪㣴者等の避難の検討 23 ௳ 

մ避難者のᗣ状態の確認 63 ௳ 

յ手Ὑい，တࢳ࢚ケット等の基

本的な対策のᚭᗏ 

63 ௳ 

ն避難所の⾨生環境の確保 48 ௳ 

շ十分なẼの実施，スペース

の確保等 

96 ௳ 

ո発⇕，တ等の状が出た者の

ためのᑓ用のスペースの確保 

120 ௳ 

չ避難者が新ᆺコロ࢘ࢼイルス

感ᰁを発した場合 

29 ௳ 
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71，Eは 70，Dは 0.028がᢳ出された．検出されたサブグ

ラࣇは 6 つ（01 ~ 06）あり，県や市⏫ᮧによる事前の避

難所の確保（01），消ẘやマスクの準備（02），多くの

避難所の開設とスペースや密対策（03），分ᩓ避難や在

宅避難（04），避難所の収容人数や༠定利用（05），ホ

テルや᪑㤋のᐟἩ施設の利用（06）のグループに分類で

きると考えられる．このように分類の基準項目ごとに，

共起ࢿット࣡ークのᵓ㐀や共起する語の特徴が異なるこ

とを活用することで，Web コンテンࢶの内容を分類する

ことが可能であることが分かった． 

 

４．考察 
本稿では，基準となる分類カテࢦリとして᥇用した内

閣府通知の 9 項目，及び当該カテࢦリูに分類した

COVID-19 ୗでの災害時避難に関する Web コンテンࢶに

ついて共起ࢿット࣡ーク分析を行い，これら語のᵓ㐀と

特徴を可ど化した． 

基準となる共起ࢿット࣡ークは，内閣府通知の 9 項目

の内容を᭱も説明できるものをᢳ出した．その結果，項

目ն以外の 8 項目の共起ࢿット࣡ークをᤊえることがで

きた．項目նについては，結果的に文章の記述内容を説

明できる共起ࢿット࣡ークをᵓ㐀的にᤊえることができ

なかった．その要因は文章の記述の㔞が相対的に少ない

ことが考えられる．したがって，項目նと同様の内容を

含む他の Web コンテンࢶを用いて基準となる共起ࢿット

࣡ークを⿵することが有効と考える． 

また，基準となる共起ࢿット࣡ークと照らし合わせた

結果から，Web コンテンࢶにどの項目の内容が含まれて

いるかについて確認できた．結果の例として，項目ձ

「可能な限り多くの避難所の開設」を取り上げると，当

該 9 項目の共起ࢿット࣡ーク（サブグラࣇ 06）上で検出

された３つの語「開設」「指定」「多く」が全て含まれ

ていた．さらに，避難所の収容人数や༠定利用といった

項目ձに関連する詳細な特徴的な語がみられた．したが

って，これら語を࢟ー࣡ードとして活用した Web コンテ

ンࢶの収集や分類が今後有効であると考える．一方で，

消ẘやマスクの準備，分ᩓ避難など，他の項目に関連す

る語も存在するため，」数の特徴を含むコンテンࢶを効

果的に分類する方法を検討する必要がある． 

さらに，基準となる共起ࢿット࣡ークのᵓ成上，項目

間で特徴が重」する項目（項目ճ，մ，չ，及び，項目

շ，ո）が検出された．したがって，᥇用した基準とな

る共起ࢿット࣡ークから各項目の明確かつ詳細な特徴を

把ᥱすることは難しい場合がある．基準となる分類カテ

リの特徴をより強く示すためには，社会から発信されࢦ

ている Web コンテンࢶに含まれる࢟ー࣡ードを適用し基

準となる共起ࢿット࣡ークを⿵強していく必要がある．

また，Web コンテンࢶの内容を適切に示すための共起ࢿ

ット࣡ーク分析は，その᭱適なスケール調整が Web コン

テンࢶによってそれぞれ異なることも課題である．そこ

で，Web コンテンࢶの内容を適切に示せるよう，共起ࢿ

ット࣡ークの᭱適なスケール調整の方法論が必要である．  

  

 ࡵとࡲ．５
本研究では，Web コンテンࢶを機Ე的に分類するため，

テ࢟ストマイニング手法を用いた分類方法を提案した．

また，COVID-19 ୗでの災害時避難を対象に Web コンテ

ンࢶの収集及び分類を行った．᭱後に，得られた分析結

果から，防災関連の Web コンテンࢶの効果的な収集及び

整理の方向性について考ᐹした．得られた知見は以ୗの

通りである． 

� 分類の基準となる Web コンテンࢶとして内閣府通知の

9 項目を᥇用し，その特徴を把ᥱするため該当 Web コ

ンテンࢶの共起ࢿット࣡ークをᢳ出した．結果，内閣

府通知の 9 項目のうち，8 項目をᤊえることができた． 

� 分類の基準となる内閣府通知の 9 項目の共起ࢿット࣡

ークをもとに Web コンテンࢶの分類が可能であった．

ただし，Web コンテンࢶの特徴が項目ごとに重」する

場合や基準ではᤊえられない特徴が現れた項目への対

応が必要である． 

� 必要に応じて，社会から発信される他の Web コンテン

ット࣡ークを⿵強するࢿを用いて，基準となる共起ࢶ

ことが重要である． 

 

 
補注 
(1) 筆者らが「COVID-19 ୗでの災害時避難」ケーススタデの

実践より把ᥱした課題である. 
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   Most community-based disaster risk reduction (DRR) workshops recruit voluntary participants from local residents. 

Although previous risk communication research evaluated the impacts of such workshops on certain DRR-related 

actions/skills, it has paid little attention to participation/non-participation themselves. This article explores the factors 

related to participation/non-participation in risk communication workshops held in Onojo and Itoshima cities, 

Fukuoka. Exploratory data analysis of post-workshop surveys (n=372) revealed that workshop participantation was 

correlated with gender, age, job, household size, belonging in voluntary DRR organization and residential structure. 

The consequences and implications of such biased workshop participation are discussed. 

 

Keywords : Risk communication workshop, Participation/Non-participation, Categorical regression 
 

 

１．序論 
(1) 研究背景 
災害時の人的被害発生を抑止・軽減するため，さまざ

まなリスク・コミュニケーションの手法が提案・実践さ

れてきた．代表的なものの 1 つに，専門家と地域住民が

協働して災害時の具体的な対応を共考する防災ワークシ

ョップがある．しかし，こうした取り組みの多くは，参

加するよう声がかかった住民や，広報などを通じてワー

クショップの存在を認知した住民のなかの希望者のみが

参画する形式で実施される．希望者参加型の取り組みそ

れ自体では，参加しないような防災無関心層に直接アプ

ローチできない．そのため，地域全体の防災対応力を向

上させるには，参加したことによる意識や行動の変容を

検証してその取り組みの改善を図るだけでなく，不参加

者をも視野に入れる必要がある． 

(2) 先行研究 
地域住民を対象とする防災の取り組みを扱った先行研

究のうち，取り組みに参加しない，あるいは防災に無関

心な層にアプローチを仕掛けた研究として，金井ほか

（2006）1)は，モデル地区の住民に対して防災教育の一

環として実施した双方向型の懇談会が，広報や住民間で

の口頭伝達を介して隣接地区の住民へと波及効果を有す

るかを検討している．結果，時間経過による風化はある

ものの，モデル地区での取り組みを認知していた住民は

意識・行動の面で良好な変化がみられたことを明らかに

している．陳ほか （2013）2)は，小学校を拠点に地域住

民を対象として実施された一連の防災教育イベントの参

加者から，不参加者に対して話題が伝播することで不参

加者の防災意識，防災行動意向が向上していたことを明

らかにしている．また片田ほか（2011）3)は，防災を目

的として実施される希望者参加型の取り組みでは防災無

関心層へのアプローチが困難であるという限界を踏まえ，

防災無関心層が緊急時において安全確保行動がとれるよ

う，率先して避難する役割を担う地域住民（率先避難

者）をあらかじめ取り決めておく方策の有効性を指摘し

ている． 

これらの研究では，いずれも防災の取り組みの参加者

とその周囲の人々との相互作用を考慮することで防災無

関心層への波及的な影響を検討しているが，参加者・不

参加者の間の偏りについて直接分析した研究は少ない． 

(3) 本研究の位置づけと目的 
 以上の背景を受け，本稿では，防災の取り組みへの参

加・不参加に関連する要因自体に焦点を当て，両者の間

には偏りが見られるのか，どのような偏りがあるのかに

ついて検討する．具体的には，福岡県大野城市・糸島市

にて実施されたリスク・コミュニケーション・ワークシ

ョップを事例とし，ワークショップ後に実施された質問

紙調査データに基づいて参加者・不参加者の間に見られ

る歪みについて分析する．そのうえで，偏りによって生

じる影響やその対応について考察をくわえる． 
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２．分析する事例とデータ 
(1) リスク・コミュニケーション・ワークショップの概要 
本研究が検討対象とするのは，第 2，第 3 著者が主と

なり「災害リスクコミュニケーション」という名称で地

域住民と行政とが協働で実施する一連の取り組みである．

この取り組みは，「まちあるき」，「地区防災マップの

作成」，「タイムラインの作成」という 3 つのプロセス

から構成される． 

 まず「まちあるき」では，対象地区の現状や特徴を捉

えるため，地域住民，行政，防災の専門家が揃って実際

に地域を歩き，危険箇所等を点検して回る． 

 次に「地区防災マップの作成」は，2 回に分けて実施

する地区住民を交えたワークショップである．第 1 回ワ

ークショップでは，「まちあるき」で得た情報を共有し

たうえで，参加者から出されるさらなる地域の情報（増

築・改築された建物，避難行動要支援者の居住する家屋，

過去の災害被害履歴，避難行動時に注意すべき経路な

ど）を交換し，議論を行う．以上のような作業のうえで，

参加者が自分自身で避難所・避難経路を検討するなど災

害時の行動について協議し，その結果を地区防災マップ

として整理する．その後，再度まちあるきを実施し，出

された情報の確認を行う．第 2 回ワークショップでは，

第 1 回ワークショップの振り返りやまちあるきの結果を

報告したうえで，最終的な避難場所・避難経路を決定す

る．以上のワークショップで収集された情報は GIS によ

ってデジタル化され，地区防災マップとしてまとめられ

た後に対象地区に全戸配布される． 

 最後に「タイムラインの作成」では，地区防災マップ

の情報を踏まえたうえで，災害が予期される時に「誰

が」，「いつ」，「何を」行うのかを時系列的に整理し

た行動計画を作成する．作成するマイ・タイムラインで

は，個人が行うことと地区で協力して行うことの双方を

検討し，それらが並列してまとめられる． 

 本稿では，2019 年度に実施された福岡県大野城市・井

の口地区ならびに糸島市・井原地区における上記のリス

ク・コミュニケーションの取り組みを事例とし，特に

「地区防災マップの作成」において 2 回にわたり実施さ

れるワークショップへの参加に焦点を当て，その参加

者・不参加者の偏りについて分析を行う．表 1 に，それ

ぞれの地区での実施日時をまとめる． 

 

表 1 「地区防災マップの作成」ワークショップの日程 

 

 井の口地区では，区長が区の自治組織内の防災担当者

や市議会議員向けにビラを配り，それを通して地域住民

への広報が行われた．井原地区では，区長からの口頭伝

達および地域の情報紙等と併せて配布されたワークショ

ップ実施のお知らせによって広報が行われた．また，当

日の参加人数が少ない場合には，参加者から知り合いに

電話での呼びかけを行ったケースもある．地域住民の全

員がワークショップの存在を知っていたとは限らないも

のの，基本的にはオープンな希望者参加型となっている．

(2) 質問紙調査の概要 
本研究で分析するのは，上記の一連のリスク・コミュ

ニケーションが終了した後に実施された質問紙調査のデ

ータである．質問紙は，地区防災マップの配布と同時期

に対象地区の全戸に対して各世帯 1 部ずつ配布された．

両地区ともに 2020年 4月 1日に配布が開始され，井の口

地区では 9月 30日，井原地区では 8月 30日に地区長を

通じて回収された．配布数は，井の口地区，井原地区で

それぞれ 730 部，260 部であり，回収数はそれぞれ 310

部，156 部である．以下では，これら 2 地区のデータを

統合して分析を行う． 

 

３．分析結果 
ワークショップへの参加関連要因を探索的に分析する

ため，カテゴリカル回帰分析（Kooij 2007）4)を実行した．

従属変数は「地区防災マップの作成」のために実施され

た 2 回のワークショップへの参加とし，参加回数によっ

て 3つのカテゴリ（0回参加，1 回参加，2回参加）を作

成した．独立変数にはワークショップ参加に関連がある

と考えられる個人の基本属性（性別，年代，職業），家

族の特徴（世帯人数，家族内の要配慮者），災害・防災

に関連する経験（自主防災組織に所属した経験，洪水・

土砂・地震等による被災経験），および住宅の特徴（住

宅階数・住宅構造）を投入した．分析においては，従属

変数であるワークショップ参加は順序尺度として指定し

た．独立変数については，従属変数との関係が非線形的

である可能性を考慮し，すべて名義尺度として指定した．

以下の分析には IBM SPSS Statistics 26を使用した．また，

分析に投入する変数に欠損値があるケースについてはリ

ストワイズ削除を行い，残った 372 名を対象に分析を行

った． 

 

表 2 カテゴリカル回帰分析結果（標準化係数） 

 

 表 2，表 3 に，カテゴリカル回帰分析の結果を示す．

まず表 2 の標準化係数に注目すると，統計的に有意であ

った変数は係数の大きいものから順に自主防災組織への

所属経験（β=.211），年代（β=.194），性別（β=.168），

職業（β=.145），世帯人数（β=.128）住宅構造（β=.091）

であった．一方，家族内の要配慮者，洪水・土砂・地震

等による被災経験，住宅階数については非有意であった．

以下では，有意であった変数に焦点を定め，独立変数の

各カテゴリとワークショップ参加の関連について結果を

報告する． 

大野城市・井の口地区
第1回：2019年11月16日   18:30~

第2回：2020年1月18日     18:00~

糸島市・井原地区
第1回：2019年12月15日   19:00~21:00

第2回：2020年2月23日     19:00~20:00

独立変数 β S.E.
性別 .168 .064 **

年代 .194 .066 ***

職業 .145 .045 ***

世帯人数 .128 .051 ***

家族内の要配慮者 .036 .041

自主防災組織に所属した経験 .211 .067 ***

洪水・土砂・地震等による被災経験 .011 .036

住宅階数 .032 .037

住宅構造 .091 .039 **

R 2
=.188, Adjusted R 2

=.124

N=372, *** p <.001, ** p <.01
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表 3 カテゴリカル回帰分析結果（各カテゴリのウェイト） 

 

表 3 を見ると，従属変数であるワークショップ参加の

各カテゴリには，値が正であるほどワークショップに参

加し，負であるほど参加していないことを示すようにウ

ェイトが付与されている．独立変数の回帰係数はいずれ

も正の値であったことから，付与されたウェイトが正の

値をとる独立変数のカテゴリほどワークショップに参加

する傾向にあり，反対に負の値をとるほど参加しない傾

向にあったことを意味している． 

 まず，自主防災組織への所属経験については，現在所

属しているあるいは以前所属してた人ほどワークショッ

プに参加する傾向が示された．年代については，60 代お

よび 70代以上の高齢者が参加する傾向にあったのに対し，

30 代以下の若年層が特に参加していなかった．性別につ

いては，女性に比べて男性のほうが参加する傾向にあっ

た．職業については，事務職，公務員，専門・技術職と

いった主にホワイトカラーと考えられる層や，サービス

業を生業とする人は参加しない傾向にあった．一方，農 

 

漁業，建設・採掘業，運搬・輸送業といった主にブルー

カラーと考えられる層のほうが参加する傾向にあった．

世帯人数については，4人，5人以上の家族のメンバーで

ある人は参加する傾向を示していたのに対し，特に 3 人

世帯のメンバーである人は参加しない傾向にあった．最

後に，住宅構造については，木造住宅の居住者に比べ，

防火木造，鉄筋・鉄骨コンクリート造・鉄骨造の住宅に

住む人は参加しない傾向が示された． 

 

４．考察 
 以上の分析の結果，2019 年度に実施された福岡県大野

城市・井の口地区および糸島市・井原地区でのリスク・

コミュニケーション・ワークショップの参加者の構成に

は偏りがあったことが明らかになった．この結果を受け，

こうした偏りがもたらしうる影響について言及しておき

たい．マス・コミュニケーション研究の分野で提唱され

た「知識ギャップ仮説」（Tichenor et al. 1970）5)による

従属変数 カテゴリ 度数 数量化
ワークショップへの参加 0回参加 282 -.522

1回参加 37 .711

2回参加 53 2.283

独立変数 カテゴリ 度数 数量化
性別 男性 192 .968

女性 180 -1.033

年代 30代以下 46 -1.670

40代 86 -.452

50代 58 -.952

60代 85 .655

70代以上 97 1.188

職業 事務職 30 -.912

公務員 19 -1.153

専門・技術職（士業・教員・研究職など） 32 -.838

農漁業 25 .661

建設・採掘業 26 1.626

サービス業（販売・接客など） 43 -1.454

生産・製造業 10 .224

運搬・輸送業 13 1.222

主婦・主夫 82 .541

退職者 42 -.839

その他 50 1.051

世帯人数 1人 28 .046

2人 118 -.436

3人 68 -1.641

4人 91 .970

5人以上 67 1.097

家族内の要配慮者 いる（自分自身か同居者に避難の手助けが必要） 71 -2.059

いない 301 .486

自主防災組織に所属した経験 ある（今も所属している） 49 1.957

ある（前は所属していた） 38 1.606

ない 285 -.551

自分が被害を受けたことがある 65 -1.913

自分は被害を受けなかったが、地域の中で被害がでた 65 1.413

自分も地域も被害を受けたことがない 242 .134

住宅階数 1階 44 -2.730

2階以上 328 .366

住宅構造 木造（防火木造を除く） 309 .451

防火木造 35 -2.169

鉄筋・鉄骨コンクリート造・鉄骨造 28 -2.271

洪水・土砂・地震等による
被災経験

-2 -1 210

-2 -1 210
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と，社会経済的地位の高い人々は地位が低い人々よりも

早く情報を取得するため，情報を伝えれば伝えるほど地

位の差によって知識格差が拡大すると言われている．こ

の仮説はデジタル・デバイドの議論が発展する際の元と

なったものであるが，田中（2008）6)が指摘するように，

防災の文脈においても適用することができる．本稿で分

析したような参加希望者を募る形式で実施する防災の取

り組みでは，実際に参加するのは元々防災への関心が高

い住民たち，あるいは日々の生活のなかで防災について

思いを巡らせる余裕がある人たちであると考えられる．

質問紙上ではワークショップ参加前の防災への関心を測

定できなかったが，本稿の分析で示した参加傾向にあっ

た層と，防災への関心が高い層はある程度重なっている

ものと考えることができるだろう．希望者のみが参加す

る取り組みだけでは，防災に関心のある層とない層との

間で災害対応能力に格差が生じかねない．こうした防災

無関心層へアプローチする 1 つの方法として，日々の生

活に直接関わる生業など，より個人にレリヴァントな事

柄を通してコミュニケーション・チャンネルを切り拓く

工夫が提案されている（村澤・片田 2011）7)．このよう

な有効なコミュニケーション・チャンネルの探索や，そ

の他の方法を通してギャップを埋めることが可能なのか

については，今後の研究課題としたい． 

 また，参加者が偏っているという前提に立った場合に

留意を要することについてもう 1 点指摘しておきたい．

それは，リスク・コミュニケーションの取り組みの効果

を検証する場面で，この偏りが正確な効果の抽出を妨げ

うるということである．例えば，防災ワークショップへ

の参加が何らかの災害対応能力の向上に寄与しているか

を検証するリサーチ・デザインを組んだとする．このと

き，防災への関心がワークショップへの参加に影響し，

また同時に災害対応能力にも影響していると考えられる

（ここでの「防災への関心」のように，介入とその結果

の双方に影響を与える要因は交絡因子と呼ばれる）．こ

のような交絡因子が存在する場合，ワークショップ参加

群と不参加群を単純比較するだけでは正確な介入効果を

推定することができない．この点をクリアするためには，

傾向スコア分析（Rosembaun and Rubin 1983）8)といった

手法によって統計的な補正を施したうえでの効果検証が

必要となる（防災の文脈に引き付けた傾向スコア分析の

コンパクトな解説として，川見・立木（2019）9）があ

る）．本稿で分析したリスク・コミュニケーション・ワ

ークショップについても，今後効果検証を実施する予定

である．その際，分析で明らかになったような参加者・

不参加者の間の偏りを考慮に入れたうえで，より正確な

介入効果を抽出できるよう，分析を進めていきたい． 
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  In this study, we developed a cloud-based GIS application to assist the work of support for reconstructing 

livelihoods of disaster victims, with the aim of realizing efficient and effective disaster response operations. The 

development was carried out with the administrative workers. Requirement definition were defined based on an 

understanding of the business content and workflow, and designed so that the practitioners themselves could take the 

initiative in building applications that would support the activities in the field. 
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１． はじめに 
 
(1) 背景 
災害時において情報は，適切な対応行動に結びつける

ことを通して，発生しうる被害を減少させることに役立

つ 1)．被災自治体においては効果的な災害対応を実施す

るために，ハザードや被害に関する災害関連情報を迅速

に収集することが必要不可欠であり，情報技術を活用し

た精度の高い情報をもとに多くの施策の意思決定が可能

となってきている 2)．藤原ら（2020）は災害マネジメン

ト総括支援員を例に災害対応におけるマネジメントに着

目し，災害対応プロセスの標準化を目的として，ひとつ

ひとつの業務を含めてプロセスを構成する行動を明らか

にした 3)．一方で，災害対応実務者は，その役割と内容

を把握することが求められる．そのため業務に関するよ

り具体的な手順を明らかにする業務全体の「見える化」

の必要性が報告されている 4)．本研究は，被災者の生活

再建に係る業務に含まれる罹災証明書の発行業務および

その前提となる住家被害認定調査業務を対象としている．

被災市町村の主要な災害対応業務の一つである罹災証明

書の発行業務は，住家被害認定調査結果に基づき実施さ

れ，家屋の被害状況の認定を通して被災した住民が各種

支援を受けるための証明書を発行するものである．被災

者の早期復興のために迅速な業務遂行が求められると同

時に認定結果を住民に説明できる根拠が必要となり，

「迅速性」と「公平性」が同時に求められる災害対応業

務である．特に，「公平性」が失われれば住民からの要

望が多く寄せられ，更なる対応業務を増加させることと

なり，結果として住民の早期復興を遅らせてしまうこと

になる．罹災証明書の発行は，発災から約 1 か月を目安

にする傾向となっている 5)が，その間複数の部局が調査

や発行に関する業務を進めるため，全体の進捗管理や状

況に応じた方針の決定等が求められる．複数の部局が効

率的に業務を実施するためには最新の情報を更新，共有

することが必要不可欠である．国は，そのやり方を推奨

するガイドラインは示しているが，具体的な業務の進め

方，共有すべき情報については標準化されていない．  

 以上から，本研究では効率的な災害対応を実現させる

ことを目的として，被災者の生活再建に係る業務を支援

するクラウド GIS 型アプリケーションを開発した．また，

実務者が参画する開発プロセスを設計した．実務者が業

務内容や業務フローを理解し，情報システムの要件を定

義し，アプリケーションを開発する一連のプロセスを設

計したこととなる．以下 2 章ではアプリケーションを開

発までののプロセス等研究の全体像，3 章ではアプリケ

ーション開発のための当該業務の標準化案の検討，4 章

ではアプリケーションの開発，5 章にて考察及び今後の

取り組みについて述べる． 

 

(2) 研究の対象 
本研究は，北九州市をはじめとする福岡県北東部地域

の自治体とその職員とした取り組みとした．平成 15年に

北九州地区電子自治体推進協議会(KRIPP)が設立された．

KRIPP は，地方自治体間の相互連携や北九州市 e-

PORT(市民生活，企業活動，行政サービスを支える社会

基盤)の活用により，行政サービスの向上と簡素で効率的

な行政システムの確立を目指した電子自治体の推進を図

ることを目的としている．令和元年 11月末日時点で，福

岡県北東部地域の市町村だけではなく，協議会の目的や

趣旨に賛同した自治体(北海道室蘭市等)を含めて 7 市 11

町(普通会員)で構成されている．主な事業の一つとして，

それぞれの自治体が保有している地理情報を集約し，地

理情報の高度利用の推進や費用の軽減を図るため，

GIS(地理情報システム)の共同調達，共同利用等を行う

「共同 GIS」（GIS部会）が挙げられる．GIS部会は，平

成 24 年に北九州市が中心となり GIS に関心を持つ福岡

県下の市町村に呼び掛け，専門的な技術や最新事例の共

有を行う GIS 広域勉強会を発足させた．加えて，地域

GIO（Geographic Information Officer）会議を発足させ，

複数自治体が連携して GIS 担当者の育成を継続的に行う

仕組みを実現させている．平成 25年には，官民共同によ

る地域住民のための地域情報ポータルサイト G-motty を

地域安全学会梗概集 No.48, 2021. 5
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開設した．本研究では，①上記の KRIPPの枠組みや理念

のもと，事業者が提供する生活再建支援業務に関する情

報システムの共同調達の機会があったこと，②平常時か

らの行政界を越えたサービスの提供について取り組み，

かつ ICT の積極的活用を推進している環境であったこと，

の 2点から福岡県北東部自治体を対象とした． 

 

２．アプリケーション開発プロセスの設計 
 
図１に，①実務者との議論を通じた業務の標準化，②

アプリケーションの構築にて構成される被災者の生活再

建に係る業務を支援するためのアプリケーション開発プ

ロセスを示す． 

災害対応業務を効率的に実施するためには ICT の活用

が求められる．情報技術は，情報システム導入だけでは

なく，業務の標準化や平常時からの演習が必要となる．

マニュアルの再構成を通した業務フローの標準化し，そ

れらの業務を効率化させるアプリケーションを開発する

一連のプロセスを実務者が参画することを前提として設

計した．本プロセスは前述の G-motty における GIS 部会

や地域 GIO 会議の場を活用し研修として実施した．日時

や詳細など研修の概要を表１にて示す． 

 

 アプリケーション開発のプロセス
筆者ら 実務者（参加自治体職員）

フ
ェ
ー
ズ

オリエンテーション
により

作業の合意を行う

業務の標準化案を
作成する

標準化案を検討する

アプリケーションの
要件定義を行う

アプリケーションの
基本設計を行う

簡易な情報処理の
プログラムを

構築する

アプリケーションを
構築する

既存のマニュアル
計画等

標準化された
業務を示す

ドキュメント

標準化案

【業務に抜け漏れがある】

【業務に抜け漏れがない】

【業務に必要な情報を
満たしている】

【実情に合わない情報処理になっている】

【実情に合った情報
処理になっている】

【実務に合った可視化
がなされている】

【業務に必要な情報を
満たしていない】

【実務に合った可視化
がなされていない】

 

３．実務者が参画した業務の標準化 
 
(1) 生活再建に係る業務標準化案の作成 
国が示す指針を参考に，生活再建に係る業務に関する

業務内容やその手順を筆者らで表形式に整理した．作成

に当たっては竹内ら（2007）3)が考案した BFD(Business 

Flow Diagram)を参考に実施した．BFDは効果的な危機対

応業務を可能とする危機対応業務分析を支援するための

ツールであり，それらツールを活用した「危機対応業務

の『見える化』プロセス」を通して活用される．見える

化プロセスは全部で 3つの stageからなるが，本研究では

それを簡易化したプロセスを採用した．全体の指針とし

て，内閣府が示す「災害に係る住家被害認定業務実施体

制の手引き」を参考にした．本手引きは，調査業務や発

行業務の法的位置づけや，現在の状況を整理するととも

に，業務の立ち上げから終息までに必要な要素を整理し

たものである．ここでは，上記の手引きに則り，各業務

内容について記載するともに，関連業務をまとめ，階層

化した．記載する業務は，手引き内で整理を行っている

各節・項ごとの内容に準するものとし，業務の大項目を

抽出した．仕事のまとまりや階層化に際しては，災害時

の体制イメージを参考に整理をした．また，本研究では，

意思決定を行うまでの業務やそれに関する情報に注目し

ているため，災害対策本部との連絡調整を実施する統括

者は除外し，担当部局の係長クラスであり現場での指揮

を行うコーディネーター，10 名程度の班員をマネジメン

トするリーダー，現場対応を行う実務者である班員ごと

に仕事をまとめ，階層化した．各業務における望ましい

班割については，調査班と処理班に関しては情報処理に

特化させ分類し，表２で示す WBS（Work Breakdown 

Structureを作成した． 

 

(2) 実務者との議論を通じた標準化案の検討 

上記の標準化案と各自治体が作成している計画やマニ

ュアルをもとに業務内容について実務者とともに議論し，

その結果を前節のWBSにフィードバックした． 

研修前には事前に今回の取り組みについてその目的や

具体的な内容を提示し同意を得た．研修は，参加した３

自治体および参加の民間事業者の 1 班を含めて，計４班

で実施した．参加自治体には事前連絡の上，調査業務お

よび発行業務に関する事務分掌が明記してある計画やマ

ニュアル等の資料を持参してもらった．まず，実務者は，

持参した資料に基づき生活再建に係る業務に関してそれ

らの担当や業務内容がどこまで規定されているかを確認

し，各自治体の状況を全体で共有した．例えば，北九州

市では，地域防災計画等で事務分掌は決定されていた．

一方でその他の自治体に関しては担当ややるべきことは

決まっているが，具体的な手順やその際の詳細な担当者

表１ 研修の概要 

１　 住家被害認定調査業務を立ち上げる 1-1 調査担当者が業務量を算定する 1-1-1 事務局が被害世帯数を確認する

1-1-2 事務局が被害状況(住家・非住家）を確認する

1-1-3 事務局が被害世帯および被害状況を集約する

1-2 調査担当者が組織体制を確立する 1-2-1 事務局が必要となる人員を確認する

1-2-2 事務局が必要となる人員を確保する

1-3 調査担当者が外部支援団体に支援を要請する 1-3-1 事務局が外部支援団体への依頼内容を検討する

1-3-2 事務局が外部支援団体の提案内容を受入する

1-3-3 事務局が必要な人員に関する情報を収集する

1-3-4 事務局が外部支援団体に支援要請を決定する

1-4 調査担当者が当面の計画を立てる 1-4-1 事務局が大まかなスケジュール案を作成する

1-4-2 事務局がキックオフミーティングを実施する

1-4-3 事務局が実施計画を作成する

1-4-4 事務局が実施計画を伝達する

1-5 調査担当者が調査環境を整備する 1-5-1 事務局が作業スペースを確保する

1-5-2 事務局が必要となる資機材を確認する

1-5-3 事務局が必要となる資機材を確保する

1-5-4 事務局が現地までの移動手段を確保する

住家被害認定調査業務(水害想定)(業務手順ＷＢＳ)

レベル1
(調査責任者(部長級)：意思決定機能)

レベル２
（調査担当者（課長級）：企画立案機能）

レベル３
(各担当（係長,担当）：実行機能)

表２ 筆者らで作成した業務の標準案 

図１ アプリケーション構築のプロセス 
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は明確には記載されていないという状況が明らかになっ

た．次に，実務者が，主に国が示す本業務内容や手順を

理解することを目的とし，事前に筆者らで作成した業務

の標準化案を全体で読み合わせした．そこから各自治体

の実情をもとに，実務者自らが，標準化案と比較し，業

務の抜け漏れ，重複や業務分掌と等を整理した．民間事

業者のみで構成する班に関しては，実際に現場で起こる

課題をもとに具体的な業務を行うにあたってのコツや留

意点について意見を出してもらった．各意見は付箋に書

き出し整理した．参加した全 4 班から，2 業務(調査業

務・発行業務)含めて，計 95 枚の意見が抽出された．調

査業務は 41 件，発行業務は 54 件であった．各自治体か

らは，現在の業務分掌に記載されていない業務について，

想定される担当課の記載があった．また業務を行う際に，

連携すべき部局に関する記載をしている自治体もあった．

民間事業者からは，「地元職員と業務経験のある応援職

員をうまくミックスさせて配置を行う」，「応援職員の

宿泊先や交通手段を確保する」といった受援業務に関わ

る意見や，「発行業務における印刷用紙や公印，フォン

トの確保」，「発行会場の導線」，「発行会場の暑さ・

寒さ対策」，「FAQ の整理・更新・共有」など，実際の

被災地対応によって課題になった事象に対する意見が出

された．以上から事前に作成した標準化案を再構成し

WBS にフィードバックした．その一部を表３にて示す．

ここでは，情報システムの活用を前提としているが，情

報システムを導入していない自治体も多く，情報システ

ムを利用しない場合の業務フローも併せて検討した．そ

の結果，調査業務(システム活用・有)，調査業務(システ

ム活用・無)，初回発行業務(システム活用・有)，初回発

行業務(システム活用・無)，2 回目の調査及び発行業務

(システム活用・有)，2 回目の調査及び発行業務(システ

ム活用・無の)計 6 種類の WBS 形式の業務手順書を作成

することができた． 

 

４．クラウドGIS型アプリケーションの開発 
 
(1)アプリケーションの要件定義 

当該業務を効率化することを目的としたクラウド GIS

型アプリケーションを開発した．調査の進捗状況，罹災

証明書の発行状況等，最新の情報を効率的に更新し，共

有する業務の進捗管理を目的としたアプリケーションと

した．開発プロセスにおいても実務者が参画し，可視化，

共有するべき情報等を明確にした． 

(2)アプリケーションの基本設計 

業務に関わる情報について，迅速な共有を図るために

具体的にどういった可視化が望ましいのか，そのために

どういった情報の形式が望ましいかを整理した．アプリ

ケーションには前述の通り GIS を用い，デジタルマップ

および web アプリケーションにて表現することで，共有

するべき情報が地図，チャート，テキスト等で可視化さ

れることを目指した．GIS は，ESRI 社が提供するソフト

ウ ェ ア で あ る ArcGIS for Desktop 10.6 お よ び

ArcGISOnline を活用し，web アプリケーションは，

ArcGIS Dashboards を活用した．web アプリケーションは，

web マップに重ねたレイヤーを読み取り作成され，点や

面を中心として表される web マップの表現型だけではな

く，属性情報に紐づく形で，数値やグラフなど別の表現

型で示すことができる．業務の管理を行う際に可視化が

必要な情報について，前述の作成した手順書および実際

に平成 30年豪雨等で ESRIジャパンにより作成されたア

プリケーションを参考に作成した． 整理した内容を表４

にて示す． 

(3)情報処理プロセスの標準化 

ArcGIS for Desktop 上の機能であるモデルビルダーを活

用し，可視化される情報を作成するための簡易なプログ

ラムを作成した．例えば，学校区や地区別など把握した

い範囲毎により詳細な行政界に関する面（ポリゴン）レ

イヤーを複数作成することが想定される．その際 GIS 上

で同じ情報処理が複数回実施されるため，より業務を効

率化するために簡易なプログラムを作成した． 

(4)アプリケーションの開発 

筆者らが上記で述べたアプリケーション開発のための

準備を行い，再度研修の場を設け，各自治体の実際の業

務で活用できるようなアプリケーションの構築を実務者

が行った．実務者の参画を通して明らかになったことは，

エリアごとの被害区分の割合の可視化と，進捗状況の可

視化である．被災者生活再建支援法に基づく被災者生活

再建支援制度において，対象となる被災世帯は半壊以上

となる．まず支援の対象となる世帯を大まかに把握する

ことで，今後の支援制度の計画を速やかにたてる事に繋

がる．発行業務において，大まかにでも調査件数を母数

として罹災証明書の発行が進んでいるのかについて確認

することも非常に重要である．最終的に議論を通じて作

成されたアプリケーションについて図２，３にて示す． 

 

５．まとめ 
 

ICT の活用による業務の効率化は，情報システムを扱

う人材の育成や，業務に係わる体制および仕組みの構築

を併せて実施することで初めて実現される 6)．本プロセ

スは業務に係わる複数の部局が参画することで，各々が

情報システムや業務に係わる情報について理解するだけ

ではなく，業務全体の流れを理解することにも役立てら

れる．今後は本プロセスを複数自治体で実施し，アプリ

ケーションの修正含めた業務効率化に関する取り組みを

引き続き実施していく． 

表４ 表示される情報とその型 

備考

1-1-1 現場調査班が被害棟数を調査する 被災者生活再建支援法への活用
1-1-2 事務局が被害状況(建物・非建物）を確認する 応急危険度判定等の結果の活用も視野に入れる

1-1-3 事務局が被害世帯および被害状況を集約する 国土地理院が公開する航空写真や、ドローン等で撮影された空中写真も活用する

1-2-1 事務局が必要となる人員を確認する

1-2-2 事務局が必要となる人員を確保する

1-3-1 事務局が大まかなスケジュール案を作成する 必要に応じて、業務経験のある地方公共団体に対し、業務について相談を行う

1-3-2 事務局がキックオフミーティングを実施する
1-3-3 事務局が実施計画を作成する
1-3-4 事務局が実施計画を伝達する

1-4-1 事務局が作業スペースを確保する

1-4-2 事務局が必要となる資機材を確認する
1-4-3 事務局が必要となる資機材を確保する

1-3 調査コーディネーターが当面の計画を立てる

1-4 調査コーディネーターが組織の作業環境を整備する

建物被害認定調査業務(水害想定)　業務手順ＷＢＳ　※被災者生活再建支援システム利用

レベル1
(調査統括者(部長級)：意思決定機能)

レベル２
（調査コーディネーター（課長級）：企画立案機能）

レベル３
(各担当（係長,担当）：実行機能)

１ 建物被害認定調査業務を立ち上げる

1-1 調査コーディネーターが業務量を算定する

1-2 調査コーディネーターが業務全体の組織体制を確立する

表３ 議論を通じて作成した業務の標準化案 
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図３ 構築したアプリケーション（罹災証明書発行結果・北九州市） 
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A questionnaire survey was conducted among disaster-experienced local government officials and “the General 

Adviser for Disaster Management“ (GADM) to clarify the perceptions of their management tasks when receiving 
support staffs at the time of disaster. As a result of the survey, it was clarified that disaster-experienced local 
government officials have the tendency to think that each element of management tasks is an action mainly taken by 
themselves, not support staffs.   

 
Keywords : disaster management process,general adviser for disaster management(GADM),management tasks 
 

 
１．はじめに 
(1) 問題意識 
大規模な災害が発生すると専門家や学識経験者などで

構成される検証会で,その災害の教訓がまとめられ法改正

や制度改正が行われてきた.しかし,依然として被災地で

は場所を変え罹災証明書発行の遅れなどの同じ混乱が起

こっている.被災自治体の職員だけでは対応できない災害

となれば,各種業務のマネジメントに関するノウハウを持

った職員や,避難所運営などで不足する人員を補うために

応援職員が派遣され,共に災害対応に従事することとなる.

繰り返し発生する混乱の要因の一つは被災自治体が応援

職員を最大限に活用することができていないことが考え

られる. 

多くの地方公共団体では南海トラフ地震や首都直下地

震などによる大規模な被害を想定し,対策が進められてい

るが,災害に立ち向かう職員は減少が進んでいる.災害が

発生した場合に地方公共団体では多岐に渡る膨大な業務

を行う必要が生じるが,その業務を担う職員は平成 6 年の

328 万人をピークに減少し,令和 2 年には対平成 6 年比で

約 52 万人減少(▲16%)している 1).職員の減少により,多

くの人的資源が必要となる避難所の運営や被害認定調査

などの業務へ職員を割り当てることですら年々厳しさを

増し,小規模な基礎自治体ではローテションも組めない状

況が推測される. 

災害発生後に増加する膨大な業務を実施するためには

応援職員を円滑に受け入れる必要があることを国は法改

正で示している.東日本大震災の教訓を基に災害対策基本

法が平成24年に改正され,受援・応援が円滑に行われるよ

う配慮し地域防災計画を定めることが新たに条文に加え

られた（第 40条第 3項,第 42条第 4項）. 
平成 30 年以降の災害では総務省が構築した応急対策職

員派遣制度(1）により一般行政職を対象とした応援職員の

派遣調整が行われている.平成 30年 7月豪雨から令和元年

東日本台風までの 5 つの災害では,63 の被災自治体に対し

て延べ約 31,700 人の応援職員が派遣され避難所運営など

の業務に従事している. 
河本ら 2）が東日本大震災の事例を基に受援側と応援側

の教訓と課題を指摘しているが,ここでの指摘に加えて,応
援職員が被災自治体で能力を発揮するためには双方間で

信頼関係を構築することが欠かせない.大規模災害からの

被災住民の生活再建を支援するための応援職員の派遣の

在り方に関する研究会 3）は,災害マネジメントを支援する

際に,「被災市区町村から信頼に値すると認められること

が不可欠の条件となり,仮に信頼が得られない場合には活
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動自体が困難」と指摘している.しかし,自治体には「縦割

り行政」と比喩される組織内の他部門や組織の外部から

介入されることに抵抗感を持つ行政文化が存在する.例え

ば,菊池 4）は「法と制度を起点として形成された部門文化

の相違が,セクショナリズムの源泉となる」と仮説を立て,
県庁内の 3 つの調整事例から仮説を裏付けることが示唆

される結論を得ている.平時から組織内の部門間でコンフ

リクトが生まれている自治体の職員が,外部からの応援を

受け入れることに対してはどのように感じるのであろう

か.具体内容が不明確で円滑な業務の実現に大きく影響を

与えるマネジメント業務を,信頼関係が構築できていない

応援職員に抵抗感を持たず依頼することは容易ではない

ことが推測される. 
(2) 先行研究 
被災自治体が応援を受け入れる際の意識に関する先行

研究を確認する.河本ら 2）は東日本大震災を事例として

説明や引き継ぎの負担が一因で受援側自治体の各課は,応

援職員受け入れに当初消極的であったことから,受援側組

織は応援職員を受け入れる土台を構築することが課題と

指摘している.また,本莊ら 5）は野中ら 6）が紹介している

Argyris が研究した「介入理論」(2)を分析モデルに採用し,

熊本地震時に派遣された応援自治体と受援自治体への調

査から,応援自治体が意図的な関係改善活動を行なったこ

とが受援自治体からの高い評価に繋がったことを確認し

ている.これらの先行研究では被災自治体が応援を受ける

際に生まれる意識の課題とその改善策が示唆されるもの

であるが,業務を行うプロセスを分析したものではないた

め,具体的な行動を示す改善策の提案には至っていない. 

(3) 研究目的 
受援側が応援側にマネジメント業務を依頼することの

効果と,その基礎となる信頼関係構築に繋がる具体的な改

善策を検討するために,まずは受援側の意識を明らかにす

る.具体的には被災経験自治体のマネジメント業務を受援

側と応援側のどちらが担当すべきか,構成する要素別にそ

の担当に関する意識の特徴を明らかにする.さらに,その

意識に対し受援経験と受援計画の有無がどのように影響

するのかを明らかにする. 

本研究の特徴はマネジメント業務を要素単位に分割し

て分析を行なった点である.これにより,マネジメント業

務の進捗状況や質の評価を要素単位で行うことができる.

さらに,評価の結果から要素単位での受援・応援に繋げる

ことができる. 

 

２．研究方法 
(1) 分析対象 
本研究では受援側と応援側の双方を対象として調査分

析を行う.受援側は平成 30 年 7 月豪雨から令和元年東日

本台風までの 5 つの災害で災害救助法が適用され,かつ住

家被害を受けた基礎自治体の職員とする（以下「被災経

験自治体職員」）.応援側は応急対策職員派遣制度で被災

自治体のマネジメント業務支援を目的に派遣される総括

支援チームの主な構成者（以下「支援員」）とする. 

なお,応急対策職員派遣制度は阪神・淡路大震災から熊

本地震までの大規模災害で得た教訓と学術的な議論例えば

7.8.9.10)を踏まえ総務省が構築した一般行政職の派遣調整

制度である.避難所運営などで不足する人的資源を補うた

めに対口支援チームを派遣する制度と,被災自治体のマネ

ジメント業務を総括的に支援する総括支援チームの派遣

制度から成る.平成 30 年 7月豪雨で初めて適用され,派遣

調整の課題を踏まえて制度は改善されてきた.総括支援チ

ームの主な構成者とは,総務省の名簿に登録されている地

方公共団体の職員である.総務省の名簿は管理職が登録す

る災害マネジメント総括支援員(GADM)と,それ以外の職

員が登録する災害マネジメント支援員の 2 つの種別から

成る.災害対応に知見を有する者が地方公共団体の推薦を

受け,総務省が実施する研修を受講することで総務省の名

簿に登録されることとなる. 

(2) 分析モデル 
本研究では支援員が執るマネジメント業務のプロセス

を藤原ら 11）が分析した「災害対応プロセスを確認するた

めの要素一覧」を用いて被災経験自治体職員と支援員の

比較分析を行う（表 1）.「災害対応プロセスを確認する

ための要素一覧」は支援員が災害対応の現場で,どのよう

なプロセスで対応するのかを確認するためにマネジメン

ト業務の 1 つの業務サイクルを切り取り,具体的な行動を

要素に置き換えたモデルである.要素の設定は先行研究や

国が示すガイドラインで有効性が指摘されている行動を

抽出し要素に置き換え,令和元年東日本台風での 2 つの対

表 1 災害対応プロセスを確認するための要素一覧 

 

※大要素と小要素は、各業務の項目に共通 

（藤原ら 11）の表１を引用し著者作成） 

 

大要素 小要素

情報収集（外部要因）

情報収集（内部要因）

推測

推計

地図化

グラフ化

情報収集（ノウハウ）

情報収集（過去資料）

災害対応計画作成 災害対応計画作成

内部調整 内部調整

情報発信（外部）

情報発信（内部）

資源確保（人）

資源確保（物）

資源確保（スペース）

対策実行 対策実行

情報収集

予測

情報発信

予測結果分析

資源確保・調達

業務情報収集

表 2 質問紙調査の概要 

対象 被災経験自治体職員 支援員 
対象数 480市区町村 342名 

対象者補足 

平成30年7月豪雨か

ら令和元年東日本台

風までの災害で災害

救助法が適用され ,
かつ住家被害を受け

た基礎自治体の防災

担当職員 

2019年12月11日時点
で総務省の「災害マ

ネジメント総括支援

員登録名簿」「災害

マネジメント支援員

登録名簿」に登録さ

れている地方公共団

体の職員 

期間 2020年 
3月4日〜3月19日 

2020年 
1月24日〜2月14日 

方法 

都道府県を通じて電

子メールにより対象

自治体へ配布 ,回収
(一部の市区町村は

直接郵送,直接回収) 

派遣窓口となる所属

を通じて電子メール

により対象者へ配

布,回収 

回収状況 275 
（回収率57.29%） 

157 
（回収率45.91%） 
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応事例で 1 つの業務サイクルの行動を満たしているかを

確認し構築されている.さらに,被災自治体への派遣経験が

ある地方公共団体の職員への適応確認を経てまとめられ

たものである. 

(3) 質問紙調査の概要 

質問紙調査の概要を表 2(3)に示す.主な調査項目は回答

者属性に加え,被災経験自治体職員には受援経験の有無,

受援計画の有無を確認し,双方に「災害対応プロセスを確

認するための要素一覧」の各小要素に対して「被災自治

体職員が中心となって実施する行動」と「外部支援者が

中心となって実施する行動」のどちらと考えるかを 5 件
法で質問した.中間尺度に「どちらとも言えない」を設け

ている. 

 

３．マネジメント業務を構成する要素の担当に関

する意識 
(1) 一般的な職員と熟達者の差異 
被災経験自治体職員と支援員の間には「災害対応プロ

セスを確認するための要素一覧」の小要素の担当に関す

る意識に有意な差があることを確認することができた.分

析の方法は,5 件法で質問した項目を数値に置き換え標本

平均の位置がどちら側に配置されるかを確認し,その意識

の程度に差があるのかを確認するため t 検定を行なった.

中間尺度として設定した「どちらとも言えない」を「0」
とした.「被災自治体職員が中心に実施する行動だと思う」

を「-2」に,「どちらかといえば被災経験自治体が中心に

実施する行動だと思う」を「-1」に,「どちらかといえば

外部支援者が実施する行動だと思う」を「1」に,「外部

支援者が実施する行動だと思う」を「2」とした.小要素

は災害対応プロセスを構成する「対策実行」とを除いた

15 の小要素を対象とした.双方から回答を得た 432（被災

経験自治体職員:275 支援員:157）の回答のうち無効回答

を除外した 415（被災経験自治体職員:268 支援員:147）
のデータで分析を行なった.結果を図 1 に示す. 

被災経験自治体職員から得た回答の標本均値の位置は

「グラフ化」以外の小要素は 0以下となった.つまり,他の

小要素は被災自治体職員が中心となって実施すべき行動

であると考えている傾向がある. 
被災経験自治体職員と支援員のマネジメント業務の意

識は 11 の小要素でその程度に有意差を確認することがで

きた.有意差を確認することができた小要素の中で「推測」

が両者の平均値に最も大きな乖離があった.有意差が確認

できた 11 の小要素は全て支援員から得た回答の平均値の

方が高かったことから,被災経験自治体と比較して支援員

は外部支援者に業務を依頼できる要素が多いと考えてい

る傾向がある.支援員は災害対応に知見を有する者が登録

されていることから,この意識の差異は一般的な職員と熟

達者によるものと推測される.  
(2) 受援経験による意識の変化 
被災経験自治体職員から得た回答を「受援経験あり」

と「受援経験なし」の 2群（受援経験あり:97受援経験な

し:171）に分けて同じ手法で分析を行なったところ,「グ

ラフ化」以外の小要素の標本平均の位置は両群とも被災

自治体職員側に配置された.結果を図 2 に示す.t 検定の結

果「情報収集（外部要因）」にのみ有意な差を確認でき

た.この小要素は「受援経験あり」群の方が,「受援経験

なし」群と比較した場合に被災自治体職員が中心に実施

する行動であると考える程度が強いことがわかった.応援

を要請するためなど,発災直後の被害の全体像調査を被災

自治体職員で行なった経験から被災自治体職員が実施す

べきと考える意識が強くなったと推測される.また,有意

な差が確認できず,被災自治体職員が担うと双方が考えて

いる「グラフ化」以外の小要素は,同じ程度に被災自治体

職員が担うべきであると考えていることが確認できた.つ

まり,受援経験はマネジメント業務を外部支援者に依頼す

る意識の向上に繋がってない. 

(3) 受援計画の有無による意識の変化 
被災経験自治体職員から得た回答を「受援計画あり」

と「受援計画なし」の 2群（受援計画あり:32受援計画な

し:236）に分けて同じ手法で分析を行なったところ,「グ
ラフ化」以外の小要素の標本平均の位置は両群とも被災

自治体職員側に配置された.結果を図 3 に示す.t 検定の結

 

図１ 標本平均の位置と t検定の結果 

（被災経験自治体職員と支援員の比較） 

 

図２ 標本平均の位置と t検定の結果 

（「受援経験あり」と「受援経験なし」の比較） 
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果は「内部調整」と「情報発信（内部）」の 2 つの小要

素で有意な差を確認できた.有意な差が確認できた 2 つの

小要素は「受援計画あり」群の方が,「受援計画なし」群

と比較した場合に被災自治体職員が中心となって実施す

る行動であると考える程度が強いことがわかった.受援計

画を策定する過程で内部調整の担当や,受援に関する情報

の流れが整理された結果によるものと推測される.また,

有意な差が確認できず,被災自治体職員が担うと双方が考

えている「グラフ化」以外の小要素は,同じ程度被災自治

体職員が担うべきであると考えていることが確認できた.

つまり,受援計画の策定はマネジメント業務を外部支援者

に依頼する意識の向上に繋がってない. 

 

４．まとめ 
本研究では被災経験自治体職員のマネジメント業務の

担当に関する意識を,被災経験自治体職員と災害対応の熟

達者である支援員との意識の差異から明らかにした.また,

被災経験自治体職員の受援経験と受援計画の有無による

意識の変化を確認した.円滑に災害対応を進めるためには

マネジメント業務の受援が重要となる.国が示す市町村の

ための人的応援の受入れに関する受援計画作成の手引き
12）では,躊躇のない応援要請と,災害マネジメントの受援

の必要性が示されている.しかし,被災自治体職員にとっ

て具体内容が不明確で円滑な業務の実現に大きく影響を

与えるマネジメント業務の支援を躊躇なく要請するため

には,介入に対して抵抗感を持つ職員からもコンセンサス

を得る必要がある.本研究では被災経験があっても自治体

職員はマネジメント業務を被災自治体職員が中心となっ

て実施する行動と考えている傾向を確認することができ

た.また,受援経験と受援計画の策定は,被災自治体職員に

とって,マネジメント業務を外部支援者が中心となって実

施する行動と考えることに寄与しないこともわかった.お

互いの信頼関係を構築するために応援側が意図的な関係

改善活動を行う姿勢は重要であるが、受援側も何らかの

形で支援側に歩み寄る姿勢も必要であろう. 

今後の課題として,被災経験自治体職員のマネジメント

業務における行動を分析し,応援職員との効果的な役割分

担を検討したい.また,応援側が受援側の信頼を得るため

に,能率的に効果を出すための方策を検討したい. 

 
補 注 
(1)令和 3 年 2 月から被災市区町村応援職員派遣システムの制度

名が応急対策職員派遣制度に変更されている. 

(2)介入とは,援助を目的として現在進行中のシステム（人,物,

集団）に入っていくことと定義し,介入理論は介入者の組織

への助言を受け入れる際に組織の内部成員から抵抗が予測さ

れることから介入者による意図的な関係改善活動が必要であ

ると示唆している. 

(3)支援員のデータは,支援員同士や支援員と関係機関との緊密

な連携を推進する観点から支援員が登録されている都道府県

及び市区町村,全国知事会,全国市長会,全国町村会,指定都市

市長会,消防庁,内閣府に対し総務省自治行政局公務員部応援

派遣室により「災害マネジメント支援員登録名簿」及び「災

害マネジメント総括支援員登録名簿」が情報提供され共有さ

れおり,著者らの一人が「災害マネジメント支援員登録名簿」

に登録されていることから名簿を保有している. 
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図３ 標本平均の位置と t検定の結果 

（「受援計画あり」と「受援計画なし」の比較） 
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   Okazaki City in Aichi Prefecture is at risk from the flooding of the Yahagi River, which runs through the city area, 

and is considering developing an evacuation plan. On the other hand, in the event of a Nankai Trough earthquake, there 

are no tsunami inundation areas that would be subject to pre-evacuation. In Part 2, we will assess the intentions of 

residents in these core cities regarding pre-evacuation when temporary information is issued. And we will consider 

measures to guide appropriate pre-evacuation actions to maintain social activities. 
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 にࡵじࡣ．１
 本稿その 11)ではឡ知県ᒸᓮ市において，同市の主たる

水害リスクである▮作川のỏ℃リスクに関する住民意識

調査結果について考ᐹを行った．本稿その 2 では，同じ

住民意識調査の中で行った༡ᾏトラࣇ⮫時情報（以ୗ，

⮫時情報）に関する調査結果について考ᐹする． 

 ⮫時情報に関する住民意識の基礎的な調査は安本 2)等

によってなされており，避難意識を有する人のモデル化

と情報提供のあり方の検討が必要となっている．ᒸᓮ市

は▮作川のỏ℃リスクが高い一方，内㝣部であるため༡

ᾏトラࣇ地㟈によるὠἼ浸水は想定されておらず，⮫時

情報による「事前避難対象地域」は設定されない．本稿

ではこのような状況において，現状の住民意識や⮫時情

報発表時の合理的な行動のあり方を考ᐹする．加えて，

▮作川ỏ℃に対する避難意向やリスク認知と，⮫時情報

に対する避難意向の関係を検証する． 

 

２．⮫時情報の認知≧ἣについて 
 調査は令和 3 年 2 月 1 日から 2 月 19 日にかけて，㒑㏦

と Web により実施した．୧者で調査項目は同一である．

対象はᒸᓮ市の▮作川ἢ⥺住民であり，合計2,009௳の回

答を得た．調査の詳細は本稿その 1 を参照されたい．調

査は௵意回答であるため，ᒸᓮ市民の平均よりも防災へ

の関心が高いサンプリングになっている可能性がある． 

 ༡ᾏトラࣇ地㟈の⮫時情報について「内容を理解して

いる」と答えたのは全体の 30.0%，「聞いた事がない」

と答えたのは 19.2%であった．年௦ูでは 50 ௦の理解⋡

が 35.4%とやや高く，20 ௦ 30௦の理解⋡が 25%前後でや

やపい（表 1）．要ᨭ者の有無では，要介ㆤ者を有す

るୡᖏの理解⋡は 41.7%と高く，小中学生や㞀☀者を有

するୡᖏも約 35%でやや高い（表 2）．対に，未ᑵ学

ඣを有するୡᖏの理解⋡は 25.2%でややపく，ୡᖏの年

௦がⱝいためと考えられる．家庭の防災対策の有無との

関係では，何らかの対策を行っているୡᖏの理解⋡が高

い傾向にある（表 3）．▮作川ỏ℃時の避難意向につい

て「わからない」と答えた住民は理解⋡がపい傾向にあ

る（表 4）． 

以上から，⮫時情報は防災に関心のある人には相対的

に理解が進ࢇでいるが，関心のない人の理解が㐜れてい

るといえる．  

 

表 1 ᖺ௦ูの⮫時情報理解⋡ 

 

 

表 2 要ᨭ⪅の᭷↓と⮫時情報理解⋡（MA） 
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表 3 ᐙᗞの防災ᑐ⟇と⮫時情報理解⋡（MA） 

 

 

表 4 ▮సᕝの㑊㞴意ྥと⮫時情報理解⋡ 

 

 

３．⮫時情報の前㑊㞴意ྥについて 
 事前避難すべき人は㏞わず避難し，そうでない人は通

常の社会活動を⥔持する，というのが⮫時情報の≺いで

あるとすると，避難意向に必要性に応じた合理性がある

かྰかが重要である． 

⮫時情報発表時に「避難しようと思う」と答えたのは

全体で 37.8%，「わからない」と答えたのは 29.2%であっ

た．認知との関係では，「⮫時情報の内容を理解してい

る」と答えた住民は事前避難について「わからない」と

答えた割合が 21.5%とపい．他方，「聞いたことが無い」

という住民は「分からない」と答えた割合が 37.5%と高

い（表 5）．他方，年㱋ูの避難意向では，20 ௦ 30 ௦の

避難意向が高く，50 ௦の避難意向がపい（表 6）．理解

度とは逆の傾向であることから，必ずしも⮫時情報の理

解が避難意向に⧅がるわけではないと考えられる．要ᨭ

者の有無では，㞀☀者，要介ㆤ者を有するୡᖏで避難

意向がそれぞれ 32.6%とややపく，避難行動そのࠊ31.1%

ものに対する不安がఛえる（表 7）．防災対策の有無と

の関係では，㣗料の備蓄を 7 日以上行っているୡᖏの避

難意向がపくなった（表 8）．༡ᾏトラࣇ地㟈による自

宅のಽ壊に関する不安感との関係では，「不安」と感じ

る住民の避難意向が高く，「不安でない」と感じる住民

の避難意向はపい（表 9）．これらから，自宅の安全性

に対する不安感の有無が避難意向に影響している． 

 今後⮫時情報の理解が進むにつれ，住民の避難意向

（する・しない）が明確になっていくこと，その意向は

避難のᅔ難さや被害への不安感に起因していることがわ

かる．「個々人の必要性に応じ」かつ「社会活動を⥅続

したうえでの」合理的な事前避難を実現するには，自宅

の対策の推進や要ᨭ者の避難しやすい環境づくりなど，

ᚑ前からの防災対策が求められる． 

 

表 5 ⮫時情報の理解と⮫時情報の前㑊㞴意ྥ 

 
 

表 6 ᖺ௦ูの前㑊㞴意ྥ 

 

表 7 要ᨭ⪅の᭷↓と前㑊㞴意ྥ（MA） 

 
 

表 8 ᐙᗞの防災ᑐ⟇と前㑊㞴意ྥ（MA） 

 
 

表 9 ⮬Ꮿのಽቯに関するᏳឤと前㑊㞴意ྥ 

 
 

４．前㑊㞴のල体的な࣓ージについて 
 事前避難意向があると回答した人に，その具体的なイ

メージを聞いたところ，91.0%は市内で避難を行うと回

答した．そのうち，市が定める指定⥭ᛴ避難場所へ避難

すると回答したのは 47.2%，自主避難所へ避難すると回

答したのは 31.4%であった（表 10）．避難先への移動手

段は，市内の場合 33.3%が㌴，66.6%がᚐṌまたは自㌿㌴，

市外の場合は 81.0%が㌴であった（表 11）．バスや㟁㌴

はṤど想定されておらず，⮫時情報発表ୗでは公共交通

機関が利用できないというイメージが持たれている可能

性がある．チ容する避難期間と避難先の関係では，3 日

程度までと考えている割合を合計すると 52.5%であり，

わからないと回答した割合も 22.3%存在する（表 12）．

避難期間 7 日程度以上では指定⥭ᛴ避難場所・自主避難

所や㌴中Ἡの割合が少なくなり，ぶᡉ・知人宅の割合が

多くなった．ୡᖏ全ဨで避難すると回答した割合は全体

で 76.9%であるが，想定する避難期間が長くなるにつれ

て全ဨで避難するୡᖏの割合が増える傾向にある（表

13）． 

 現状，自主避難と事前避難対象地域における避難指示

のいずれも 1 㐌間が期間の目安となっているが，現状で

多くの市民が抱いている避難イメージとは㞳している

可能性がある．また多くのୡᖏがୡᖏ全ဨでの避難を考

えていることもあり，避難するୡᖏが増えると通常の社

会活動の⥅続がᅔ難になりうると想ീされる． 

 

表 10 ⮫時情報の前㑊㞴ඛ 
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表 11 前㑊㞴ඛの⛣動ᡭẁ 

 
 

表 12 チ容㑊㞴ᮇ間と前㑊㞴ඛ 

 
 

表 13 チ容㑊㞴ᮇ間とୡᖏဨでの㑊㞴ྜ 

 
 

５．前㑊㞴しない理⏤について 
 事前避難の合理性を検討するために，避難しない理由

について᭱も近いものを༢一回答として集計した（表

14）．ձ「必ず地㟈が発生するとは限らない（14.9%）」

は⮫時情報の特徴としては正しいが，そのことを避難し

ない理由にすることは合理的と言えないࠋղ「に係わ

る危険が無い（27.6%）」は合理的な理由だが正常性バ

イアスが含まれる可能性もあるࠋճ「通通学等の生活

に影響（9.1%）」，մ「避難先で新ᆺコロࢼ⨯ᝈの恐れ

（15.9%）」，յ「避難先が分からないࠊ避難手段が無

い（6.3%）」はいずれも合理的といえず，自宅の安全性

を向上させる，避難所環境のᨵၿ等の対策によって解決

が必要である．ն「自宅の方が安全ࠊ自宅が十分に安全

（14.3%）」はղと同じであり，շ「連れていけない家

᪘がいる（5.2%）」やո「避難所の環境や避難㊰の安全

性に不安（2.0%）」はճմյと同じである． 

 避難しない理由として合理的ではないものを解消する

ためには，3 章での考ᐹ同様に自宅の対策の推進や要ᨭ

者の避難しやすい環境づくりなど，ᚑ前からの防災対

策が求められる．また，自宅の安全性の正確なࢳェック

も求められる． 

 

表 14 ⮫時情報で前㑊㞴しない᭱たる理⏤（SA） 

 
 

㸴．▮సᕝỏ℃時のリスク認知と㑊㞴意ྥの関ಀ 
 本稿その 1 で考ᐹした▮作川ỏ℃危険時の避難意向と

⮫時情報での事前避難意向の関係を確認したところ，▮

作川で避難する住民の⮫時情報での避難意向は 55.5㸣と

明確に高く，同様に▮作川で避難しない住民の⮫時情報

での避難「しない」意向は 49.4%と高いなど，୧者には

相関がある（表 15）．しかしこの理由は自明ではない． 

 そこで，居住地（⏫目）の回答を用いて実際の▮作

川ỏ℃時の浸水リスク（以ୗ，▮作川リスク）との対応

を推定したところ（図 1），▮作川浸水想定区域内の住

民は，浸水想定区域外の住民に比べて「▮作川の」避難

意向が高い（32.8% > 16.1%）結果となった（表 16）．一

方，「⮫時情報の」避難意向には明確な差が無い（それ

ぞれ 37.3%, 38.1%）ことが分かった（表 17）．⮫時情報

では▮作川リスクについて想定されておらず，この結果

自体は合理的であるが，ではなࡐ▮作川の避難意向と⮫

時情報の避難意向に相関があるのだろうか． 

 

表 15 ▮సᕝの㑊㞴意ྥと⮫時情報の㑊㞴意ྥ 

 

 

 
図 1 ▮సᕝ⿕害定におࡅるᾐỈᇦとุ定した⏫目 

（㟷Ⰽの࣏リࢦン） 

 

表 16 ▮సᕝのᾐỈᇦと▮సᕝの㑊㞴意ྥ 

 

 

表 17 ▮సᕝのᾐỈᇦと⮫時情報の㑊㞴意ྥ 

 

 

 ௬説として，正しいリスク認知を有する人は必要に応

じて㌋㌉せず避難行動を行うのではないかと考え，▮作

川リスクの認知正ㄗによって回答者の分類を行った．こ

こでは，図 1 のように居住地が▮作川ỏ℃時の浸水域に

含まれると推定される住民のうち「自宅が浸水する可能

性がある」と回答した住民と，浸水域に含まれないと推

定される住民のうち「自宅は浸水しない」と回答した住

民の方を，「▮作川リスクの認知が正しい」と௬定し

た．すると，▮作川の避難意向を有する住民は，避難意

向の無い住民と比較して▮作川リスクの認知正解⋡が高

かった（表 18）．続いて「▮作川リスクの認知が正しい」
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住民とそうでない住民で⮫時情報の避難意向を比較した

ところ，リスク認知の正ㄗによって⮫時情報の避難意向

にやや差が見られた（表 19）．このことから௬説はある

程度正しい可能性があり，▮作川リスクの認知正ㄗ，す

なわち既存リスクに対するリテラシーの有無が，⮫時情

報の避難意向に影響していると考えられる．しかし表 15

で見られたど明確な差異ではないため，これ以外の要

因が同時に存在している可能性がある． 

ビデンスの無い推 になるが，▮作川ỏ℃時の避難࢚ 

と⮫時情報での避難の間に，「⚾は避難する人である」

という行動の一㈏性を保つためのバイアスがかかってい

るのではないだろうか．そうであるとすると，▮作川で

の避難意向が，合理性なく⮫時情報の避難意向につなが

っていることになる． 

 

表 18 ▮సᕝのリスク認知ṇㄗと▮సᕝの㑊㞴意ྥ 

 

 

表 19 ▮సᕝのリスク認知ṇㄗと⮫時情報の㑊㞴意ྥ 

 

 

㸵．ࡲとࡵ 
 本稿で得られた結果をまとめる．まず，⮫時情報の認

知に関してはⱝ年ᒙでややపい傾向にあり，要ᨭ者を

有するୡᖏや，何らかの防災対策を行っているୡᖏで高

い傾向にある．このことから，既存の災害情報と同様に，

防災に関心のある住民を中心に認知されているといえる．

ただし，本稿その 1 で示した▮作川の被害想定と比べれ

ば認知度がపく，⮫時情報について住民の関心がపいこ

とがうかがえる． 

 ⮫時情報の事前避難意向については，⮫時情報の認知

とは必ずしも連動しておらず，ⱝ年ᒙの避難意向が高い

ことや，要ᨭ者を有するୡᖏの避難意向がపいことな

どから，本当に事前避難を必要とする住民が避難意向を

持てるような啓発や環境整備が求められる．同時に，自

宅の防災対策が十分であるとか，自宅の安全性が高いと

考える住民は避難意向がపく，こうした基本的な地㟈対

策を╔実に進めることの重要性もうかがわれる． 

 事前避難の具体イメージでは，行ᨻが推奨するぶせ

き・知人宅やホテルへの避難意向は少なく，通常の災害

同様に指定⥭ᛴ避難場所や自主避難所への避難意向が主

となっていた．また，公共交通機関が使えないというイ

メージや，༙数が 3 日程度の避難をチ容限度とするなど，

「社会活動を⥔持しつつ 1 㐌間の事前避難」という⮫時

情報の意図と㞳している可能性が明らかになった． 

 事前避難しない理由では，「危険が無い」「自宅が安

全」といった合理的が理由は合わせて 4 割程度であり，

それ以外の理由が༙数以上を༨める．このことから，合

理的な事前避難を促すためには⮫時情報自体の啓発に加

え，避難所の環境ᨵၿや，事前避難に対する社会的な合

意など，避難をጉげる要因を解消し，避難できる状況を

作り出すような施策が求められる． 

 ᭱後に，▮作川リスクと避難意向との関係に関する検

討において，▮作川のỏ℃危険時と⮫時情報発表時の 2

つの避難意向には相関がある事が明らかになった．その

理由の一つとして，▮作川の避難意向が高い住民は▮作

川リスクのリテラシーが高く，そのような住民は⮫時情

報の避難意向もやや高いことが示された．しかしそれだ

けでは説明がつかない可能性があり，2 つの避難意向の

間には「避難する」という行動の一㈏性を保つためのバ

イアスがあるのではないかと考えている． 

本稿のような㆟論の大前提として，༡ᾏトラࣇ地㟈の

⮫時情報はそもそもᴟめて不確実な情報であり，かつ発

表時に社会がどのような状況に⮳るかを予 しがたい．

そのため，住民一人ࡦとりが全に合理的な行動を行う

ことにはそもそも無理がある．また，✵りをチ容して，

すなわちの安全をඃ先して何度も長期間の事前避難を

行えば，社会経῭へのࢲメージがᔞむばかりか，⮫時情

報そのものへの深้さが失われていくと考えられる．こ

れは新ᆺコロࢼに関わる⥭ᛴ事態ᐉ言の発出でᡃ々が学

だところである．どのような対応を「科学的に合理的」ࢇ

であると位⨨づけ，社会全体で合意していくのかはᴟめ

て難しい課題であるが，それが出来なければ⮫時情報は

いたずらに社会的ΰをもたらす情報になりかねない． 

 

ㅰ㎡ 
 本研究の一部は，文部科学省科学ᢏ⾡試験研究ጤク事業「防

災対策に資する༡ᾏトラࣇ地㟈調査研究プロジェクト」のᨭ

により実施された． 
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中小企業のBCP策定促進に係る課題の考察 
～策定率の変化とその理由から～ 
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  With the threat of large-scale earthquakes and the enormous damage caused by frequent windstorms and floods, 
SMEs would be aware of the importance of BCPs. However, despite the preparation of the Operational Guidelines for 
Formulation of BCPs for Small and Medium Enterprises by the Small and Medium Enterprise Agency, and the 
support that includes the subsidies and grants for the formulation of BCPs by local governments, the rate of 
formulation of BCPs by SMEs has been sluggish. To understand the issues on promoting BCP formulation, this paper 
analyzes the causes of the low rate of BCP formulation from the publicly available surveys on BCPs. The subject of 
analysis is the time-series change in the rate of formulation and the reasons for not formulating BCP. 

Keywords: Business Continuity Plan, BCP, Small and Medium Enterprises, BCP Formulation 

１．はじめに 
 大規模地震の発生や台風，大雨等風水害による甚大な

被害が頻発する中で大企業のみならず中小企業において

も事業継続計画（以下，ＢＣＰ）の重要性は認識してい

るはずである。しかしＢＣＰの策定状況は大企業38％

（「策定している」と「現在，策定中」の合計）に対し，

中小企業は19％（同）と低い水準にあり，策定状況も

2017年18％，2018年19％，2019年19％と停滞している1)． 

政府は2006年から「中小企業ＢＣＰ策定運用指針」の

展開をするとともに，中小企業強靭化法の制定を行って

おり，地方自治体等もＢＣＰ策定にかかる支援や補助

金・助成金制度の拡充等を行うなど，ＢＣＰの策定をバ

ックアップする体制は拡充してきているにもかかわらず，

中小企業におけるＢＣＰ策定率は伸び悩んでいるのが実

情である． 

筆者は現在，中小企業向けの新しいＢＣＰの枠組みを

「生活防災」の概念を導入することで創出することを目

指した研究を行っているが，本報告は，研究の初期段階

の分析として，ＢＣＰの策定を促進させるための課題を

抽出すことを目的に，一般公開されているＢＣＰに関す

る調査結果のうち「ＢＣＰ策定率」および「ＢＣＰを策

定していない理由」を用いて上述の原因について分析・

考察を行いったものである． 

２．研究方法 
 株式会社帝国データバンクはＢＣＰに対する企業の見

解について調査するため「事業継続計画（ＢＣＰ）に対

する企業の意識調査」（以下，ＢＣＰ意識調査）を2016

年より毎年実施している．本研究は，このＢＣＰ意識調

査の調査項目のうち，主に「ＢＣＰの策定状況」および

「ＢＣＰを策定していない理由」に着目し，2017年度と

2020年度の調査結果を対比し，策定状況や策定していな

い理由の変動要因を分析することでＢＣＰの策定を促進

させるための課題を考察した． 

 研究は，策定率の全国平均を基に，ＢＣＰ策定率の伸

びの大小に着目し，その要因について地域や都道府県レ

ベルで考察した． 

 なお，次章以降で「ＢＣＰを策定しない理由」の調査

結果を示すが，本報告中で示した図は全てＢＣＰ意識調

査のデータをもとに筆者が作成したものである(1)．また，

ＢＣＰ意識調査の回答選択肢の全文は表１「選択肢」の

とおり長文であるため，図の読みやすさに配慮し，本論

文の図中では表１の「略称」にて記載する． 

３．ＢＣＰ策定状況と策定していない理由の要因

分析 
(1) 全国レベルの策定状況を策定していない理由の変化

ＢＣＰの策定状況の変化をＢＣＰ意識調査回答企業全

体で確認すると，2017 年 5 月調査と 2020 年 5 月調査と

の対比で，「策定している」あるいは「現在，策定中」

と回答した企業（以下，策定対応企業）は 4.7 ポイント

増加していることが分かる．（図１）． 

表１ 選択肢の略称一覧 
選択肢 略称 

① 自社のみ策定しても効果が期待できない 効果無 

② 策定する費用を確保できない 費用無 

③ 策定する人材を確保できない 人材無 

④ 策定する時間を確保できない 時間無 

⑤ 策定に必要なスキル・ノウハウが無し スキル無

⑥ 書類作りで終わてしまい、実践的に使える計画にす

ることが難しい

使えない 

⑦ ガイドライン等に自組織の業種に即した例示がない 例示無 

⑧ 策定に際して公的機関の相談窓口が分からない 公的不明 

⑨ 策定に際してコンサルティング企業等の相談窓口が

分からない

コンサル

不明

⑩ 必要性を感じない 不要 

⑪ その他 他 
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 一方「策定していない」企業（以下，未策定企業）は

6.9 ポイント減少しており，未策定企業の割合は 2020 年

5 月調査で全体の約４割を占めている．未策定企業の策

定しない理由を図２に示す．図２では，2020 年 5 月調査

と 2017 年 5 月調査の策定しない理由（企業がその選択肢

を選択した割合）を棒グラフに，また理由の変化を見や

すくするために，2020 年 5 月調査と 2017 年 5 月調査の

差を折れ線グラフで示している． 

 ＢＣＰの「⑩必要性を感じない」とする企業の割合は

3.8 ポイント減少しており、2017 年以降地震や災害をも

たらす気象が断続的に発生したことがＢＣＰの必要性の

認識に影響していることも考えられる． 

また，「⑤策定に必要なスキル・ノウハウがない」と

する企業も 3.2 ポイント減少となっているが，前述の通

り国による中小企業強靭化への取り組みや地方自治体等

によるＢＣＰ策定のバックアップなどが奏功しているも

のと考えられる． 

 一方「⑥書類作りでおわってしまい，実践的に使える

計画にすることが難しい」とする企業は 2.8 ポイント増

加した．これはＢＣＰが浸透してきたことの裏返しとも

とれ，ＢＣＰ策定を検討するに際しＢＣＰのひな型を目

にすることにより，「当社はそこまでの計画を策定しな

くても大丈夫」などと考える企業が増えたことや「策定

しても使いこなせない」判断する企業が増えたことも要

因の一つとして考えられよう． 

(2) 地域での策定状況と策定していない理由の変化

図３に地域(2)毎に策定対応企業の割合を示した.

図からわかる通り，全国平均が上昇（4.7 ポイント）

していることに加え，どの地方も 2020 年の策定率が

2017 年の策定率を上回っていることから，全体として策

定率の底上げが図られたと言える．さらに，2017 年調査

（青線）では，ＢＣＰの策定状況の全国平均値に対して

地域毎の策定割合に相当のばらつきがみられるが，2020

年調査（オレンジ色の線）ではばらつきの縮小がみられ，

策定率の地方間格差も小さくなっていることがわかる． 

前述の通り，ＢＣＰの策定率は，全ての地域で 2020 年

調査が 2017 年調査を上回っているが，その伸びは地域に

よって差がある．地域別のＢＣＰ策定率の伸びは，上位

から北海道，近畿，中国，九州，東北，北陸，南関東，

四国，東海，北関東の順であった． 

次に「ＢＣＰを策定していない理由」の変化を見る． 

図４はＢＣＰの策定率の伸びが上位であった、北海道，

近畿，中国について，ＢＣＰを策定していない理由を

2017 年調査と 2020 年調査で比較したものである．図中

の折れ線は，図２と同じく 2020 年 5 月調査と 2017 年 5

月調査における策定しない理由の変化（緑：地域、黄：

全国）を示している． 

地域の変化（緑折れ線）と全国の傾向（黄折れ線）が

示す値に顕著な違いがある場合には，その地域に特有な

要因があることが考えられる．その理由を地域毎に洗い

出すことで，その地域における「ＢＣＰ策定を促進する

理由や課題」を導き出すことができるのではないかと考

えた． 

 図４に示した地域の変化を全国の傾向と比較すると近

畿は同一の傾向を示しているほか，北海道，中国におい

ても傾きの度合いにやや差があるものの，全国的な傾向

と顕著な差がないことが分かる． 

 したがって前述した「ＢＣＰ策定を促進する理由」を

導き出すためには，都道府県レベルまで落とし込んで比

較を行うことが必要であることが明らかになった． 

図１ BCP の策定状況（全国）(1) 

図２ BCP を策定していない理由（全国）(1) 

図３ BCP の策定状況（地域）(1)

図４ BCP を策定していない理由（上位３地域）(1)
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(3) 都道府県別での比較 
 ＢＣＰ策定対応企業の割合の変動を都道府県単位で見

てみると，策定率の上昇が大きい上位３県は高知，山形，

滋賀，下位３県は香川，岩手，福井であった． 

本節ではＢＣＰ策定率の変化に着目し変化の上位・下

位各３県について，「３．(2)」と同様，ＢＣＰを策定し

ない理由の変化について分析を行う． 

a）ＢＣＰ策定率上昇上位３県（高知・山形・滋賀） 

 図５に策定率の上昇が上位である高知，山形，滋賀の

3 県について，ＢＣＰを策定しない理由を 2017 年調査と

2020 年調査で比較したものを示す． 

 山形県は全国平均と同一の傾向を示している一方，高

知県，滋賀県では乖離が大きい選択肢があることが明ら

かとなった．ここでは特に乖離幅が大きい選択肢につい

て要因を検討する． 

【高知県】 

 『④策定する時間を確保できない』と回答した企業は，

全国平均では 1.9 ポイント減少だったのに対し高知県は

19.4 ポイント増加という結果を示した． 

 高知県は策定対応企業の割合が 2017 年調査（32.0％），

2020 年調査（47.2％）いずれも全国１位 2)である．また

2010 年 6 月から官民一体となってＢＣＰ策定を推進させ

る「高知県事業継続計画（ＢＣＰ）策定推進プロジェク

ト協定」を締結し，現在もＢＣＰ策定講座を継続実施し

ている． 

 策定率が高い県でのこの結果は「時間がない＝通常業

務が忙しい」ということだけでなく，例えば「中小企業

ＢＣＰ策定運用指針」のコースレベルに置き換えれば，

策定当初から入門コースでなく上級コースに取り組もう

とすることによる「ＢＣＰ策定困難さの認識＝時間がな

い」といったＢＣＰを策定するに至らない別の要因があ

る可能性があり，さらなる要因分析を進めることが必要

である． 

【滋賀県】 

 『⑤策定に必要なスキル・ノウハウがない』と回答し

た企業の割合が全国平均では 3.2 ポイント減少だったの

に対し，滋賀県は 22.4 ポイント減少している．この結果

は，ＢＣＰ策定に必要な「スキル・ノウハウ」が何らか

の施策等によって企業に提供されており，「スキル・ノ

ウハウ」がＢＣＰの策定を阻害する要因ではなくなって

いることが推察される． 

 滋賀県は高知県同様策定対応企業の割合が高く，2020

年調査（33.3％）では全国２位 2)である．また滋賀県内

の企業がメインバンクと認識している金融機関のトップ

は「滋賀銀行」であるが 3)，同行はＢＣＰ策定のサポー

トや災害対策取組を環境対策に次ぐ同行のＣＳＲとして

明確に位置づけており 4)，2006 年 6 月には全国で初めて

「ＢＣＰサポートローン」を開始した．こうしたＢＣＰ

策定に対する基本的な土壌があることも「スキル・ノウ

ハウ」の広まりの一因と考えられる． 

b）ＢＣＰ策定率上昇下位３県（香川・岩手・福井） 

図６に策定率の伸びが下位である香川，岩手，福井の

３県について，ＢＣＰを策定しない理由を 2017 年調査と

2020 年調査で比較したものを示す． 

 香川県は全国の傾向とほぼ同一の傾向を示している一

方，岩手県，福井県では乖離が大きい選択肢があること

が明らかとなった．この２県について前項と同様乖離幅

が大きい選択肢について要因を検討する． 

【岩手県】 

『⑥書類作りでおわってしまい、実践的に使える計画

にすることが難しい』と回答した企業の割合が全国平均

では 2.8 ポイント増加であるのに対し岩手県は 16.0 ポイ

ント増加であった． 

 「３．(1)」において筆者は同選択肢を選ぶことは「Ｂ

ＣＰが浸透してきたことの裏返し」と述べたが，岩手県

の策定対応企業の割合は 2020 年調査で 16.5％と全国ワ

ースト４位であり矛盾した傾向を示している． 

 
図５ BCP を策定していない理由 
（BCP 策定率上昇上位３県）(1) 

 

 
図６ BCP を策定していない理由 
（BCP 策定率上昇下位３県）(1) 
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 回答に添えられた意見には，「策定により臨機応変な

対応が取りにくい印象があるうえ、零細企業にそこまで

必要かどうか疑問」2）といった興味深いものがあるが，

これは，東日本大震災で甚大な被害を被った東北地域で

あるからこその意見であり，多くの零細企業経営者にと

って，実体験に基づけばＢＣＰに頼らなくてもよいとい

う帰結に至っているものと考えられる． 

【福井県】 

福井県では『⑤策定に必要なスキル・ノウハウがな

い』と回答した企業の割合が，全国平均が 3.2 ポイント

減少しているのに対し 20.4 ポイント増加している．また

福井県の策定対応企業の割合は 2020 年調査で 16.1％と

全国ワースト３位であり，これらの結果は前述した滋賀

県の結果と正反対となっている． 

 福井県が 2019 年 11 月に発表した『県内企業の防災対

策への取組みに関する調査』の調査結果においてこの理

由を示唆する項目があった 5)．中小企業庁が提供してい

るモデルＢＣＰの存在を知っているか，との問いに対し、

「知らない」との回答が 84.0％を占め，「知っている」

との回答はわずかに 0.8％であった．このモデルＢＣＰ

（中小企業ＢＣＰ策定運用指針）は 2006 年に初めて公開

され現在に至っている．他県と単純に比較することはで

きないが，8 割強の企業が知らないと回答したことは重

要な事実である．さらに同調査では「防災関連の要望事

項」を自由記入させているが，「ＢＣＰとは何か分から

ない」という回答が散見された． 

 福井県自体では 2017 年以降被害の大きかった自然災害

は 2018 年の福井豪雪くらいであったが，福井県周辺地域

では 2018 年 7 月の西日本豪雨，2018 年 6 月の大阪府北

部地震により少なからずＢＣＰがクローズアップされ，

福井県内企業でも策定の機運が高まり，その時点で必要

性は認識したもののＢＣＰに対する知識がなく，またＢ

ＣＰ策定済企業が少なくそこからの知見も期待できなか

ったため，『スキル・ノウハウがない』という回答増加

の一因となったものと考えられる． 

４．まとめ 
 本論文では全国，３地域，６県について，ＢＣＰ策定

状況とＢＣＰを策定していない理由の要因を分析した．

ここまでの結果をもとにＢＣＰ策定促進を図るために検

討すべき課題を４点挙げる． 

①『書類作りでおわってしまい、実践的に使える計画に

することが難しい』との回答分析から，実効性があり，

利用する従業員も納得できる内容のＢＣＰを既存の枠

組みにとらわれず策定できる方策を検討する．

②『策定に必要なスキル・ノウハウがない』との回答分

析から，ＢＣＰの意義を改めて中小・小規模企業に幅

広く理解してもらう機会の方法を検討する．

③『必要性を感じない』との回答分析から，被災経験が

ＢＣＰ策定意識に影響を与える点を鑑み，災害の比較

的少ない地域でも被災体験を共有できる環境，災害イ

マジネーション力醸成方法を検討する．

④今回分析の対象としなかった他都府県についても同

様の分析を行い，ＢＣＰ策定促進の課題を洗い出す． 

冒頭部分で述べたように，筆者は現在，中小企業向け

のＢＣＰの新しい枠組みを「生活防災」の概念を導入す

ることで創出するための研究を進めている．「簡便にか

つ短期間で策定し実効性があるＢＣＰ」，そして「防

災・減災および災害発生時に事業継続のために必要とな

る対応・行動を日々の企業活動および従業員の日常生活

の中に組み込む」ことが研究テーマである． 

本報告での分析および明らかになった課題をもとに、

さらに研究を進めていきたい． 
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中小企業向け事業継続力簡易チェック表の作成 
Creation of a Simple Check List of Business Continuity Ability 
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Most of the researaches into the formulatioin ratio of BCP of the companies so far has been adopted the methods that 
use each company replys by a self-judgment whether it has formulated its BCP or not. However, it was difficult to 
grasp how the BCPs with considerable level of business continuity ability were prevailed by these researches. For 
example, a BCP that a person in a company just filled in a simple format of BCP without executing effective actions 
was included by the methods so far. Therefore the authors have made a simple check list of business continuity ability 
for small and medium-sized enterprises. This check list are composed of the selected questions that are effective to 
examin business continuity ability and has three phases of achievement levels for each answer. 
 
Keywords: business continuity ability, BCP(business continuity plan),small and medium-sized enterprises 
 

 
１．はじめに 
政府や民間企業が実施している BCP策定の実態調査に

おいては，策定状況の質問のほとんどが BCPとは何かを
説明したうえで「BCP を策定しているかどうか」を対象
企業の自己判断で回答を求める方法を採っている．この

方法では，策定済みか否かの判断基準が BCPの数行程度
の説明だけであり曖昧なため，策定済みと答えた企業の

BCP の有効性にばらつきが大きくなる．例えば，簡易な
様式に記入しただけで社内の検討や対策を実施していな

い企業が策定済みと回答することを排除しにくい．ただ

し，これら調査では BCPに含まれる要素や対象の危機事
象の範囲等を併せて質問しているので，企業ごとの回答

を丁寧にみれば BCPの有効性を推定できる可能性はある
が，事業継続力の水準を踏まえた BCP策定率の把握方法
とはいえない．そこで，著者らは，主に中小企業を対象

に，事業継続力の向上の効果が大きい BCPの重要要素を
選定し，その達成度について 3 段階の区分で回答を求め，
この結果を総合して各企業の事業継続力を把握できる簡

易なチェック表を作成した．これを用いれば，企業自ら

が事業継続力の向上のための点検手段になるとともに，

地域の企業の BCPの事業継続力の度合の把握や比較にも
役立つと考えている． 

 
２．事業継続力簡易チェック表作成の趣旨と方法 
(1) 政府，民間企業のＢＣＰ普及度調査の問題点 
政府の代表的な BCP の実態調査としては，内閣府の

「事業継続及び防災の取組に関する実態調査」（最新は

令和 2年 3月発表 1)）がある．その BCPの策定状況に関
する質問は「事業継続計画（BCP）の策定状況について
ご回答ください．」であり，回答の選択肢は「1.策定済
みである，2.策定中である，3.策定を予定している（検討
中を含む），4.予定はない，5.事業継続計画（BCP）とは

なにかを知らなかった，6.その他」である．また，質問
票の最初に BCPの定義として「不測の事態が発生しても，
重要な事業・業務を中断させない，又は中断しても可能

な限り短時間に復旧させるための方針，体制及び手順等

を示した『行動計画』のこと．※災害時等における重要

業務の継続のための行動計画ともいえる．」と記されて

おり，これが BCPを策定しているか否かの判断の基準と
なる．したがって，企業が BCPを策定しているかどうか
を回答する場合，自社の BCPの有効性，すなわち事業継
続力の度合を考慮することは求めらない． 
このような調査方法は，民間企業の BCP 実態調査 1で

も同様であると，公表された調査結果から推察される． 
(2) 事業継続力の向上の効果を問う難しさ 

BCP の策定状況の把握は，その推進が目的であるので，

策定されたBCPの有効性，すなわち事業継続力がどの程

度なのかを把握できることが望まれる．しかし，それが

十分に行えてこなかったのは，以下のような難しさがあ

ることも理由に含まれるであろう． 

① 企業の BCP がどのようなものであれば有効で合格

ラインを満たすかといった評価のポイントや基準が，

政府のガイドラインや認定基準，国際規格などにも

明示されていない． 

② ①の評価のポイントや基準を示すとすれば，BCP

文書における記述の有無ではなく，事業継続力向上

の有効性で測るべきであるが，これを正確に把握す

るには，企業の取引関係，市場占有率，生産プロセ

ス等の経営環境を十分踏まえなければならない． 

③ BCP の有効性の判断方法として，危機事象の種類

と被害程度を一つに決め，その場合の継続・早期復

旧への効果を推察する方法も考えられるが，現実に

は危機事象の種類・程度は多様なため，妥当でない

ことが過去の被災実例から判明している． 

しかし，以上のような難しさはあっても，著者らは，

地域安全学会梗概集 No.48, 2021. 5

-  97 -



 

  

大まかに事業継続力を高めるBCPの有効性を把握するた

めであれば，評価に使える要素・事項を選定できるとの

考えを持っている．その根拠は，BCP の助言・指導実務

の中から企業の事業継続力を高める際にネックとなりや

すい要素・事項が経験的に特定できるので，それがクリ

アできているどうかを質問することがこの目的のために

は有効とみられるという筆者らの知見である． 

そこで，このような方法で抽出した要素・事項を試案

としてまとめ，企業の方々に意見を聞き，補正を行うと

いうアプローチを採用した． 

(3) 簡易チェック表の作成方法 

このように作成した本チェック表は，主な対象を中小

企業とし，以下の工夫を行ったものである． 

① 事業継続力を高める効果がある要素・事項を質問と
して厳選した． 

② 中小企業を対象とするが，BCP の基礎的な要素・

事項に限定せず，少し高度な取組みと考えられてき

た事項も，事業継続力の向上に有効性が高い項目は

含めることとした． 

③ 問の回答に達成レベルの 3段階の選択肢（○，△，

×）を設け，それぞれに相当する状態の説明をつけ

ることで，回答のばらつきをできるだけ抑えた． 

④ 各問の重みにバランスをとることで，大問ごと，そ
して全体評価において，得点合計がある程度の意味

を持つように調整した． 

この作成に当っては，著者が研究代表者として 3年間

行った「中小企業の事業継続力を向上させる新要素の抽

出とその強化方策の研究」の成果を活用した．また，筆

頭著者が 2020年以降に担当した BCP策定・改善の講座
2において①の要素・事項の案を提示し，受講者の意見

や評価を受けて妥当性を確認した． 

 

３．事業継続力簡易チェック表の概要 

(1)事業継続力を判断する質問の概ねの構成 

 このチェック表は，次表で示すとおり 11の大問から構

成され，それらは以下のように区分できる． 

① 基本的な防災対策の実施状況を確認する問 1（ソ

フト面）及び問 2（ハード面） 

② 事業継続力を高めるために必要な視点や要素とし
て著者らが重視している項目（後述の(a)～(d)を

参照）について質問する問 3から問 6まで 

③ 適切な手順化のリスト化，マニュアル化の状況を
質問する問 7 

④ 複数の危機事象に対応するマルチハザード型とな
っているかを質問する問 8 

⑤ 事前対策の計画や実施について質問する問 9 

⑥ 訓練や定期的な点検や見直しの実施状況を質問す
る問 10 

⑦ 新型コロナウイルス対応で注目されている需要急
減を危機事象に想定しているかを質問する問 11 

また，事業継続力の向上のための有効性を判断する面

における特徴としては，問 3から問 6までにおいて， 

(a)  防災対策と BCPとの違いの重要なポイントであ

る「取引先の視点や供給責任の視点」を明示して

それを踏まえているかを確認していること 

(b)  被害による供給制約を乗り越えるための BCPの

方法論である，重要業務の実施に「不可欠なリソ

ース」の視点を重視し，これを理解し，活用して

いるかを確認していること 

(c)  現地復旧だけの BCPではなく，従来の中小企業

の BCPでは高度な取組みとされてきた場合が多

い「代替拠点」や「代替供給者」の考慮や導入に

ついても確認していること 

(d)  拠点以外の不可欠なリソースの確保も，事業継続

力のネックとなることが多い材料・部品の調達，

重要な情報・書類のバックアップ，電力，通信手

段，資金について確認していること 

などがある．これらは中小企業の BCPの策定・改善の

支援活動の中で多く見られる事業継続力の向上のネック

であり，改善すれば事業継続力が高まりやすいと考えら

れる．  

なお，既存のガイドラインや手引等で BCPに必要と

記述されている事項のうち，他の事項に先に取り組んだ

方が容易であり，支障もさほどないと考えられるもの

は，項目を絞る観点からチェック表の問に含めていな

い． 

(2) 内閣府「事業継続ガイドライン第三版」との関係 

この簡易チェック表の問は，問 11を除き，内閣府

「事業継続ガイドライン第三版」等の BCPに関するガ

イドラインや手引きに必要な要素や手法として含まれて

いるものである．また，同ガイドラインには 83項目の

チェックリストが付帯しており，これらは本文の策定方

法の説明に対応しているが，これについて著者らは， 

① 中小企業の事業継続力向上の効果を確認するために
用いるには，除外してよい事項も含まれる． 

② 実施水準を確認をするには，該当・非該当の 2段階

より，3段階の回答とした方が有効． 

③ 問が長いものも多いのでできるだけ簡略化すべき． 

と考えたところである．そこで，このチェック表は合計

45問とし，回答は○△×の 3段階とした． 

(3) 内閣府「『防災に対する企業の取組み』自己評価項
目表 第二版」との関係  

内閣府では，2007年に「『防災に対する企業の取組

み』自己評価項目表 第二版」4)を公表している．2005年

に第一版が公表され，その後，内閣府の「企業等の事業

継続・防災評価検討委員会」で第二版に改定された 

この自己評価項目表第二版には 51の質問項目がある

が，事業継続面というより防災対策面の自己評価を行う

項目も多い．一方で，質問の表現は簡潔であり，回答も

4段階であるので，本チェック表の作成の参考となる点

が多かった． 

本チェック表と比較すると，事業継続の取組みの一部

は自己評価項目表で求めているレベルよりも高いレベル

を要求することとした事項がかなりある．2007年当時か

ら現在までの BCPをめぐる状況やニーズの変化を反映

させたためである． 

(4)使用に当たっての留意事項 

本チェック表は，BCPの正確な事業継続力の向上の効

果を把握するものではなく，おおまかに推定することを

目的としたものである．とはいえ，各企業が本チェック

リストを使用して自己評価し，どうすれば事業継続力を

高めることができるかのヒントは得られ，また，BCPの

支援主体が地域企業の BCPの有効性の概要的な把握を

するにも有効と考えている．しかし，企業がどの程度の

事業継続力があるかを正確に評価するためには，個々の

企業の経営環境をより理解したうえで，より深く丁寧な

分析・評価が必要であることに留意願いたい． 
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表 中小企業事業継続力力簡易評価チェック表 

評価

２点 1点 ０点 得点/満点

１．避難、安否確認、体制整備等䛾ソフト面䛾防災対策を実施してい
ますか？

○
２点

△
1点

×
０点

本項目計
　　　／１０

１(1)　顧客、従業員等䛾避難・誘導䛾方法や、集合し点呼するなど逃げ遅れた人䛾把握
䛾方法が、社員に周知・徹底されていますか？

　　／２
避難後に集合し逃げ遅れた者䛾把握方法を周知・徹底している：○、避難、誘導䛾
方法を決めている䛾み：△、避難・誘導䛾方法が決まっていない：×

１(2)　役員・従業員に対する安否確認体制（電話連絡網以外䛾方法）が整備されていま
すか？

　　／２
全員個人䛾携帯端末から回答できる：○、一部䛿パソコンからしか回答できない：
△、全くない、また䛿固定・携帯電話䛾連絡網しかない×

１(3)　非常時䛾対応体制（対策本部、対応班編成など）や指揮命令系統䛿整備されてい
ますか？

　　／２
対策本部、対応班、指揮命令系統がすべて整備されている：○、これら一部が整備
されている：△、全く・ほとんど整備されていない：×

１(4)　平常時において、事業継続䛾備えや防災対策について、全社横断的な推進体制
（全社的な委員会組織など）ができていますか？

　　／２
全社横断的な推進体制ができている：○、全社的で䛿ないが推進体制がある：△、
推進体制が整備されていない：×

１(5)　従業員䛾公共交通機関䛾運行停止に伴う帰宅困難について、問題を回避する対
応がなされていますか？

　　／２
指示があるまで帰宅させない体制としている：○、帰宅困難を回避する必要性䛿認
識している：△、帰宅困難䛾回避について考えていない：×

２．施設・設備、物資面䛾被害軽減策を実施していますか？
○

２点
△
1点

×
０点

本項目計
　　　／１０

２(1)　建物䛾耐震性確認と耐震補強、設備・機器類䛾地震䛾転倒防止策を実施していま
すか？

　　／２
耐震補強、必要な転倒防止が完了している：○、耐震性確認䛿完了したが、補強や
転倒防止䛿完了していない：△、耐震性確認を完了していない：×

２(2)　建物や施設・設備䛾水害対策（台風・洪水・高潮等へ䛾対策）を実施しています
か？

　　／２
水害対策を実施済みまた䛿被害がないと確認済：○、水害対策䛿実施しているが十
分でない：△、水害対策を実施していない、また䛿調べていない：×

２(3)　建物や施設・設備䛾防火対策（不燃化、防火扉、火災報知器等）及び法定䛾消防
訓練を実施していますか？

　　／２
法定䛾防火対策・訓練を実施している：○、施設・設備面䛿実施しているが、消防訓
練を行っていない：△、法定䛾防火対策を完了していない：×

２(4)　有害物䛾流出防止、敷地外へ䛾倒壊䛾危険防止、立入禁止区域䛾設定準備な
ど、二次災害防止䛾備えを行っていますか？（注1）

　　／２
対応を定め、訓練もしている：○、対応䛿定めているが訓練䛿していない：△、対応
を行っていない：×

２(5)　災害発生時に従業員や来客用に必要となる水、食料、毛布等䛾防寒用品を備蓄し
ていますか？

　　／２
全従業員䛾3日分以上を備蓄：〇、1～2日分程度：△、全く、あるい䛿1日分未満しか
備蓄していない×　（注2）

３．取引先䛾視点や供給責任䛾視点を十分に持っていますか？
○

２点
△
1点

×
０点

本項目計
　　　／８

３(1)　製品・サービス䛾供給遅延䛾取引先へ䛾影響、供給責任を果たせない影響、信頼
失墜等䛾リスクなどを、ど䛾程度重要なも䛾として考えていますか？

　　／２
大変重要と考えており、いつまでに復旧すべきかを熟慮している：〇、ある程度重要
と考えている：△、ほとんど・全く考えていない：×

３(2)　被災直後䛾重要な連絡先（別事業所、不可欠なリソース（注3）䛾調達先、製品等
䛾供給先、連携先、必要報告先など）を対策本部で全体を把握していますか？

　　／２
対策本部で全体を把握している：○、担当部署に連絡先䛾把握を指示している：△、
対策本部として䛿何もしていない×

３(3)　(2)䛾連絡先に照会すべき事項、伝達すべき事項、夜間・休日でも連絡できる手段
が整理され、連絡担当者がいない場合、対策本部からも連絡できますか？

　　／２
対策本部からもすぐに代理で連絡できる：○、一部䛾連絡先へ䛿対策本部からも連
絡できる：△、担当者以外が連絡できる体制に䛿ない：×

３(4)　(2)䛾連絡先について、常に最新䛾情報に維持するため、定期的に点検を行ってい
ますか？

　　／２
年に１回以上点検を行っている：○、点検を行っているが年に1回より少ない：△、点
検を行っていない：×

４．不可欠なリソース䛾視点を重視したＢＣＰとなっていますか（拠点䛿
別項目）？

○
２点

△
1点

×
０点

本項目計
　　　／８

４(1)　重要な事業（中核事業）䛾選定（候補䛾選定でもよい）を、被害でリソースが不足し
た場合に優先投入して継続・早期復旧させる事業という視点で行っていますか？

　　／２
被害時䛾リソース不足を考慮して選定している：○、選定しているがリソース不足䛾
視点䛿弱い：△、選定をリソース不足と結びつけていない：×

４(2)　重要な事業（中核事業）䛾実施に必要な重要業務䛿何かを、業務䛾依存関係を見
極めて、もれなく明確に把握していますか。

　　／２
重要業務を間接的な業務も含めもれなく把握している：○、重要業務を概䛽把握して
いる：△、重要業務䛾把握䛾認識がない・あまりない：×

４(3)　それぞれ䛾重要業務について、そ䛾実施に不可欠なリソース䛾洗い出しを、全社
的に各部署を巻き込んで行っていますか？

　　／２
不可欠なリソースを各部署を巻き込み洗い出しを行っている：○、洗い出しを行って
いるが各部署䛾関与䛿少ない：△、洗い出しを十分あまり・全く行っていない：×

４(4)　重要業務䛾実現可能な目標復旧時間について、不可欠なリソース䛾被害、供給途
絶など䛾不足䛾予想を踏まえて、推定していますか？

　　／２
リソース不足を十分に考慮して復旧時間を推定している：○、リソース不足をある程
度考慮して推定している：△、目標復旧時間を推定していない：×

５．現地復旧䛾みならず、代替拠点、代替供給者をも考慮したＢＣＰと
なっていますか？

○
２点

△
1点

×
０点

本項目計
　　　／８

５(1)　甚大に被害にあって、現地復旧をしようにも、必要な復旧時間内に復旧できない可
能性を具体的に考えていますか？

　　／２
具体的に考え、そ䛾対策を真剣に検討している：○、ある程度䛿考えている：△、ほ
とんど・全く考えていない：×

５(2)　本社事業所が使用できなくなった場合に、別䛾拠点で本社事業所䛾機能を果たす
ことができる戦略・対策を持っていますか？

　　／２
本社事業所䛾代替拠点を同時被災しない場所に定めている：○、代替拠点䛾案や
イメージ䛿あるが決定していない：△、代替拠点を考えていない：×

５(3)　重要な事業（中核事業）を、代替拠点で継続する方法や、関係会社や協定締結先
から䛾代替供給で継続する方法を、ＢＣＰ䛾中に含んでいますか？

　　／２
重要な事業を代替拠点・代替供給で継続する方法を持っている：○、これら䛾方法を
検討している：△、これら䛾方法䛾検討も行っていない×

５(4)　自宅勤務やサテライトオフィス勤務を事業継続䛾戦略・対策として活用することを
考えていますか？

　　／２
これら䛾勤務方法をＢＣＰ䛾中に含めている：○、ＢＣＰ䛾中に含めることを検討して
いる：△、検討もしていない：×

６．（拠点以外䛾）不可欠なリソース䛾代替䛾確保を考えていますか？
○

２点
△
1点

×
０点

本項目計
　　　／１０

６(1)　外部から調達する材料、部品、サービスなど䛾代替調達先䛾確保や、供給者企業
䛾さらに供給元を確認するなど䛾サプライチェーン䛾対策を実施していますか？

　　／２
これら䛾必要性を認識し、対策を実施している：○、これら䛾対策を検討している：
△、これら䛾必要性をあまり認識していない：×

６(2)　重要な情報（書類を含む）を同時に被災しない場所にバックアップ（写し）を保管し、
事業継続に求められる時間内に使用開始できるようにしていますか？

　　／２
バックアップを行っており必要な時間内に使用開始できる：○、バックアップ䛿行って
いるが十分で䛿ない・すぐに䛿使えない：△、バックアップを行っていない：×

６(3)　停電に備えて、連絡・調査や意思決定に最低限必要な非常用䛾電力（注4）を確保
する方法を用意していますか？

　　／２
最低限必要な非常用電力を用意している：○、不十分だがある程度用意している：
△、全く用意していない：×

６(4)　危機事象発生時にもつながりやすい通信手段（注5）を事業所で確保、準備してい
ますか？

　　／２
こ䛾ような通信手段を十分に確保している：○、ある程度䛿確保している：△、確保し
ていない：×

６(5)　危機事象による被害を受けた場合䛾必要な資金確保䛾方法（保険、融資、内部留
保等）を準備していますか？

　　／２ 十分に確保している：○、ある程度確保している：△、確保していない×

７．被災時䛾方針、緊急対応や事業継続䛾手順やマニュアルが明確
になっていますか？

○
２点

△
1点

×
０点

本項目計
　　　／１０

７(1)　経営者が事業継続䛾取組を進めることを自社䛾方針として示し、それを社内に周
知していますか？

　　／２
方針を示し、それを十分周知している：○、方針を示しているが周知䛿されていない：
△、経営者䛾方針として示していない：×

７(2)　自社及び取引先䛾被害状況䛾把握について、調査䛾担当組織が明確になってお
り、被害状況を整理する様式も用意されていますか？

　　／２
担当組織が明確で、様式も用意されている：○、どちらか一方しかできていない：△、
どちらもできていない：×

７(3)　被災時䛾（風水害など䛿被災予想䛾段階から䛾）対応事項とそ䛾手順が時系列に
一覧できるよう明確になっていますか？

　　／２
被災時䛾対応事項と手順が時系列に一覧となっている：○、ある程度決められてい
るが時系列に一覧䛿できない：△、対応事項も手順が決まっていない：×

７(4)　発生䛾初動期䛾対応手順について、勤務時間中と夜間・休日䛾それぞれについて
別に用意されていますか？

　　／２
勤務時間中と夜間・休日で別に用意している：○、どちらか䛿用意され、片方䛿読み
替えることにしている：△、双方を別に用意する必要性を知らない：×

７(5)　安否確認䛾手順、重要機器䛾復旧方法、重要情報䛾バックアップ利用等䛾マニュ
アルが整備されていますか？

　　／２
必要なマニュアル䛿概䛽整備されている：○、必要なマニュアル䛿ある程度䛿整備
されている：△、マニュアル䛾整備䛿全く・ほとんどしていない：×

８．単一䛾危機事象へ䛾対応にとどまらないＢＣＰとなっていますか？
○

２点
△
1点

×
０点

本項目計
　　　／８

８(1)　地域でみることができる地方自治体や国が用意しているハザードマップを見て確認
していますか？

　　／２ すべて見ている：〇、１種類以上䛿見ている：△、全く見ていない：×

事業継続䛾判定を行うため䛾質問（回答䛿○、△、×䛾三択） 回答にあたって䛾基準、留意点
点数
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また，本チェック表は，平均的な中小企業を対象とし

たものなので，大企業に使用する場合，選定していない

要素を質問に加えることが必要になるであろう．追加す

べき質問の例としては，情報システムのバックアップ，

本社と各出先の拠点との BCPの整合性確保などがあげ

られるであろう．さらに，公的組織に対しては，評価の

重点や達成すべき内容が異なるため，項目を相当程度入

れ替えたチェック表を別に作成したほうがよいと考えて

いる． 

 

４．おわりに 

筆者らは，本チェック表はいまだ完成版ではなく，今

後，継続的な改善が必要と考えている．また，事業継続

力の向上に有効な要素・事項は，BCPの支援者ごとに考

えが同一ではないので，別の質問構成にすべきという意

見も出るであろう．特に，問 11で入れた危機事象によ

る需要急減への対応は，BCPの対策として何を記載する

べきかこれから議論が本格化するはずである． 

また，著者らは，対象企業の業種や性質により質問事

項や回答の選択肢の説明を変更した方がより有効になる

可能性があるとも考えている．  

さらに，別の活用方法として，拠点が多い企業が自社

向けにカスタマイズして，各拠点の BCPの取組状況を

横断的に評価・比較するのに有効そうであるとの意見を

勉強会の場で頂き，このような活用方法も検討の価値が

あると考えている． 

以上のことから，本チェック表を利用して頂いた企業

の方々からの意見をぜひ伺いたいと希望している． 
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補注 

1.  民間企業のBCPの普及度調査には，例えば，参考文献 2)，3)

などがある． 

2. 事業継続力を高める効果がある要素・事項を説明して意見を

聞いたBCPの策定・改善の数回の講座としては，2020年10月

6日AZ-COMネット・丸和支援ネットワーク講演会（東京都港

区），11月1日YMC郡山セミナー（福島県郡山市），11月15

日事業継続推進機構の中小企業タスクフォース会合（WEB開

催），12月16日，18日，2021年1月20日港区芝地区総合支所

主催事業者向け防災セミナー（WEB開催，計3回），2月24日

仙台市防災安全協会青葉地区防災研修会（WEB開催）などで

ある．また，本チェック表を説明して意見交換を行った機会

としては，2021年4月2日東北大学丸谷研究室主催，企業・組

織のBCP/防災勉強会(＠仙台)（WEB開催）である． 
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http://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/topics/pdf/r2_jittaic

housa.pdf（2021年4月18日閲覧） 

2) 帝国データバンク「事業継続計画（BCP）に対する企業の意
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/watching/pre ss/pdf/p200606.pdf（2021年4月18日閲覧） 

3) NTTデータ経営研究所「企業の事業継続に係る意識調査(第 6 

回)」(2020年8月) 

https://www.nttdata-strategy.com/assets/pdf/newsrele 

ase/200828/supplementing01.pdf（2021年4月18日閲覧） 

4) 内閣府 防災担当「『防災に対する企業の取組み』自己評価項

目表  第二版」 (2007年3月 ) http://www.bousai.go.jp/kaigi 

rep/chuobou/20/pdf/shiryo52.pdf（2021年4月18日閲覧） 

８(2)　BCPで、懸念される危機事象を複数䛾種類想定して、それら対応したBCPにするこ
とがめざしていますか？

　　／２
懸念される危機事象を３種類以上想定している：〇、２種類想定している△、１種類
しか想定していない×

８(3)　自社䛾ある種類䛾危機事象を主に想定したＢＣＰを、他䛾種類䛾危機事象にも活
用できるようにしていく考え方を持っていますか？

　　／２
そ䛾ような考え方を持っており、そうする努力をしている：〇、ある程度そ䛾ような考
え方をしている：△、全くそ䛾ような考え方をしていない：×

８(4)　被害䛾原因となる危機事象ごとに考える䛾で䛿なく、重要業務に不可欠なリソース
䛾被害や不足を、危機事象横断的に考えるアプローチを採用していますか？

　　／２
こ䛾ようなアプローチを積極的に採用している：〇、ある程度こ䛾ようなアプローチを
意識している：△、こ䛾ようなアプローチ䛿全く意識してない：×

９．事業継続力を高める事前対策を計画的に実施していますか？
○

２点
△
1点

×
０点

本項目計
　　　／６

９(1)　事業継続力を高めるために行うハード面、ソフト面䛾様々な事前対策（＝平常時に
行う対策）について、実施䛾計画を立てていますか？

　　／２
ハード面、ソフト面にわたる計画を立てている：〇、何らか䛾計画䛿持っている：△、
全く計画を持っていない：×

９(2)　(1)䛾計画で䛿、それぞれ䛾対策について、重要業務䛾復旧可能な時間を早める
効果や、より確実に復旧させる効果をよく考えて選定していますか？

　　／２
そ䛾ような効果を十分に考えて選定している：〇、ある程度考えて選定している△、
考えて選定䛿していない×

９(3)　(1)䛾事前対策について、年度䛾予算計画とも連動させて、実施していますか？ 　　／２
年度計画と連動させて着実に実施している：〇、できる範囲で実施している△、事前
対策を特に実施していない×

１０．ＢＣＰ䛾啓発・訓練、定期的な点検・見直しを行っていますか？
○

２点
△
1点

×
０点

本項目計
　　　／８

１０(1)　自社や関係先䛾人事異動・体制変更や事業内容䛾変更を踏まえて、定期的に
確認し、更新するなど䛾、BCP䛾点検・維持管理を行っていますか？

　　／２
1年に1度以上、点検・維持管理を行っている：○、定期的で䛿ないが点検・維持管理
を行っている：△、点検・維持管理を行っていない：×

１０(2)　避難訓練、安否確認訓練、緊急連絡訓練、情報䛾バックアップ活用訓練など䛾
実働訓練を定期的に行っていますか？

　　／２
実働訓練を年に2種類以上行っている：○、実働訓練をある程度行っている：△、実
働訓練を行っていない：×

１０(3)　社内で社長とキーパーソンが集まり、事業継続について定期的に話し合い、関係
者を啓発する機会を持っていますか？

　　／２
1年に1回以上、定期的に機会を持っている：○、定期的で䛿ないが機会を持ってい
る：△、機会をもっていない：×

１０(4)　危機事象発生時䛾BCP対策本部における情報䛾収集・整理、意思決定䛾訓練を
行い、それを改善に結びつけていますか？

　　／２
こ䛾ような訓練を1年に1回以上定期的に行っている：○、定期的にで䛿ないが行って
いる：△、こ䛾ような訓練を行ったこと䛿ない：×

１１．自社䛾重要事業䛾需要䛾急減に対応できる内容を含むＢＣＰと
なっていますか？

○
２点

△
1点

×
０点

本項目計
　　　／４

１１(1)　危機事象により需要が急減した場合䛾対応をＢＣＰ䛾対象としていますか？ 　　／２
需要䛾急減を明確にＢＣＰ䛾対象としている：○、明確で䛿ないがＢＣＰ䛾対象として
認識している：△、全く対象と認識していない：×

１１(2)　危機事象により需要が急減した場合䛾何らか䛾事業継続戦略・対策を用意して
いますか？

　　／２
事業継続戦略・対策を用意している：○、明確で䛿ないが社内で議論䛿行っている：
△、全く考えていない：×

　　　　　　　　　　得点が満点䛾半数以上䛾項目数　 　　／１１項目 　　全体合計 　 　／ ９０

注2：　地域性により日数など䛾変更が可能。例え䜀、支援物資が周辺から入りやすい地域で䛿2日分とする、確実な備蓄䛾輸送計画があれ䜀少なくてもよい、など。

注1：　有害物がない場合に䛿、それ以外䛾項目䛾みを評価する。敷地外へ䛾倒壊䛾危険防止と䛿、敷地境界に近い工事中物件や高い構築物などへ䛾配慮を想定すれ䜀よい。

注3：　「不可欠なリソース」と䛿、ヒト、モノ、カネ、情報、サービスなど䛾要素・資源䛾うち、重要業務䛾実施に不可欠なも䛾をいう。これらがそろわなけれ䜀、重要業務䛿実施できないことになる。

注4：　「最低限必要な非常用䛾電力」と䛿、一般䛾企業で䛿、情報機器や通信手段が作動する程度でよく、工場䛾大型機械が作動するまで䛾電力を求めるも䛾で䛿ない。

注5：　「つながりやすい通信手段」と䛿、危機事象発生時にかかりにくい携帯電話や固定電話䛿含まない。携帯電波やWiFiを使うメールやSNS䛿、中小企業ならある程度つながりやすいと考えてよい。
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A case study of making a BCP quick-action sheet for small business 

�� ��1

Taro ICHIIKO1 

1 ĤuƲŪÅÊ ƲÛĎŭťÊť 
     Department of Urban Science and Policy, Tokyo Metropolitan University 

   Among small business companies, it is more difficult to prepare for emergency response and business recovery after 
the big disaster than medium and large companies. Because of that, it will be usefull to make and propose a BCP quick-
action sheet for small-business. In this paper, consideration and editing process for a BCP quick-action sheet in 
Arakawa ward, Tokyo was reported. Finally, next actions for spreading and using were discussed. 

Key Words : BCP, disaster management for small business , compilation design 
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事業者の水害対策の効果に対する認識の現状と課題 
～水害の事前対策の促進に向けて～ 

Findings on recognition by businesses on the effectiveness of preventive measures 
against floods and identified issues: Towards promoting countermeasures against floods 
 

〇清水 智1
，西川 智2 

Satoshi SHIMIZU1 and Satoru NISHIKAWA2 
 
1 応用アール・エム・エス株式会社 リスクコンサルティング部 
     Risk Consulting Dept., OYO RMS Corporation 
2 名古屋大学減災連携研究センター 
     Disaster Mitigation Research Center, Nagoya University 
 
   In this paper, we report the status of preventive measures by businesses against floods and their damage experiences 
using the questionnaire survey results by the Cabinet Office for the companies located in the areas affected by 2019 
Typhoon Hagibis and the Heavy Rain Event of July 2018. Based on the survey results, we examined the relationship 
between their status of countermeasures against floods and their status of recognition on their effectiveness. As a 
result, it was confirmed that countermeasures are more effective in shortening the period of business interruption than 
the recognized effectiveness by businesses who have not taken countermeasures. 
 
Keywords : effectiveness of preventive measures, the Heavy Rain Event of July 2018, 2019 Typhoon Hagibis, 

questionnaire 
 

 
１．はじめに 
近年，日本では大規模な風水害が多発し甚大な被害を

もたらしている．気象庁では顕著な災害を起こした自然

現象について名称を定めているが，命名した 32個の気象
現象のうち 9個は過去 10年以内のものである 1)．こうし

た状況も踏まえ各所で様々な対策が講じられているが，

企業の対策は一部では進んでいるものの，中小企業の風

水害への対応状況は低位にとどまっている 2)． 
本稿では，平成 30年 7月豪雨及び令和元年東日本台風

災害の被災地域に事業所のある企業を対象に内閣府によ

り実施されたアンケート調査結果から，事業者の水害対

策の実施状況，被害状況等を報告する．さらに調査結果

に基づき，水害リスクの認識と事前対策の実施状況の関

係，水害対策の効果に対する認識などについて検討した． 
 
２．アンケート調査及び結果の概要 
(1) 調査概要 
 アンケート調査の概要を表 1 に示す．アンケートは平
成 30年 7月豪雨及び令和元年東日本台風により浸水した
地域に事業所を持つ従業員 6 人以上の企業を対象に実施
されたものである．なお，平成 30年 7月豪雨により浸水
した地域は，記録誌，復興計画，被害情報等から特定さ

れており，令和元年東日本台風では清水・山崎(2020)3)の

浸水域のデータが利用されている．アンケート調査の対

象地域は，これらの浸水域を包含する形で 2014年経済セ
ンサスの小地域単位で設定されたものである．このため，

全てのアンケート調査先が浸水した事業所をもつ企業で

はない点に留意する必要がある．また，対象地域に事業

所のある企業が調査対象であるため，本社が東京などの

他地域にある企業も含まれた結果である． 
アンケート調査の設問数は 20問で，業種・従業者数な

どの基本状況，浸水や被害の状況，事前の水害リスクの

認識，事前対策の実施状況やその効果，事後にやってお

けばよかったと思った対策やその効果などについて，

WEB上で回答する形となっている． 
 

表 1 アンケート調査の概要 

業種
建設業、製造業、卸売・小売業、不動産・物品賃貸業、宿泊・
飲食サービス業、その他サービス業

従業
員数

６人以上

回答依頼状を郵送し、WEB上で被調者が回答する形式

2020年12月21日～2021年1月22日

発送数：5961件、 回答数：1017件、 回答率：17.1%

地域

岡山県・広島県・愛媛県において平成30年7月豪雨で浸水し
た地域、及び、宮城県・福島県・茨城県・栃木県・埼玉県・長
野県において令和元年東日本台風で浸水した地域のうち、浸
水域を特定できた町丁目・大字に事業所をもつ企業

回答形式

調査期間

発送数・回答数

調査対象
企業

(右の3条件
を全て満た

す企業)

 
 
(2) 調査結果 
 以下ではアンケート調査結果の概要を示す． 

a) 基本属性 
基本属性としては，業種，従業員数等について尋ねて

いる (図 1，図 2)．業種は，製造業 (29.3%)，建設業
(25.2%)，その他サービス業 (24.5%)，卸売・小売業
(18.6%)の 4 つの業種が全体の 97.5%を占める．従業員数
は，6～20 人が 39.4%，21～50 人が 25.5%と比較的多い． 
b) 被害状況 
 平成 30年 7月豪雨や令和元年東日本台風による事業拠
点の浸水及び被害状況は図 3 の通りであった．事業拠点
の浸水割合は，工場，本社，支社・支店・営業所の順で

多く，浸水深も工場が最も高くなっていた．また，物的

損害額が 1 億円以上となった工場は 12.5%，事業中断期
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間が 1 か月以上となった工場は 14.8%を占めた．この結
果から，工場は浸水しやすい地点に立地しているケース

が多く，かつ，その被害も大きかったことが分かる． 

図 1 業種 

図 2 従業員数 

（事業拠点の浸水割合） 

（事業拠点の浸水深の割合：浸水した拠点のみ） 

（事業拠点の物的損害額） 

（事業拠点の事業中断期間） 

図 3 浸水・被害状況 

図 4 水害リスクの認識 

c)リスクの認識
被災前の水害リスクの認識に対する回答割合を図 4 に

示した．リスクを考えていなかった回答割合は 12.5%～
15.2%であり回答の 8 割以上で何らかの水害リスクの認
識を持っていた．拠点別では，工場についてリスクが高

いまたはやや高いと回答した割合が 39.2%と最も高い結
果となっていた． 
d)事前対策とやっておけばよかった対策
事前に実施していた対策(事業拠点別)と被災後にやっ

てよけばよかったと思った対策を図 5 に示した．事前に
実施していた対策では，重要データのバックアップや保

険・共済への加入の割合が 30%前後と高い．BCP 策定と
訓練実施は 11.1%～18.2%であった．また，本社や支社・
支店・営業所よりも工場のほうが実施割合の高い項目が

多い．一方，あてはまるものはない(対策を実施していな
い)との回答も 30%前後あった． 
被災後にやっておけばよかったと思った対策としては，

浸水対策や高所への配置換えといった物理的に浸水を防

ぐ対策の割合が 20%以上と最も高かった．それに次いで，
重要データのバックアップ，保険・共済への加入，BCP
策定と訓練実施が 10%を超えていた．一方，特になしと
の回答も 45.9%も存在した． 

（事前に実施していた対策） 

（被災後にやってよけばよかった対策） 

図 5 事前対策とやっておけばよかった対策 

３．水害対策の効果に対する認識 
 水害に対する事前対策の促進を考えると，水害リスク

の認識と対策の実施状況・被害との関係，対策効果の認

識の現状について把握しておく必要がある．本項では，

アンケート調査結果に基づき，これらの関係について分

析した．
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a) 水害リスクの認識と事前対策の関係 

 事前対策を図 6 に示すように物的損害額を軽減する対
策と事業中断期間を短縮する対策に分け，それらの実施

状況と水害リスクの認識について分析した．図 7 は水害
リスクの認識と事前対策の実施状況であるが，リスクが

高いと認識しているほど何らかの対策が実施されている

こと，リスクが低いと認識しているほど事業中断を短縮

する対策のみ実施している事業所が多いこと，リスクが

低いまたは考えていない事業所ほど事前対策を何もして

いない事業所が多いことが分かる． 
 
①浸水対策(土嚢、嵩上げ等)
②高所への配置換え
⑥火災保険、共済への加入
③重要データのバックアップ
④非常用電源設置、燃料備蓄
⑤備蓄品(水、食料)の調達
⑦安否確認システムの導入
⑧BCP策定と訓練実施
⑨代替手段の確保
⑩事業拠点の分散
⑪その他の対策

物的損害額を軽減する対策

事業中断期間を短縮する対策

 
図 6 各対策の分類 

 

 
（本社） 

 

 
（支社・支店・営業所） 

 

 
（工場） 

 
図 7 水害リスクの認識と事前対策の実施状況 

 
b) 対策の実施状況と被害の関係 

 事前対策の実施状況と被害の関係については，対策を

実施した事業所及びしていない事業所毎に，浸水深別に

物的損害額及び事業中断期間の回答状況を整理した．物

的損害額は図 6 の物的損害額を軽減する対策を，事業中
断期間は図 6 の全ての対策を事前対策として扱った．図
8 には浸水深と物的損害額・事業中断期間の関係を対策
有無別に示した．図中の物的損害額・事業中断期間は浸

水深毎の平均値である．なお，浸水深の各区分の回答数

が 10個以上のもののみを対象とした． 
 その結果，浸水深 1m 未満では，対策を 2 個以上実施
していた事業所の物的損害額は対策なしの事業所よりも

少なくなっていた．また，浸水深 1m 以上では事前対策
を実施した事業所の方が物的損害額が大きくなる結果と

なっていたが，この理由については更なる分析が必要と

考えられる．事業中断期間に関しては，浸水深 50cm 未
満では対策なしの事業所は対策ありの事業所と比べて事

業中断期間がかなり長くなっていることが明らかとなっ

た．以上の点から，浸水深が浅い場合は事前対策の効果

があると考えられ，特に事業中断期間の短縮効果が期待

されることが明らかとなった．物的損害額に関しても複

数の対策を実施していた場合，その効果が期待されると

考えられた． 
ただし，浸水深と被害の関係をより詳細にみるために

は業務毎の特徴や主な作業場の高さ(階数)等も関係する
ことが予想され，更なる分析が必要と考えられる． 

 

 
（物的損害額） 

 
（事業中断期間） 

図 8 浸水深と被害の関係(1) 

 
c) 対策効果の認識 

 アンケート調査では，被災前に実施された事前対策と

その効果，被災後にやっておけばよかったと思った対策

とその効果が対策毎に調査されている．図 9 には浸水対
策(土嚢，嵩上げ等)による物的損害額の軽減効果の回答
状況を示す．その結果，事前対策を実施した事業者と被

災後にやっておけばよかったと思った事業者の対策効果

の回答は異なる傾向がみられた．そこで，回答データを

表 2 に示した 4 グループに分けて，対策効果の回答傾向
を比較した。具体的には，各グループのデータから，物

的損害額の低減割合や事業中断の短縮期間の平均値を対

策毎に算出し比較した．その結果を図 10に示した． 
 

表 2 回答データの分類 

浸水した事業所あり 浸水した事業所なし

事前対策あり グループA グループC

事前対策なし グループB グループD  
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図 9 事前対策とやっておけばよかったと思った対策に

よる物的損害額の軽減割合 

 

 
（物的損害額の軽減割合） 

 

 
（事業中断期間の短縮期間） 

 
図 10 各グループの回答傾向の違い 

 
浸水事業所ありの事業者については，事前対策なしの

事業者 (グループ B)は，事前対策ありの事業者(グループ
A)よりも物的損害額の軽減効果を高く回答する傾向がみ
られた．一方，浸水事業所なしの事業者(グループ C・D)
は，浸水事業所あり事業者(グループ A・B)よりも対策効
果を低く回答する傾向がみられ，特に事前対策なしの事

業者 (グループ D)でその傾向が強く見られた(特に⑥保険
加入)． 
 浸水事業所ありの事業者については，事前対策なしの

事業者(グループ B)は事前対策ありの事業者(グループ A)
が考える対策効果よりも事業中断期間の短縮効果を低く

回答をする傾向がみられた(ただし，④非常用電源を除
く)．また，浸水事業所なしの事業者(グループ C・D)で
は，浸水事業所ありかつ事前対策ありの事業者(グループ
A)よりも対策効果を低く評価する傾向がみられた． 
 これらの結果は，各種対策は未対策の事業者が思って

いる以上に事業中断期間の短縮に有効であることを示し

ている．また，物的損害額を軽減する対策も，未対策の

事業者が思っている以上に物的損害額の軽減に有効であ

り，未対策のまま浸水するとその効果を痛感した結果が，

図 10 のグループ A と B の回答の違いとして表れている
と考えられる． 
 なお，本結果は事業者の主観による対策効果であり，

その扱いに関しては注意が必要と考えられる． 
 
４．おわりに 
本稿では平成 30年 7月豪雨及び令和元年東日本台風の

被災地に事業所をもつ企業を対象に内閣府で実施された

アンケート調査結果を報告するとともに，調査結果及び

その回答データから水害リスクの認識と事前対策の実施

状況の関係，水害対策の効果に対する認識などについて

検討した．水害対策促進の観点から本稿で得られた成果

と課題をまとめると以下の通りである． 
① 水害リスクの認識と事前対策の関係をみると，リス

クが高いと認識しているほど何らかの対策が取られ

ていること，リスクが低いまたは考えていない事業

所ほど事前対策を何もしていない事業所が多い．こ

のことは，水害に対する事前対策の促進には事業者

の水害リスクの認識を高めていくことが有効と考え

られる． 
② 本調査の結果，被災した事業者の実体験として，各

種対策は未対策の事業者が思っている以上に事業中

断期間の短縮に有効であることが明らかとなった．

加えて，物的損害額の軽減に対しても，未対策の事

業者が思っている以上に有効であると推察された． 
③ 事業者の水害対策促進のためには，対策を実施して

いない事業者と実施済事業者の対策効果に対する認

識のギャップを埋めていくことが大きな課題と考え

られる．そのためには，業種毎の対策の実施状況や

被害状況など，更なる分析が必要と考えられる． 
 
補注 

(1) 事業中断期間の平均値算出の際は，営業未再開であった 4
事業所を外れ値として除外したデータを利用した． 
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近畿圏の上場企業における南海トラフ地震に備えた 
戦略的な事前対策の実態 

Actual Conditions for Strategic Preliminary Countermeasures against 
the Nankai Trough Earthquake in Listed Companies in Kinki Region 
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   The authors conducted questionnaire survey to the listed companies in Kinki region that is assumed huge impact to 
business continuity due to the Nankai Trough Earthquake. The results are as follows; firstly, the companies of 66.6 
percent have business continuity plan (BCP), and it was revealed that most of the companies assume risk of the Nankai 
Trough Earthquake. Secondly, the companies of 37.7 percent have strategic preliminary countermeasures against the 
Nankai Trough Earthquake. Although most of the strategic contents are countermeasures for disaster prevention, some 
companies have countermeasures for management strategy in consideration of business continuity 

Keywords : strategic preliminary countermeasures, business continuity plan(BCP), listed company, Kinki region, the 
Nankai Trough Earthquake 

１．はじめに 
今後 30年以内に 70～80%の確率で南海トラフ地震の発
生が懸念されており，南海トラフ地震が発生すると 2011
年の東日本大震災のように広域的な企業活動への支障が

生じると想定される．このような大規模な災害が発生し

ても事業を継続するために，企業は事業継続計画（BCP）
を策定し，政府においてもこれを推進している．一方，

現状では，企業の BCPが被災時に有効に働くレベルのも
のかの評価はされていないため，南海トラフ地震が発生

した場合に BCPにより企業活動の支障がどの程度抑制さ
れるかの把握もできないという課題がある．この課題に

対して，企業が南海トラフ地震にどの程度の対策を実施

しているかという進捗状況を直接把握して評価すること

が方法として考えられる．その評価項目には，企業の事

業継続マネジメントシステム（BCMS）の手法が参考と
なる．BCMS の事業継続戦略においては，対応が必要で
あると特定されたリスクに対して，組織は事業の中断・

阻害に関して，発生の起こりやすさの低減，時間の短縮，

組織の重要な製品及びサービスに及ぼす損害の大きさの

抑制といった事前対策を行うことによりリスクを軽減す

ることが推奨されている 1）．これを踏まえて，本研究で

は，南海トラフ地震のリスクを特定し，そのリスクに対

して事前に定めた目標を設定して実施する対策を「戦略

的な事前対策」として，企業の実施状況の把握を試みる． 
企業における南海トラフ地震に対する戦略的な事前対

策に関する先行研究としては，田村ら（2012）による
BCP の事前対策において行うべき業務を整理するための

ツールの提言 2)や，小松ら（2013）による事業インパク
ト分析およびリスクアセスメントにより事業継続戦略と

して具体的に打つべき対策を検討する研究 3)が挙げられ，

戦略的な事前対策の方法論についての研究がみられる．

しかしながら，南海トラフ地震のリスクがある企業に対

して戦略的な事前対策がどの程度実施されているのかを

把握する研究はみられない．

そこで，本研究では，南海トラフ地震の発生により事

業継続に影響が生じると想定される近畿圏の企業を対象

として，南海トラフ地震に対する対策の実施状況や進捗

状況を明らかにし，特に戦略的な事前対策の実態を把握

することを目的とする． 

２．研究の方法 
 近畿圏の企業における南海トラフ地震に備えた事前対

策の実態を把握するために，質問紙調査を実施した．調

査の実施概要を表 1に示す．近畿圏 6府県に 2020年 12月
7日時点で本店登記のある上場企業 655社を対象(1)とした

質問紙調査を実施し，93 社（有効回答率 14.2%）の回答
を得た．調査期間としては，2020年 12月 11日～25日に
実施し，未回答企業への回答依頼を再度送付して，2021
年 1月 29日～3月 1日の追加回答期間を設けた．調査方
法は質問紙調査票の郵送送付，郵送回答で実施した．設

問構成は，主に（Ⅰ）BCP・自然災害対策の状況，（Ⅱ）
南海トラフ地震の計画・対策，（Ⅲ）災害対応で必要と

なる情報，（Ⅳ）新型コロナウイルスへの対策・対応で

あるが，本稿では，Ⅰ，Ⅱを中心に南海トラフ地震に対
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する対策の実施状況を分析をする． 
 
３．調査結果 
(1) BCPの策定状況および想定リスク 
 回答企業の BCPの策定状況は図 1に示す通り，「全社
的な BCPを策定済みである」が 63.4％，「一部の事業所
の BCP のみ策定済みである」が 3.2％であり，BCP を策
定している企業は 66.6%である．また，「BCP を策定中
である」が 12.9%，「BCP の策定を予定している（検討
中）を含む」が 12.9％であり，策定中と策定予定を含め
ると，9割以上にのぼる． 
内閣府の調査（全国）では，大企業で BCP策定済み企
業が 68.4%，策定中の企業が 15.0％，策定を予定してい
る（検討中を含む）が 12.5％であり 4），BCP策定率は全
国の大企業と比べて近畿圏の上場企業との大きな違いは

ない． 

 
図 1 近畿圏の上場企業の BCP策定状況(n=93) 

 
 また，表 2より，BCP策定済み企業 62社のうち，BCP
で想定しているリスクとして最も多いのが，「南海トラ

フ地震（マグニチュード 8 クラス）」が 82.3％，次いで
「南海トラフ巨大地震（マグニチュード 9 クラス）」が
62.9％であり，近畿圏の上場企業は南海トラフ地震が卓
越した自然災害リスクと認識していることが得られた． 
(2) 災害対策の実施状況 
企業の自然災害を想定した対策の実施状況について把

握するために，質問した 27項目中，対策を定めている割
合が多い上位 5 項目と，対策を定めていないが今後定め
る予定の割合が多い上位 5 項目について表 3 に示す．対
策を定めている割合が最も多い項目が，「災害対策本部

などの緊急時の対応体制」が 92.5％であり，次いで，
「社員の安否確認の手法・体制」が 90.3％，「非常用生
活物資の備蓄」が 82.8％，「顧客，外来者，社員の安全

確保と緊急避難」が 81.7％，「救助用具などの防災用機
材・器具の確保」が 78.5％であり，防災面の対策が多く
を占めている． 
つぎに，対策を定めていないが，今後対策を定める予

定の項目としては，「地域の早期復旧や災害救援業務に

貢献する地域との連携」が 40.9%，「被災した取引先・
納入企業への支援」が 39.8%，「主要な事業所での電気
の長期停止への対策」が 38.7%，「主要な事業所での水
道の長期停止への対策」が，37.6%，「負傷した社員・
外来者の医療救護体制」が 37.6%であり，地域やサプラ
イチェーンの連携，ライフラインの長期途絶対策，負傷

者の医療救護体制が今後の課題となっている企業が多い． 
(3) 南海トラフ地震に対する戦略的な事前対策 
南海トラフ地震に対する戦略的な事前対策の有無につ

いて，質問紙調査においては，「南海トラフ地震におけ

る事前対策としての戦略・長期計画」の有無として質問

した．図 2 より南海トラフ地震に関する戦略・長期計画
がある企業は 35 社で 37.7％である．その内訳として，
「南海トラフ地震対策に特化した戦略や長期計画がある」

が 6.5％で，「自然災害全般への対策の一部として，南海
トラフ地震への戦略や長期計画がある」が 31.2％であり，
南海トラフ地震に特化した事前対策は少ない状況であっ

た．また，「今後，戦略や長期計画を策定予定である」

が 21.5％であり，予定を含めると約 6 割の企業が南海ト
ラフ地震への事前対策としての戦略・長期計画が既にあ

る，あるいは関心があるといえる． 
 図 3 より，事前対策としての戦略・長期計画がある企
業 35社のうち，戦略・長期計画の目標としての期間の設
定がある企業は 37.1％であり，期間の設定はない企業は
48.6％である．期間の設定がない戦略・長期計画を定め
ている企業の方がやや多い状況である．期間の設定があ

表 1 質問紙調査の実施概要 

対象 

近畿圏（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、

和歌山県）6府県に本店登記のある上場企業 655社 
※対象企業の上場市場は、東証一部、東証二部、
JASDAQ（スタンダード）、JASDAQ(グロース)、マザ
ーズ、名証、福証を含む 

調査

期間 

① 2020年 12月 11日～12月 25日 
② 2021年 1月 29日～3月 1日（追加調査） 

方法 質問紙調査票の郵送、回答票の郵送 
回答 回答数 93社、 有効回答率 14.2％ 

設問

構成 

Ⅰ. BCP・自然災害対策の状況 
Ⅱ. 南海トラフ地震に対する計画・対策 
Ⅲ. 災害対応で必要となる情報 
Ⅳ. 新型コロナウイルスへの対策・対応 

 

表 2 BCPで想定しているリスク（23項目のうち， 

上位 5項目）（複数回答）(n=62) 

BCPで想定しているリスク（上位 5項目） 回答数 ％ 
南海トラフ地震 （100～200 年ごとに発
生するマグニチュード 8クラス） 

51 82.3 

南海トラフ巨大地震 （東日本大震災に匹

敵するマグニチュード 9クラス） 
39 62.9 

内陸直下型地震 39 62.9 
感染症の蔓延 37 59.7 
浸水害 33 53.2 

 

表 3 自然災害を想定した対策を定めている項目と 

今後定める予定の項目（27項目のうち，上位 5項目） 

（複数回答）(n=93) 

対策を定めている項目 
（上位 5項目） ％ 

対策を定めていないが今後

対策を定める予定の項目 
（上位 5項目） 

％ 

災害対策本部などの緊

急時の対応体制 92.5 
地域の早期復旧や災害救援

業務に貢献する地域との連

携 
40.9 

社員の安否確認の手

法・体制 90.3 被災した取引先・納入企業

への支援 39.8 

非常用生活物資（水、

食料、生活用品、非常

用トイレなど）の備蓄 
82.8 

主要な事業所での電気の長

期停止（概ね 3日以上）へ
の対策 

38.7 

顧客、外来者、社員の

安全確保と緊急避難 81.7 
主要な事業所での水道の長

期停止（概ね 3日以上）へ
の対策 

37.6 

救助用具など防災用機

材・器具の確保 78.5 
負傷した社員・外来者の医

療救護体制 37.6 
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る企業における期間の内訳として，最も多いのが「4～5
年」が 14.3％であり，次いで，「1年」「3年」「11年以
上」がいずれも 5.7％，「2 年」「6～10 年」がいずれも
2.9%で，期間の設定については，短期，中期，長期さま
ざまである． 
 戦略・長期計画を策定した時期は，図 4 に示す通りで
ある．まず 2004年に最初に策定した企業が 1社ある．こ
れは内閣府において東南海・南海地震の被害想定の公表

や東南海・南海地震防災対策推進基本計画等が策定され

たのが 2003年であることから，この影響が大きいと推察
される．その後は，2008 年以降に策定した企業が毎年 1
～3 社程度みられるが，東日本大震災が発生し，内閣府
が「南海トラフ巨大地震」の被害想定を公表した 2012年
頃に極端に増える傾向はみられない．しかしながら，

2018 年以降は増加傾向が強まっていることが分かる．
2018年は，大阪府北部地震や台風第 21号等，近畿圏に大
きな被害が生じた災害が多かった．このことから被災経

験が契機となっている可能性が考えられる．そこで，被

災経験の有無と，戦略・長期計画の策定状況の関係につ

いて分析する．「被災経験有」の企業群は，過去の自然

災害での自社の被災により「事業中断により経営に大き

な影響」，「従業員等が死亡，または重傷」，「建物・

設備等が重大な損傷」に回答をした企業とし，それ以外

の回答を「被災経験無」の企業群とした．また，「戦

略・長期計画策定済み」企業群は，図 2 の「南海トラフ
地震に関連する戦略や長期計画がある」35 社とし，それ
以外を「戦略・長期計画未策定」企業群とするが，「分

からない」または無回答の企業は分析から除外した．表

4 のクロス集計より，5%有意で被災経験がある企業の方
が，戦略・長期計画を策定済みである傾向がみられた． 
 最後に，戦略・長期計画で想定している対策について

把握する．図 5 より，最も多い対策の内容は，「建物・
設備の耐震改修」が 68.6％であり，次いで，「津波避難
対策の改善・見直し」が 45.7％で，防災面での事前対策
が多いことが分かる．一方で，経営戦略としての面が大

きい項目についても多くはないが一定の企業が実施して

いる．具体的には，「事業拠点の移転」が 28.6％，「商
品・サービスの重要顧客・ターゲットの変更」が 20.0％，
「重点事業分野の変更」が 17.1％である．また，「その
他」が比較的多く 22.9％であり，その内容としては，
「BCP 改善」に関することが 2 社，「事業の見直し」に
関することが 2 社，「取引先・情報」に関することが 1
社，「教育・訓練」に関することが 2 社，「ビジネス」
に関することが 1社である． 
(4) 南海トラフ地震への対策の進捗状況 
南海トラフ地震を対象とした対策の実施状況を把握す

るために，まず，対策を進めている南海トラフ地震の種

類について概観すると，「特に規模（マグニチュード）

は想定していない」が 34.4％で最も多く，次いで，「マ
グニチュード 8 クラス（100～200 年ごとに発生）」が
28.0％，「マグニチュード 9 クラス（東日本大震災に匹
敵）」が 17.2％である．南海トラフ地震を想定して対策
を進めている企業は，74社で 79.6%である． 
南海トラフ地震を想定して対策を進めている企業 74社
のうち，南海トラフ地震が発生したと想定した場合の対

策の実施状況について，各項目ごとに，「かなり進んで

いる」「やや進んでいる」「少し進んでいる」「全く進

んでいない」「分からない・その他」の 5 段階で得た回
答結果を図 6 に示す．ただし，この回答については，回
答者の自己評価であることについては留意が必要である． 

 
図 2 南海トラフ地震の戦略・長期計画の有無（n=93） 

 

 
図 3 戦略・長期計画における期間の設定（n=35） 

 
図 4 戦略・長期計画を策定した時期（n=35） 

 

表 4 被災経験の有無と戦略・長期計画策定の有無の 

クロス集計（n=81） 

  
被災経験有 被災経験無 
社数 ％ 社数 ％ 

戦略・長期計

画策定済み 17 53.1  15 46.9  

戦略・長期計

画未策定 13 26.5  36 73.5  

χ2=5.871, df=1, *p<0.05 

 

 
図 5 戦略・長期計画で想定している対策 

（複数回答）（n=35） 
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対策の実施状況において「かなり進んでいる」が多い

項目としては，「情報システム等のバックアップ・二重

化」が 32.4％であり，次いで，「社員等の安全確保対策」
が 24.3％，「建物・設備等の地震対策」が 14.9％である．
一方，「全く進んでいない」が多い項目としては，「建

物・設備の津波対策」が 28.4％と最も多く，次いで「停
電・断水の長期途絶対策」が 27.0％，「オフィス・工場
等の代替拠点確保対策」が 24.3％である．津波に対する
ハード対策やライフライン途絶，代替拠点確保に関する

対策に関して，企業にとってハードルが大きいものと推

察される．また，「分からない・その他」の回答が最も

多いのが「資金繰り対策」であり，南海トラフ地震が発

生した場合に自社の資金繰りがどうなるのか想像が難し

いと考えている企業が多いと考えられる． 
つぎに，南海トラフ地震が発生したと想定した場合の

対策の進捗状況が，事前対策としての戦略・長期計画の

有無により差が生じるのかについて分析をする．対策の

進捗状況については，事業所が立地する地域によっては

対策が必要でない「建物・設備等の津波対策」と，「分

からない・その他」の項目が多い「資金繰り対策」を除

外した 6 項目の対策を対象とした．この 6 項目の対策に
おいて，「かなり進んでいる」を 3，「やや進んでいる」
を 2，「少し進んでいる」を 1，「全く進んでいない」を
0 として数値化し，その平均を得点とした．なお，「分
からない・その他」と無回答は，得点化の対象から除外

している．この方法によって得られた得点の平均値につ

いて，戦略・長期計画の有無の違いによる差の検定を行

った結果を表 5 に示す．この結果，戦略・長期計画を策
定済みの企業は，未策定の企業よりも南海トラフ地震が

発生したと想定した場合の対策の進捗状況が進んでいる

ということに対して有意に差があることが分かった． 
 
表 5 戦略・長期計画の有無による対策の進捗状況の 

得点の平均値の差の検定結果（n=69） 

  回答数 得点の平均値 標準偏差 t 値 

戦略・長期計

画策定済み 33 1.930 0.681 
4.564*** 

戦略・長期計

画未策定 35 1.263 0.518 

***p<0.005 

４．おわりに 
 本研究では，近畿圏の上場企業を対象とした質問紙調

査より，次の点が明らかとなった． 
第一に，近畿圏の上場企業の BCP策定率は 66.6%であ
り，全国の大企業の BCP策定率と大きな差が無い結果で
あり，BCP において最も想定されているリスクは南海ト
ラフ地震であることが得られた． 
第二に，自然災害対策の実施率としては，防災面の対

策が高く，今後対策を進める予定の割合が高い項目とし

ては，地域・取引先との連携，ライフライン長期途絶対

策，医療救護体制等であることが得られた． 
第三に，南海トラフ地震を対象とした戦略的な事前対

策を実施している企業は 37.7％であり，そのうち，事前
対策に期間の定めをしている企業は 37.2%程度であるこ
とが分かった．また，戦略的な事前対策を開始した時期

は，2018 年以降に増加傾向があり，事前対策の有無には
被災経験と関連がある傾向がみられた．さらに，事前対

策の内容は，建物・設備の耐震改修のような防災対策が

多い一方，事業拠点の移転のような経営戦略的な対策を

実施している企業が一定数いることが明らかとなった． 
第四に，南海トラフ地震の対策の進捗状況は，情報の

二重化，社員の安全確保等の対策は進んでいる一方，津

波対策やライフライン対策等がまだ進んでいないという

評価が多く，戦略的な事前対策が有る企業の方が無い企

業よりも対策の進捗状況が進んでいると考えている割合

が高いことが得られた． 
本研究の成果により，一部の近畿圏の上場企業は，南

海トラフ地震を対応すべきリスクとして特定し，リスク

を減らすための戦略的な事前対策を実施していることが

分かったが，具体的な方法や内容は明らかとなっていな

い．今後は，戦略的な事前対策を実施している企業に対

するヒアリング調査を実施して明らかにする予定である． 
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補注 

(1) 上場企業データベースの上場企業サーチの HP から本店所在
地別分類が近畿圏の都道府県に該当する企業を抽出した． 
（https://xn--vckya7nx51ik9ay55a3l3a.com/, 2020年 12月 7日閲覧） 
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図 6 南海トラフ地震が発生したと想定した場合の 

対策の進捗状況（n=74） 
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 An infectious disease pandemic is one of the biggest risks of business continuity for profit companies. In this study, 
we conducted a questionnaire survey for listed companies in the Kinki region to analyze the response and challenges 
to the new coronavirus disease 2019 (COVID-19) pandemic. As a result, before the outbreak of the COVID-19, less 
than 40% of the companies had a plan to deal with infectious diseases. The outbreak triggered changes in the way 
employees work, such as telecommuting, staggered work hours, and alternative commuting, in order to prevent 
infection.  

Keywords : Business Continuity Plan(BCP), Listed Companies, Infectious Disease, Coronavirus Disease 2019 
(COVID-19),  Questionnaire Survey 

１．序論 
(1) 背景

現代社会では，市民生活に不可欠な財やサービスの提

供の多くを民間企業が担っており，様々な危機に対する

民間企業の防災対策や事業継続マネジメント（Business 

Continuity Management, BCM），事業継続計画（Business 

Continuity Plan, BCP）の重要性が指摘されている． 

2020 年には，新型コロナウイルス感染症（以下，

COVID-19 とする）が世界的に流行し，企業は，感染予防

措置や市民の行動変容等のビジネス環境の変化に対応し

た事業継続を強いられており，緊急事態宣言やまん延防

止等重点措置の発出に応じて，様々なレベルでの対応が

求められてきた．また，当初は感染症の特徴が不明確で

あったが，徐々にリスク要因や必要な対策が明らかにな

ってきた． 

COVID-19 への企業の対応については，コンサルタント

会社や新聞社等が調査を行っており，特に世界的に感染

が広がった直後の 2020年春から夏にかけては，幾つかの

アンケート調査報告書が公表されてきた．しかしながら，

COVID-19 は長期継続的な危機であり，流行のフェーズや

明らかになった特徴，治療法の進歩等に応じて，求めら

れる対策も変化している．今後も新たな感染症流行のリ

スクは存在しており，COVID-19 流行の経験から，それぞ

れの時期に，どのような課題があり，どこまで対策が出

来ているのか，継続的に把握することが求められている．

(2) 目的

本研究では，COVID-19 が中国で流行し始めてから約 1

年後の時点における企業の感染症への対応計画の策定状

況や対策項目，COVID-19 対応における課題，事業への影

響等について明らかにすることを目的としている．具体

的には，以下の３点を明らかにしていきたい． 

・COVID-19 流行前の状況で，感染症対策の計画がどの程

度策定され，それらは有効だったのか（3章）

・2020年の COVID-19流行ではどのような対策がとられた

のか（4章）

・2020 年 12 月時点で COVID-19 流行により，どのような

事業の課題・影響があったのか（5章）

２．研究方法 
本稿では，日本有数の産業集積地であり，インバウン

ド需要の消失等により COVID-19流行の影響を大きく受け

た地域の一つである近畿圏を対象とし，郵送による質問

紙調査（表 1）を実施した．近畿圏 6府県に 2020年 12月

7日時点で本店登記のある上場企業 655社を対象とし，93

社（有効回答率 14.2%）から回答を得た．調査期間とし

ては，2020年 12月 11日～25日に実施し，未回答企業へ

の回答依頼を再度送付して，2021年 1月 29日～3月 1日

の追加回答期間を設けた． 

質問紙調査では，南海トラフ地震等の自然災害に対す

る事業継続，災害対応の準備等を含めて設問を構成して

おり，本稿は，その中の COVID-19への対策・対応の部分

についての報告である．設問や選択肢については，感染

症流行に対する企業の対応について 2009年新型インフル

エンザ流行における先行研究 1)があるため，その内容を

参考にしながら設定している．
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表 1 質問紙調査䛾実施概要 

対象 

近畿圏（滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和

歌山県）6 府県に本店登記のある上場企業 655 社 

※対象企業の上場市場は，東証一部，東証二部，

JASDAQ（スタンダード），JASDAQ(グロース)，マザーズ，

名証，福証を含む 

調査

期間 

① 2020 年 12 月 11 日～12 月 25 日 

② 2021 年 1 月 29 日～3 月 1 日（追加調査） 

方法 質問紙調査票の郵送，回答票の郵送 

回答 回答数 93 社， 有効回答率 14.2％ 

設問

構成 

Ⅰ. BCP・自然災害対策の状況 

Ⅱ. 南海トラフ地震に対する計画・対策 

Ⅲ. 災害対応で必要となる情報 

Ⅳ. 新型コロナウイルスへの対策・対応 

 

 
図1 20019年12月時点䛾感染症に関する計画䛾 

保有状況（全企業, n=93，SA）(1) 

 

 
図2  COVID-19流行に対する既存䛾感染症に関する 

計画䛾有効性（事前計画有り䛾企業, n=36，SA） 

 
３．感染症に対する計画の状況 
(1)流行前䛾感染症へ䛾計画等策定状況と有効性（図 1） 

COVID-19 の流行前（2019 年 12 月）の感染症に対する

事前対策の計画の策定状況については，「感染症対策の

計画（BCP，マニュアル）があった」が 39%，「感染症対

策の計画を検討していた」が 10%であった．一方，「感

染症対策の計画は有していなかった」は 51%であり，最

も多かった．このように感染症に対する計画を有してい

なかった企業が多く，上場企業であっても，2009 年の新

型インフルエンザ流行から 10年以上が経ち，感染症への

危機感が薄れていた状況が分かる． 

(2)感染症䛾計画䛾有効性（図 2） 

COVID-19 の流行前の時点で感染症に対する事前対策の

計画があった企業 36社のうち，その計画における COVID-

19 流行に対する有効性については，「有効だった」が

31%，「やや有効だった」が 44%であり，計 75%がある程

度有効に機能したと回答している．また，「有効ではな

かった」との回答はゼロであった．  

有効に機能したと考える理由としては，感染症に対す

る事前対策の計画が，COVID-19 流行に対する対応と内容

的に共通する部分があり，活用することができたなどが

挙げられている． 

一方，あまり有効ではなかった理由としては，事前対

策では在宅勤務や長期化などを想定していなかったこと

が挙げられている． 

 
４．感染症への対応状況 
(1)感染症䛾大流行を想定して定めている対策（図 3） 

感染症の大流行を想定して全社的な対策として定めて

いる項目を，「COVID-19の流行以前」と「COVID-19の流

行後」に分けて質問した．  

「COVID-19 の流行以前」から対策を定めていた項目と

しては，「衛生資材（マスク・消毒薬など）の備蓄」が

53%で最も多く，次いで「経営層や意思決定者が罹患した

場合の権限委譲や代行方法」が 40%，「感染症に関する

社内対策本部の設置」が 38%であった． 

一方，「COVID-19 の流行後」に対策を定めた項目とし

ては，「感染拡大防止のため在宅勤務の実施」が 85%で

最も多く，次いで「ラッシュ時を避ける時差通勤やマイ

カー等の代替通勤手段の採用」が 83%，「社員の感染可

能性の申告のルール化など全社的な罹患状況の把握」が

81%，「訪問者の立ち入り制限や入口などでの検温の実施」

が 80％となっている． 

また「対策を定めていない」項目としては，「自宅療

養または自宅待機する社員の身の回りの世話など生活支

援」が 69％，「感染症に関する定期的な教育・訓練の実

施」が 62％であった． 

 

 
図3 感染症流行に対する全社的対策䛾状況 

（全企業, n=93，SA）   
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(2)COVID-19 に対して有効に機能した対応・対策（表 2） 

COVID-19 流行に対して特に有効に機能した対応・対策

について 26社から自由記述形式の回答があった． 

主な回答を抜粋・要約し，マスク着用等感染予防のた

めの「衛生対策」，感染防止に向けた「勤務環境の改

善」，一部の施設・場所を利用制限する「立ち入り制

限」，従業員等の感染をいち早く発見し対応する「検査，

感染者対応ルール」，従業員の出勤方針を変更する「出

勤ルール」，業務上の人との接触を減らす「業務のオン

ライン化」，COVID-19 の対応全般を定める「マニュア

ル・計画」，全社的に対応するための「本部設置・情報

共有」，従業員向けの「研修実施」，新型コロナ禍に対

応する「ビジネス展開」のカテゴリーに分類し，表 2 に

示した． 

 
表 2 有効に機能した対応・対策（自由回答） 

カテゴリ 主な回答（抜粋・要約） 

衛生対策 手指消毒液の設置． 

うがい，手洗い励行． 

マスク着用． 

マスク，消毒液の確保，社員への配布． 

防護服，フェイスシールド着用． 

勤務環境

の改善 

アクリル板，デスクパーティションの設置． 

アルコール消毒を扉毎に設置． 

濃厚接触者回避対応の徹底． 

ソーシャルディスタンス等，3 密回避の徹底． 

立 ち 入 り

制限 

生産工場への外部者の入場制限 

更衣室，食堂等の利用制限． 

来客者に対して不要不急の来訪の断り． 

社内感染防止のため，社内の催しを中止． 

検査，感

染者対応

ルール 

社員，来訪者への検温，アンケートの実施． 

抗体検査，抗原検査キットの購入． 

疑い者，感染者が出た場合の対応のルール化． 

発熱などの風邪症状が見られた場合の行動をフロー

図にまとめた． 

従業員が感染した場合の対応をフロー図にまとめ

た． 

出勤ルー

ル 

在宅勤務，テレワーク，時差出勤，フレックス勤務，

代替通勤手段変更の実施． 

業務のオ

ン ラ イ ン

化 

PC のリモートワーク対応． 

書類の電子化． 

リモート会議の推進 

マ ニ ュ ア

ル・計画 

新型コロナに特化した対応マニュアルの策定． 

ガイドラインの制定と改正，その周知と徹底． 

インフルを基準とした従業員の出勤ルール策定． 

本 部 設

置 ・ 情 報

共有 

全社緊急対策本部の設置と情報共有． 

情報発信・集約部署を定め，関係者と情報共有する

体制を整えた． 

BCP コンサルの知見提供・指導をもとに対応策を定

め実施した． 

研修実施 保健スタッフによる新人社員向けセルフケア研修の

実施． 

産業医による新型コロナ防止に関する説明会実施． 

ビ ジ ネ ス

展開 

コロナ禍ビジネスを展開した事で，収益・落ち込みを

できる限り少なくした． 

 

５．COVID-19対応の問題と事業への影響 
(1) COVID-19 対応䛾問題（図 4） 

COVID-19 への対応における問題を，項目別に「非常に

困った」～「全く困らなかった」の５段階で評価し，

「非常に困った」と「やや困った」の合計の比率を図 4
に示す．なお先行研究 1)において，事前の感染症対応計

画の有無により問題点に差異がみられたので，本調査で

も，事前計画の有無別に集計を行った． 

全体の傾向としては，「マスクや消毒液が入手できな

かった」が 81％と最も多い．2009年新型インフルエンザ

の場合 1)，事前に感染症計画を有していた企業では約

39％がマスク・消毒液の入手困難を挙げたに留まってお

り，今回の半分であった．COVID-19 流行では，世界的な

需要急増とサプライチェーンの混乱によるマスク・消毒

液の不足が大きな問題であったことが分かる． 

次いで多い回答は，「感染力や毒性に関する情報が不

足していた」が 47％，「感染リスクのある業務を中止に

すべきか分からなかった」が 47％，「計画・マニュアル

をどの程度，実施すれば良いのか分からなかった」が

46％である．これらの回答では，事前の感染症対策計画

が無かった企業群は，計画を有する企業群と比べて，そ

れぞれ 10 ポイント，28 ポイント，22 ポイント多くなっ

ている． 

また，「出勤停止の扱い（有休かどうか，など）に迷

った」，「家族が罹患した場合の，社員の出勤停止の判

断に迷った」の回答についても，事前に計画が無かった

企業群は，それぞれ 16ポイント，13ポイント多くなって

いる．このように，事前に感染症対策の計画を持つこと

の有効性が，強く示唆される結果となった． 
 

 
図4 COVID-19流行へ䛾対応䛾問題点 （全企業，n=93(2)，

各項目「非常に困った」＋「やや困った」䛾合計） 

 

(2)COVID-19 流行による事業へ䛾影響（図 5） 

COVID-19 の流行による事業への影響を，事前の感染症

対応計画の有無別に集計を行った．  

最も多い項目は「社員の危機意識が高まった」が 65％

であり，次いで「学校等の休園，休校，休業により社員

の家族の影響があった」が 54%，「BCPや社内の危機管理

を考えるきっかけとなった」が 53％，「買い控え，消

費・レジャーの減少など売上にマイナスの影響があった」

が 51％であった． 
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か判断に迷った

風評被害による影響があった

家族が罹患した場合䛾、社員䛾出

勤停止䛾判断に迷った

出勤停止䛾扱い（有休かどうか、な

ど）に迷った

お客様へ䛾手洗い、消毒、マスク着

用等䛾義務化に迷った

事前計画有り36社

事前計画無し56社

全体93社
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 事前の感染症対応計画の有無により差が大きかった項

目をみると，「新型コロナ関連の製品等が増加し売上に

プラスの効果があった」は，計画を有する企業群が 15ポ

イント多く，「社員の危機意識が高まった」も 12ポイン

ト多かった．一方，「BCP や社内の危機管理を考えるき

っかけとなった」では，事前計画のない企業群が 10ポイ

ント多かった．2009 年新型インフルエンザの際にも同様

の傾向が報告 1)されており，特に事業継続の観点からは，

事前計画を有する企業群において，売上へのプラスの効

果がより大きくみられる点は興味深い． 

 また，「その他」の影響としては，海外渡航制限やイ

ンバウンド需要の消失等，海外との往行の影響が挙げら

れ，また，COVID-19 流行を機に在宅勤務が進んだことな

どが挙げられている． 

 

 
図5 COVID-19流行による事業へ䛾影響 

（全企業，n=93(2)，MA） 

 
(3)COVID-19 対応で䛾問題 

COVID-19 流行により生じた課題・新たに気づいた問題

点，国・自治体への要望については，18 社から自由記述

形式の回答があった． 

それらの回答を分類すると，マスク等の確保が難しい

といった「衛生対策の整備」，書類に押印するために出

社しなければならない「押印ルール」，従業員や役員が

出勤をしない状況で危機管理・対応するための「未出勤

での危機管理体制」，在宅勤務を想定していなかったこ

とによる「在宅勤務体制の不備」，在宅勤務をすること

によってマイナス，プラス面の影響があったこと，感染

者に対する差別等の地域差があったこと，製㐀業等は在

宅勤務が難しい業種であること，感染者が出た場合にも

事業継続できるような「事業継続可能な体制」，コロナ

禍により人や物の流れが止まるような事態を想定してい

なかった「人・物の流れの縮小の未想定」，そもそも感

染症の対策を想定していなかったり，特に世界的パンデ

ミックや数年単位の長期化といったことまでを想定して

いなかった「感染症の未想定」，今後の感染症発生シナ

リオを新たに準備再検討する「感染症発生シナリオの検

討」などがあった． 

また，国・自治体への要望としては，「行政による明

確な指示」，感染者等の情報や比較し得る指標等の「情

報不足」，正しい情報が発信されるような「メディア規

制」，コロナ禍によって変わりつつある「働き方改革の

定着」などが挙げられた． 

 
６．結論と考察 
 本研究では，ガバナンスの仕組みが整えられていると

想定される上場企業を対象に，COVID-19 流行１年経過時

点でアンケート調査を実施し，感染症対応の課題や事業

への影響について，以下の点を明らかにした．  

・COVID-19 流行前の 2019 年 12 月の時点では，感染症対

策の計画を有していた企業は約 40％に留まっていた．

2009年の新型インフルエンザの流行から 10年以上が経過

し，その間，東日本大震災をはじめ大規模な地震・津波

災害や水害が発生したため，感染症パンデミックへの意

識が低下していたと考えられる． 

・COVID-19 流行以前の対策としては「衛生資材（マス

ク・消毒薬など）の備蓄」（53%），「経営層や意思決定

者が罹患した場合の権限委譲や代行方法」（40%），「感

染症に関する社内対策本部の設置」（38%）等が進められ

ていた．さらに，COVID-19 流行をきっかけとして，「感

染拡大防止のため在宅勤務の実施」や「ラッシュ時を避

ける時差通勤やマイカー等の代替通勤手段の採用」，

「社員の感染可能性の申告のルール化など全社的な罹患

状況の把握」，「訪問者の立ち入り制限や入口などでの

検温の実施」などの対策が進められた．働き方改革関連

法が改正されたタイミングとも重なったため，リモート

ワークなど勤務形態の変化が促されたことが，COVID-19

対応の大きな特徴と言える． 

・2020年の COVID-19流行での企業の課題としては，「マ

スクや消毒液が入手できなかった」が 81％と突出して多

かった．これは 2009年新型インフルエンザ流行時と比べ

ても多かった．事前対策として衛生資材の備蓄を実施し

ていた企業が多かったことも考慮すると，企業単独の備

蓄では対応できず，サプライチェーンの再構築など社会

全体で対応が必要な問題と言えよう．また，2009 年の新

型インフルエンザの際と同じく「感染力や毒性に関する

情報が不足していた」を挙げた企業も多く，未知の感染

症流行では，正しい情報の迅㏿な提供も求められる． 
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   This study focused on the construction of the initial response system of local governments to COVID-19 and the 
preparation of disaster headquarter materials. The questionnaire result showed the differences in the structure among 
local governments. There were mainly 2 systems controlled by the health department or the crisis management 
department. The Analysis of disater headquater materials clarified the differences in the role and function of headquarter 
meeting among local governments. I pointed out the problem of disaster response system in the fase of the same crisis. 
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１．研究の背景と目的 
 2020年に全ୡ⏺にᣑがりୡ⏺保機ᵓ（WHO）により

イルス感ᰁ࢘ࢼンデミックと認定された新ᆺコロࣃ

（COVID-19）であるが，日本国内においても多大な影響

を及ࡰす感ᰁ災害となり，保・་⒪領域だけでなく，

教育・交通・経῭分野にまで対策が行われ，まさに⥲合

的な対応を迫られることとなった． 
 日本の感ᰁ対策の公的ᯟ組はཌ生ປ働省が中心とな

っている．1897 年に制定された伝ᰁ予防法のṔྐが長

く，その後多くの感ᰁについて個ูの予防及び治⒪が

可能となり，また感ᰁを取り巻くୡ⏺的な状況に鑑み

「感ᰁの予防及び感ᰁのᝈ者に対する་⒪に関する

法ᚊ（感ᰁ法）」が新たに制定され，1999 年から施行

している 1）．しかし感ᰁຊや危険性が地域にとって災害

⣭となった場合に，国・地方自治体で⥲合的に組織対応

できるしくみを感ᰁ法では規定していない．一般に日

本の公的な危機対応の基本ᆺは災害対策基本法により規

定されているが，この法ᚊにおいて感ᰁは「災害」と

して定義されていない． 
一方，21 ୡ⣖ึ㢌から㫽インࣇル࢚ンࢨのヒト感ᰁ，

コロ࢘ࢼイルス࣋ースの SARS・MERS の発生，2009 年

の新ᆺインࣇル࢚ンࢨのୡ⏺的ὶ行が，日本国内にもさ

まࡊまな対応事案を生み，ΰを発生させた．これらを

㋃まえ，2012 年に新ᆺインࣇル࢚ンࢨ及び新感ᰁに対

する備えとして内閣ᐁᡣが主体となる「新ᆺインࣇル࢚

ンࢨ等対策特ูᥐ⨨法」が施行され，この中で国による

⥭ᛴ事態ᐉ言の発令や，国・地方公共ᅋ体（㒔㐨府県・

市⏫ᮧ）の対策本部設⨨などが定められるようになった．

この特ูᥐ⨨法の立案においては，災害対策基本法のᯟ

組を参考としており，方で法的▩┪が発生しないよう

作成したとされている．つまりこれにより感ᰁ対応は，

災害対策基本法的には災害ではないが，災害に準じる対

応ᯟ組が準備された事象ということになる． 
この状況を㋃まえると今回の対応には 2 つの特徴が存

在する．一つ目は，COVID-19 の国内対応が一般の自↛

災害対応（内閣府防災が主体）や，2011 年ᮾ日本大㟈災

の」合災害対応とは異なるᯟ組で実行されている点であ

る．二つ目は，同一災害で全国の㒔㐨府県で同時に対策

本部が設⨨され，࢜ール JAPANの対応を迫られているึ

めての事象である点である．以上のことから，国だけで

なく各㒔㐨府県の組織対応の経⦋を記録しておくことの

重要性に異論はないだろう． 
 本研究は，㒔㐨府県の COVID-19 に対するึ動時の組

織対応について調査・分析したものである．この研究で

は，対策本部設⨨状況調査と⥭ᛴ事態ᐉ言前までのึ動

期（2020 年 4 月 7 日まで）の対策本部の公開資料の分析

を行った． 
 

２．᪤Ꮡ研究と調査概要 
（1）᪤Ꮡ研究 
 大規模な感ᰁを念㢌においた国と自治体のᗣ危機

管理体制に関する研究として平川の研究（2016）2）があ

る．この研究で，当時の時点で自治体レ࣋ルで危機管理

部局が設⨨されつつあるが，ᗣ危機管理の業ົについ

ては，保⚟♴部局との連携や役割分ᢸの課題があるこ

とを明示している．また 2009 年新ᆺインࣇル࢚ンࢨ対応

における国と自治体の課題についても平川（2014）3）に

て明らかにしている．本研究の質問調査は，この研究を

ースとして，今回のCOVID19対応における実態を調査࣋

した．そのため多くの質問について既存研究で用いられ

た問いを設定し，比較可能な部分について検討する． 
また自治体の COVID-19 対応については，民間⮫調が

報告᭩ 4）の中で国と地方自治体の関係について論じてお

り，特に法的ᯟ組と᭱前⥺に立つ地方自治体ᶒ限のⱞᝎ
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を指している．また，全国知事会は「新ᆺコロ࢘ࢼイ

ルス対策検証・ᡓ␎࣡ー࢟ングࢳーム報告᭩」5）を取り

まとめている．さらにいくつかの自治体において詳細な

検証報告がなされているὀ 1）．これらはそれぞれの災害

対応策の実行および課題について報告されている．

本研究では，施策内容の詳細分析にはゐれず，同時進

行で同じࢨࣁードに対応している事例であることに╔目

し，Web 上で公開されている各㒔㐨府県の対策本部資料

を材料として，各㒔㐨府県の対策本部会㆟の違いや特徴

について基礎的な分析を行うものである．

（2）調査概要 
質問調査は 47 㒔㐨府県の新ᆺコロ࢘ࢼイルス感ᰁ対

策本部を対象として，2020 年 8 月に⣬調査を，9 月に㟁

話による⫈取を行った．

国及び地方自治体のCOVID19への組織的対応は，大き

く 2 段階に分けられる．国の新ᆺコロ࢘ࢼイルス感ᰁ

対策本部は 1月 30 日の閣㆟決定にて設⨨されていたが，

3月 26日の第 23回対策本部会㆟にて，新ᆺインࣇル࢚ン

等対策特ูᥐ⨨法の規定読み᭰えに基づく対策本部とࢨ

なった．この特ูᥐ⨨法の規定により，国が対策本部を

設⨨すると，㒔㐨府県も同様に法に基づく対策本部が設

⨨される．つまり 3 月 26 日以降は国・㒔㐨府県とも法的

᰿ᣐが付された組織となっている．

 以上のことから，調査内容は，ձ特ูᥐ⨨法以前の対

応状況，ղ特ูᥐ⨨法による対策本部設⨨状況，ճ特ู

ᥐ⨨法による対策本部の体制および課題，とした．なお

本調査は(ᰴ)サー࣋イリサーࢳセンターにጤクして実施

した．調査回答があった㒔㐨府県は 45 自治体（回収⋡

95.7%）である．内ヂは，質問⣬回収が 40 自治体，FAX
による回収が 4 自治体，㟁話⫈取による回収が 1 自治体

であった．

これと同時期に㸵月ᮎまでに Web 上に公開されている

各㒔㐨府県の感ᰁ対策本部会㆟資料（PDF ，イルࣇ

合計 2961 イル）を収集した．本作業も同様に（ᰴ）ࣇ

サー࣋イリサーࢳセンターにጤクしている．今回分析に

使用した資料は 4 月 7 日までのึ動時のものであり，合

計 369会㆟の資料（1092 ．イル）であるࣇ

３．⮬体調査の結果 
（1）特ูᥐ⨨ἲᑐ応௨前のᑐ応≧ἣ 

2020 年 1 月時点で，㒔㐨府県において危機管理ᑓ㛛部

局を設⨨しているかどうかを聞いたところ，44 自治体で

「設⨨していた」と回答があった．ただしその名⛠は，

「危機管理局」「防災局」「安全環境局」「⥲ົ局⥲合

防災部」と様々であり，所ᤸ要௳及びᶒ限領域も各組織

によって異なることが推ᐹされる．

特ูᥐ⨨法による対策本部設⨨前に，COVID19 につい

てどこが主導する体制となっていたかを聞いた結果，

「事業ᢸ当部局が主導して実施」が 37 自治体（うち 6 自

治体は危機管理部局と༠働，2 自治体は⥲ົ⣔部局と༠

働と回答），「危機管理ᑓ㛛部局が主導して実施」が 8
自治体であった．事業ᢸ当部局名については，ࡰᗣ

⚟♴部局との回答であった（図 1）． 
このことから，日常的な組織として危機管理部局は存

在しているものの，今回の感ᰁ対応については事業対

応部局主体である自治体が多いこと，また地方自治体間

で回答が分かれていることからも，組織対応の点で危機

管理部局の位⨨づけが，自↛災害時に比べるとあいまい

であることがわかる．平川（2016）では，当時の実態調

査の結果から「自治体においてᗣ危機管理対応は危機

管理対応とは異なる体制にある」と指しており，今回

の結果は，現実的な㐠用実態としてもこの結果を付け

るものであった．

また国の対策本部が設⨨される前に⊂自に対策本部を

設⨨したかどうかを聞いたところ，44 自治体で「設⨨し

た」と回答があった．設⨨時期は 1 月中᪪から 3 月上᪪

までばらつきがあるが，各自治体の感ᰁ状況の違いと，

体制強化の手順・手続きや規定の違いが関係しているこ

と考ᐹされる．

この⊂自に設⨨した対策本部名について聞いた所，

「新ᆺコロ࢘ࢼイルス感ᰁ対策本部」または「新ᆺコ

ロ࢘ࢼイルス対策本部」（方，警戒本部含む）が自治

体 34自治体，「危機管理」が含まれる対策本部名が 6 自

治体，「・・会㆟」と記述したところが 4 自治体であっ

た．いくつかの自治体で」数の名⛠が記入されており，

自治体により状況のᣑ大に応じて対応組織体を変化させ

ていることもわかった．

またこの対策本部の設⨨については，多くの自治体で

「要⥘に基づく設⨨」という手順をとっていることも確

認できた．一方，「設⨨しなかった」とした 1 自治体に

ついては，HP 上の公開資料から実態を確認すると，1 月

ୗ᪪から要領に基づき「ᢸ当者会㆟」が設⨨され，対策

本部同等の役割を果たしていたが，᭱⤊的にᗇ内におけ

る公式な「対策本部」設⨨には⮳らなかった，と推ᐹさ

れる．

 対策本部設⨨の理由についてきいたところ，「㤳長の

決定・指示に基づき設⨨」が 14自治体，「1月 30日の国

の対策本部設⨨に基づいて設⨨」が 8 自治体，「事前計

画の基準に基づいて設⨨」が 7 自治体，「自㒔㐨府県内

で感ᰁ者が発生したから」が 6 自治体と回答が分かれて

いる．その他，「国の指定感ᰁ指定を受けて」「࿘㎶

自治体における感ᰁ者発生」などが理由としてᣲげられ

ていた（表 1）． 

図 1 対策本部設置前の対応体制(SA) 

表 1 対策本部が設置された理由（特措法前） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ᅇの新ᆺコロ䝘ウイルスの対応䛿䚸特ᥐ法にᇶ䛵いた対策本

部が設⨨䛥れる前䛿䛹䛣が主ᑟする体ไで対応してい䜎したか

事ᴗ担当部ᒁが主ᑟして実施

༴ᶵ⟶理ᑓ㛛部ᒁが主ᑟして実施

䛭のの部ᒁが主ᑟして実施

ᅇ⟅数 䠂

自都道ᗓ県内でឤᰁ⪅が発生したから 6 13%

1月䠏䠌日の国の新ᆺコロ䝘ウイルスឤᰁ対策
本部設⨨にᇶ䛵いて設⨨ 8 18%

事前計画のᇶ‽にᇶ䛵いて設⨨ 7 16%

㤳㛗のỴ定・指♧にᇶ䛵䛝設⨨ 14 31%

䛭の 11 24%

体ไᙉ䠄4䠅࿘㎶でのឤᰁ⪅発生䠄3䠅
指定ឤᰁ指定䠄3䠅ಖ部㛗ุ断䠄1䠅

合計 45
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 対策本部の組織体制については「当ึから全部⨫が参

加する全ᗇ的な体制」が 38 自治体，「当ึは事業ᢸ当部

局と関係部局のみ」が 7 自治体，「当ึは事業ᢸ当部局

のみ」が 1 自治体という回答だった．これらの体制は 39
自治体で特ูᥐ⨨法による対策本部設⨨まで変化してお

らず，「変化した」と回答した 6 自治体が「全部⨫が参

加する全ᗇ的な体制へ」と回答しており，᭱⤊的にࡰ

全ᗇ的な対応を行う体制となったことがわかる（図 2）． 
 以上の結果は，いずれも当ึは各自治体の判断による

組織対応がなされている実態を示している．特に感ᰁ者

発生や数の変化が各自治体により異なり，そこに危機の

ᤊえ方の違い，そこに事前の体制設定内容の違いが加わ

り，対策本部という名の多様な組織が存在した．自治体

毎の施策の違いや対応活動の違いは詳細な資料分析を必

要とするが，この時点で危機対応における全国的な制度

ᯟ組は準備されておらず，結果，自治体⊂自の対応がな

されたことになるが，同時に法的・制度的な付けがな

く自治体㔞が表れた時期とも言える． 
 
（2）特ูᥐ⨨ἲにᇶ࡙ࡃᑐ⟇本部のᑐ応≧ἣ 
 特ูᥐ⨨法に基づく対策本部はどこが主導して実施し

たかを聞いた結果は，「事業ᢸ当部局（保⚟♴部局・

感ᰁ部局）が主導」が 30 自治体，「危機管理ᑓ㛛部局

が主導」が 18自治体，「その他（⥲ົ部）」が 1 自治体

となっている（ただし事業部局と危機管理方に回答が

ある 4 自治体含まれている）．先の特ูᥐ⨨法前に比べ

ると，危機管理ᑓ㛛部局主導がやや増えている（図 3）． 
組織体制は「当ึから全部局が参加する全ᗇ的な体制」

が 44 自治体であり，もう 1自治体は 4 月 7 日の国の⥭ᛴ

事態ᐉ言を受けて全ᗇ的体制に移行との回答であった．

また対策本部設⨨後の体制変化について，事業部局の変

᭦・ᣑ大（1 自治体），対策本部内の体制強化（4 自治

体），危機管理課主導への切り᭰え（1 自治体）の回答

があった．特ูᥐ⨨法前の対策本部当ึに比べると，設

⨨時に全ᗇ的な体制となっていることがわかる． 
この特ูᥐ⨨法による対策本部に切り᭰わったことで，

課題となったことを」数回答で聞いたところ，「部局に

よって業ົ内容が変化しΰした」が 9 自治体，「計画

で決定していた体制ではうまく動かなかった」が 4 自治

体，「情報⣔統のΰ」が 1 自治体，「㒔㐨府県の決定

ᶒ限の不明確さのΰ」が 3 自治体，「全ᗇ的な組織へ

の切り᭰えに時間を要した」が 2 自治体となっている．

一方，「特になし」「無回答」の回答は合わせて 31 自治

体となっている（表 2）． 
 
４．ᑐ⟇本部㈨ᩱのศᯒ 
（1）ᑐ⟇本部㆟㈨ᩱබ㛤≧ἣ 
 各自治体のHPで新ᆺコロ࢘ࢼイルス感ᰁの対策本部

会㆟の実施状況および資料については，45 自治体で確認

できた．このうち開ദ回数が読み取れる自治体が 44 自治

体であり，10 回以上が 15 自治体，5-9 回が 25 自治体，4
回以ୗが 4 自治体であった．᭱大で 22 回，᭱小 3 回であ

った．回数は必ずしも 4㸭7 までの⣼計感ᰁ者数と相関し

ていない（表 3）．これらは対策本部となる以前のᢸ当

者会㆟や調整会㆟を加えておらず，対策の実態を示すわ

けではないが，一方で各自治体による対策本部会㆟の位

⨨づけや役割の違いを示した結果であるといえる． 
 

 
図 2 特別措置法前の対策本部体制（SA） 

 

 
図 3 特別措置法後の対策本部体制（SA） 

 
表 2 特別措置法後の対策本部移行時の課題（MA） 

 
 

表 3 4／7 までの都道府県別累計感染者数 
（赤字は対策会議 10回以上開催） 

 
ὀ）感ᰁ者数は「新ᆺコロ࢘ࢼイルスの感ᰁ状況」 

       （www.asahi.com/special/corona/）より計算 
  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対策本部設⨨当ึについて䠈䛹のよ䛖な⤌⧊体ไでしたか䠛

対策本部設⨨当ึから部⨫が参加するᗇ的な体ไ

対策本部設⨨当ึ䛿䚸事ᴗ担当部ᒁと関ಀ部ᒁのみの体ไ

対策本部設⨨当ึ䛿䚸事ᴗ担当部ᒁのみの体ไ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特ᥐ法にᇶ䛵いた対策本部䛿䛹䛣が主ᑟする体ไで対応してい

䜎したか

事ᴗ担当部ᒁが主ᑟして実施

༴ᶵ⟶理ᑓ㛛部ᒁが主ᑟして実施

䛭のの部ᒁが主ᑟして実施

䠄」数ᅇ⟅䠅 ᅇ⟅数 䠂

国・市町村とのሗ連⤡が䚸ឤᰁ➼対応の系
⤫と␗なるので䚸対応がΰした 1 2%

㝔・ಖᡤに対する指௧系⤫がኚし䚸
明☜にな䛳た 0 0%

ᗇ的な⤌⧊対応にษり᭰わる䜎でに時㛫を要
したとឤ䛨る 2 4%

都道ᗓ県知事のỴ定ᶒ限が明☜であり䚸施策
のỴ定・実施にあたりΰした 3 7%

部ᒁによ䛳て䛿ᴗົ内容が大ᖜにኚし䚸対応
にΰを᮶した 9 20%

計画でỴ定していた体ไで䛿䛖䜎く動かなか䛳た 4 9%

䛭の 1 2%

特になし・↓ᅇ⟅ 31 69%

東ி都 1215 大分県 35 㛗野県 14
大阪ᗓ 483 Ἀ⦖県 34 富山県 13
༓ⴥ県 298 宮城県 32 ୕㔜県 13
神奈川県 291 和ḷ山県 31 㟷᳃県 12
ឡ知県 260 ⩌㤿県 29 ᒸ山県 12
රᗜ県 229 奈Ⰻ県 28 㛗ᓮ県 12
ᇸ⋢県 219 ⚟ᓥ県 24 宮城県 12
⚟ᒸ県 199 ㈡県 24 秋田県 11
北海道 198 ឡ県 23 佐㈡県 11
ி都ᗓ 145 山県 22 ᚨᓥ県 3
Ⲉ城県 77 㟼ᒸ県 22 鹿ඣᓥ県 3
ᒱ㜧県 69 ⇃本県 21 㤶川県 2
⚟県 65 ᰣ木県 20 ᒾ手県 0
石川県 55 山ᙧ県 19 㫽取県 0
高知県 38 ᗈᓥ県 19 ᓥ᰿県 0
新₲県 37 山ཱྀ県 16
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（2）㈨ᩱのᥦ♧᪉ἲ 
 対策本部会㆟資料の公開による提示方法には各自治体

で違いがある．分析可能な 43 自治体について，1 会㆟あ

たりの平均資料数（ࣇイル数）を見ると，1 イルࣇ

が 14自治体，2ࣇイル以ୗが 13自治体，2ࣇイル㉸

が 16 自治体となった．1 イルは本部会㆟資料全体をࣇ

1 イルとして提示しているが，2ࣇ イルの場合は㆟ࣇ

事録をูῧとしている場合が多い．3 イル以上の表ࣇ

記は，参考資料をูῧとしたり項目毎に資料を提示した

りする場合があった． 

なお会㆟情報をWeb上で公開していない自治体は全く情

報提供していないのではなく，住民向けの情報として࿘

知するものを，広報や知事発言の中で提示していること

がWEBで把ᥱできている．つまり対策本部会㆟の活動を

方として設定しており，その手法も自治体判断であるこ

とを指しておく． 

（3）㆟㈨ᩱの特徴 
 収集・分析対象とした 369 会㆟の資料内容について，

以ୗのど点で整理した． 

a)（）ࡁ㈨ᩱのᥦ♧ 
 会㆟資料において（案）または（ᨵ定案）と記載して

いる資料の存在する会㆟を数えたところ，24自治体 65会

㆟で 87 資料を確認できた．᭱も多い自治体は大㜰府で 7

回の会㆟資料で 17 の（案）付き資料が提示されていた．

このような資料の提示は対策会㆟の検討状況が動的に伝

わる効果をもたらしている．一方，このような資料を使

わず，各部局の報告・事実確認の資料のみの公開資料の

自治体もある． 

b)ᨻ⟇概要のグ㍕

会㆟資料において「実施するᨻ策等に関する概要が記

載されているか」ࢳェックしたところ，16自治体の 49会

㆟で確認された．概要の内容は，予算項目の概要や国や

自治体の感ᰁへの対策方㔪などである．この資料作成

においては，組織間および市民との情報共有を念㢌にお

いた一手間が必要であり，対策本部資料にᚑ来とは異な

る位⨨づけを⨨いた取組といえる． 

c)࣡ࣃー࣏ント㈨ᩱのᥦ♧

近年国の報告資料含め，会㆟体資料としてἼ和=࣏イン

ト資料の活用が進ࢇできている．今回の対策本部資料に

いてどの程度利用されているかを数えたところ，36 自治

体 153会㆟（41.4%）で使用されていることが確認できた．

一方 36自治体のうち，会㆟における使用⋡ 5割以上の自

治体は 16 自治体であり，自治体間で差があることが指

できる．なお㫽取県は今回対象となった 12回の公開会㆟

資料においてすべてが࣡ࣃー࣏イントで作成されており，

ど認性と内容の一覧性が㠀常に高い．

ࡵとࡲ．５
 質問調査の結果からは，各自治体の組織対応は，自自

治体における新ᆺコロ࢘ࢼイルスの感ᰁ者発生またはそ

の警戒から対策本部となるものが設⨨され，保所およ

び保管理部局が中心となって対応していたが，COVID-

19の危険情報とともに全ᗇ的な対応へとシࣇトしている

現状が見えた．その際，危機事象ととり組織組み᭰えを

するか，組み᭰えず体制だけをᣑ大するかは，ࡰᚑ来

計画に๎っており，すなわち計画策定時にこの案௳を自

治体がどのように位⨨づけていたか，によるところであ

る．回答にあるように，対策本部も保部局主体と危機

管理部局主体が分かれており，全国的なᯟ組が共通で存

在しているわけではない．このような事象を組織㐠Ⴀ上，

水平的にᤊえるのか，垂直的にᤊえるのか，どちが望ま

しいかは㆟論が必要であるが，自↛災害との違いを指

するならば，直᥋的な資※移動が被害をᣑ大させる感ᰁ

対策は，より強ຊな判断・指示ᶒ限を付加する，つま

り垂直的統制を必要とするのかも知れない．法制度ᨵ正

において組織計画の中で一考する余地はありそうである． 

対策本部会㆟資料の分析結果から，自治体対策を実行

する上での対策本部会㆟自体の位⨨づけや，会㆟資料の

情報公開の意味付けおよび考え方，さらにそれに伴う資

料作成方法や情報ฎ理方法が，今回のような同時期・同

ード災害においても各自治体で大きく異なることがࢨࣁ

わかった．また情報ᢏ⾡の進化や情報開示の重要性，市

民との目ᶆ共有といった新しい災害対応の₻ὶが，これ

らの㐠Ⴀやᢅいに影響を及ࡰしつつも，その分自治体間

の差異が大きくなっていることも指できる．

日本の災害対応の基本は自治体対応であり，そのため

自治体毎に᭱適な対応手法があり，᭱適なマࢿジメント

方法が存在する．これらが異なることは災害対応の有利

᮲௳としても指されるが，不利᮲௳としても指され

る．感ᰁ災害など，広域かつ一元的な対応が求められ

る場合に，ᚑ来ᆺᯟ組の利点を推しすすめることで対応

可能なのかどうかは，さらに検討が必要な案௳である． 

ㅰ㎡ 
本取組は 2020 年度関西大学教育研究⥭ᛴᨭ経㈝において，

研究課題「COVID-19 における日本の対策本部活動状況の資料分

析」としてᨭ経㈝を受け，その成果の一部を公表するもので

ある．また，この内容の一部は 2020 年度関西大学社会安全学部

༞業論文「㒔㐨府県のCOVID 19 に対する対策本部会㆟資料の分

析」（筆者：内田大ẎẶ）についてまとめ直したものである． 

補注 
ὀ 1）例えば，රᗜ県や㤶川県，⚄ᡞ市，ྎ市等の検証報告᭩

が HP で公開されている． 
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静岡県ふじのくに防災士養成講座のオンライン実施
Online implementation of Fujinokuni Bousaisi training program, Shizuoka Prefecture  

in COVID-19 Pandemic  
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   Shizuoka Prefecture held Fujinokuni Bousaisi training program every year so that it could be attended at remote 
lecture venues in Numazu, Shizuoka, and Hamamatsu. However, due to the spread of COVID-19 infectious disease, 
it became difficult to hold the lecture in the form of gathering students at the remote lecture venues. Therefore, we 
changed the use of Zoom so that students could take online lectures at home or at work. In this paper, we describe the 
outline of the online lectures we conducted, the differences from the conventional distance lecture method, and the 
problems. 

Keywords : Fujinokuni Bousaisi training program, COVID-19 Pandemic, Disaster prevention personnel training, 
Strengthening local disaster prevention capabilities 

１．はじめに
静岡県は東海地震など大規模災害に備えて，防災のた

めのハード面の整備だけではなく，啓蒙活動などのソフ

ト面の対策など様々な活動を行い，防災先進県と呼ばれ

ていた[1]．そして，地域の防災力向上のために，「静岡

県ふじのくに防災士養成講座」[2]を毎年開講してきた．

この講座の発端は，平成 8 年阪神・淡路大震災を契機に，

平成 8 年度から 12 年度までの 5 年間，静岡県立大学にお

いて「防災総合講座」として開設し，修了生 237 人を全

国で初めて独自の「防災士」に認定したことにさかのぼ

る．平成 12 年度で当該講座はいったん終了したが，平成

17 年度から「静岡県防災士養成講座」として静岡県立大

学の協力（会場，遠隔講義システムの運用等）を得て開

講した．平成 22 年度より知事認証制度が発足したことか

ら，「静岡県ふじのくに防災士」に名称を変更した．平

成 17 年度から令和 3 年１月末までの 15 年間余で 2,866
人を養成し，トータルで 3,103 人が講座を修了している．

「静岡県ふじのくに防災士養成講座」の受講者の多くが，

日本防災士機構の「防災士資格取得試験」を受講し，

「防災士」の資格を取得している．

静岡県の形状を見てみると，東西の長さは約 155km，

南北の長さは約 118km で東西方向に長い形の県である．

面積で見ると，面積は 7,780km2で，全国の都道府県で 13
番目の広さになる．県内に 6 つの新幹線の駅があるとい

うことからも分かるように，県内の端から端までの移動

に時間がかかる．そこで，平成 17 年度から「静岡県防災

士養成講座」（現在の名称は「静岡県ふじのくに防災士

養成講座」となっている）を開講するにあたって，講座

のほとんどを遠隔講義として実施することになった．令

和元年度までは，沼津市，静岡市，浜松市などの遠隔講

義会場に集まって受講できるようにしていたが，新型コ

ロナウィルス感染症の拡大により，遠隔講義会場に受講

者が集まる形での開催が困難になった．そこで，令和 2
年度は Zoom を使って受講者が自宅や職場などでオンラ

イン講義として受けられる形式に変更した．

本論文では，静岡県ふじのくに防災士養成講座の概要

や，従来行っていた遠隔講義方式と令和 2 年度の遠隔講

義方式の違いなどについて述べ，令和 2 年度の課題点な

どについても報告する．

２．静岡県ふじのくに防災士養成講座と遠隔講義
 平成 17 年度からの養成講座の会場別の修了者数を表 1
に示す．平成 20 年度は，静岡県立大学の工事のために会

場を静岡県地震防災センターに変えての単独開催となっ

表 1 会場別の修了者数 
会場 

年度 沼津 静岡 浜松 下田 計 

平成 17年度 50 84 47 － 181 
平成 18年度 49 82 44 － 175 
平成 19年度 49 75 38 － 162 
平成 20年度 － 108 － － 108 
平成 21年度 30 49 23 － 102 
平成 22年度 35 72 22 － 129 
平成 23年度 45 74 37 － 156 
平成 24年度 58 137 49 31 275 
平成 25年度 56 164 44 17 281 
平成 26年度 35 128 44 － 207 
平成 27年度 32 141 40 27 240 
平成 28年度 37 129 43 － 209 
平成 29年度 33 98 39 － 170 
平成 30年度 40 100 44 － 184 
令和元年度 45 138 48 － 231 
令和 2年度 56 56 

合計 594 1,635 562 75 2,866 
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ている．平成 24 年，25 年，27 年には，伊豆の下田市に

も遠隔講義の受講会場を特設し，4 会場で養成講座を実

施した．平成 25 年から従来の遠隔講義による平日開催の

コース（A コース）に加えて，休日を主体とし遠隔講義

なしで静岡県地震防災センターにおいて開催するコース

（B コース）を設定し，受講者の利便性向上を図ってい

る．そのため，表 1 の平成 29 年度以降の静岡会場の人数

には，遠隔講義ではない B コースの人数も含まれている．

令和 2 年度は，コロナ禍のため，複数の遠隔講義会場に

集まって受講する形式から，Zoom を使った完全オンラ

イン形式に変更し，A コースと B コースの両方をオンラ

インで実施した．表 1 の令和 2 年度の静岡会場の欄には，

A コースと B コースを合わせたオンライン形式での受講

者数を記載している．

 令和元年度と令和 2 年度の講座の主な日程を表 2 に示

す．静岡県立大学をメイン会場として遠隔講義を行う場

合には，開講式と閉講式の日に静岡県立大学に受講者全

員が集まり講義を行っていた．令和 2 年度は完全オンラ

イン形式のため受講者が集まることはなかった．

表 2 講座の主な日程 
区分 令和元年度（実績） 令和２年度（実績） 
開講式 A･Bコース：令和元年 9月 3日 A･Bコース：令和 2年 9月 1日 

A コース：令和元年 9 月 3 日～9
月 18 日（必修 7 日＋任意 3 日，

31講義) 

Aコース：令和 2年 9月 1日～9月
16日（必修 7日，25講義) 

講 義 Bコース：令和元年 9月 3日～12
月 15 日（必修 9 日＋任意 3 日，

31講義) 

Bコース：令和 2年 9月 1日～11
月 14日（必修 9日，25講義) 

閉講式 Aコース：令和元年 9月 18日 
Bコース：令和元年 12月 15日 

Aコース：令和 2年 9月 16日 
Bコース：令和 2年 11月 14日 

 遠隔講義として実施するために，平成 17 年度は静岡県

が整備した複数映像伝送が可能な遠隔講義システム[3]を

使用し，静岡会場（静岡市産学交流センター）をメイン

会場に，沼津会場（ぬまづ産業振興プラザ）と浜松会場

（静岡文化芸術大学）をサブ会場にして遠隔講義を行っ

た．平成 18 年に遠隔講義のメイン会場を静岡市産学交流

センターから静岡県立大学に変更し，遠隔講義を実施し

た．当初は CIF 画像と XGA のプレゼンテーション画像

を伝送できるビデオ会議システムを使用していたが，HD
画像が伝送できる高画質のビデオ会議システムに変更[4]，

さらにフル HD 画像が伝送できるビデオ会議システムに

変更して遠隔講義を行った．令和元年度の A コースでの

遠隔講義の様子を図 1 に示す． 

図 1 3会場を結んだ遠隔講義の様子（令和元年度） 

令和 2 年度は，A コースでは静岡県立大学をメインの

配信会場，B コースでは静岡県地震防災センターをメイ

ンの配信会場として，Zoom を使って遠隔講義を行った．

静岡県立大学で Zoom を使って遠隔講義を行っている様

子を図 2 に示す．

図 2 静岡県立大学での遠隔講義の様子（令和 2年度） 

３．令和元年度と令和2年度の講座の比較 
令和元年度までは複数の遠隔講義会場に受講者が集ま

る集合型の遠隔講義を行っていたが，令和 2 年度は

Zoom を使って受講者が集まらない完全オンライン型の

遠隔講義を実施した．令和 2 年度は，Zoom を使ってい

るため，自宅や職場から受講ができるので，令和元年度

に比べて，会場までの移動が必要ないという利点がある．

しかし，表 1 の令和元年度の受講者の総数は 231 名で，

令和 2 年度の総数は 56 名となり，修了者数が減少してい

る．表 1 に示した数値は修了者数を表しているので，実

際にはそれ以上の数の受講者がいる．令和元年度と令和

2 年度の申込者の内訳を表 3 に示す．表 3 の括弧内には

平均年齢を示す．令和 2 年度の申込者数減少の理由とし

ては，募集期間が短く，途中で受講方法が Zoom 利用に

変更になり，さらに日本防災士機構の「防災士」の受講

資格が得られなくなったことが影響していると思われる．

また，自主防災組織などの関係者は年配の方が多いため

に，Zoom 利用の受講に抵抗があった可能性がある．し

かし，フォローアップ研修として受講するふじのくに防

災士にとっては再履修しやすくなったと思われる．

表 3 令和元年度と令和 2年度の申込者数の内訳 
年度 Ａコース Ｂコース 聴講等 計 

令和元年度 182名（49.9歳） 69名（49.3歳） 25名 276名 
令和 2年度 44名（45.6歳） 21名（47.4歳） 45名 110名 

４．おわりに
地域の防災力向上のためには，人材の育成も重要であ

る．新型コロナウィルス感染症の感染拡大により，対面

による講習などが難しくなったが，Zoom などを利用す

ることにより自宅や職場などから受講することが可能と

なった．しかし，高齢者などにとっては Zoom などの利

用の敷居がまだまだ高い．それらの点を解消することが，

今後の受講者増加に繋がると思われる．
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࡚࠸ࡘる㑊㞴にࡅの１㹼Ἑᕝỏ℃におࡑ
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   While the national government is taking various measures against the intensifying flood damage, the residents, who 
are the main actors who take evacuation actions when a crisis actually approaches, are aware of the changing threat of 
natural disasters. Based on a questionnaire survey conducted on the residents of the core municipalities, we will 
consider whether they have a sense of crisis. 

Keywords : River flooding, Evacuation behavior, Questionnaire survey, Hazard map 

１．はじめに
平成 30 年 7 月㞵や令和元年房総半島台風・東日本台

風、令和 2 年す日本㞵など、近年は大つᶍな水害が発

生し被害をཬࡰしている。令和 3 年 3 月 5 日には、災害

対⟇基本法のᨵṇが㛶議Ỵ定され、避難່告やᣦ示を

一本化することや、市長村長がᒃ住者を安全な他の市町

村に避難させるに当たって、市町村間の༠議を可能とす

るためのつ定をᥐ⨨するなど、災害避難に関する情報や

組みの見直しが始まる見㎸みである。⃭甚化する水害

に対しこれまでの組みでは対ᛂが困難であり、流域治

水に関連する法律ᨵṇの動きなど、水害対⟇を取りᕳく

動きは、まさに過Ώ期と言っても過言ではない。

 本研究では、避難行動の主体である住民の認識と༴機

ឤをアンケート調査によって考察する。

࠸≻ㄪᰝの⫼ᬒとࢺーࢣࣥ．２
ឡ知県岡ᓮ市は人口約 38 人の中᰾市で、市内に 40

以上のἙ川が流れ、東部に中山間地を有する風ග明な

地形である。平時は多様な自↛のᜠᜨを受けているが、

災害時は広い⠊囲でἙ川ỏ℃やᅵ◁災害のリスクが高い

特性を有している。特に、市内を⦪᩿する▮作川のᾐ水

想定（想定最大つᶍ）によると、市街地を中心に、約 20
人の市民が影響を受ける。(図-1) 

このように、多数のᒃ住者が避難行動をồめられる中、

一斉避難によるや混乱の発生がᠱᛕされる。そこで

本研究では、岡ᓮ市が▮作川ỏ℃時の広域避難計画を⟇

定するに当たり、できるだけ避難をに行うために住

民の避難意向調査を実施することとした。

ㄪᰝのᴫせࢺーࢣࣥ．３
(1) ᅇ⟅⪅のᒓᛶ

調査は、令和 3 年 2 月 1 日～2 月 19 日に、㒑送と Web
による調査を実施した。㒑送では▮作川ἢ⥺にᒃ住する

住民に 1,000 通発送し、495 件の回⟅があった。Web では

期間中に 1,514 件の回⟅があり、合計 2,009 件の回⟅があ

った。回⟅者を年代別に集計したところ、特定の年代

の೫りは見られなかった。 (図-2) 
回⟅者の中で、災害時要配៖者と同ᒃしている方は

1,246 件と多く、6 割以上の方は避難を行う際に、何かし

らの配៖が必要であることが分かった。(図-3) 

図 1 ᒸᓮᕷ▮సᕝᾐỈ定༊ᇦ図㸦定᭱つᶍ㸧 

図  ㄪᰝ対象のᖺ㱋ᵓᡂࢺーࢣࣥ �
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図 � ྠᒃ࠸࡚ࡋるせ㓄៖⪅㸦」数ᅇ⟅㸧 

��� の認知ᗘ➼の≧ἣࢻーࢨࣁ

ᾐ水想定域内と域外で比㍑するため、ᒃ住町丁目の回

⟅を基にᾐ水想定の有無をุ別し、アンケート結果を

り分けた。防災対⟇の状況にそれほど大きな違いは無く、

むしろᾐ水域外の住民の方が、対⟇している割合が高い

㡯目が 3 㡯目あり、リスクの高い地域ほど対⟇をしてい

るという一般論とは␗なる結果となった。(図-4) 
市内の災害リスクは、▮作川のỏ℃以外にも、他のἙ

川ỏ℃やᅵ◁災害、地震災害などがある。そのため一ᴫ

には言えないが、影響が一␒大きい▮作川のᾐ水域にᒃ

住する住民の備えが進んでいないことは、被害がᣑ大す

ることに⧅がるため、᪩ᛴな対⟇が必要である。

図 � ᾐỈᇦෆእの㜵災対⟇ 

ハࢨードマップの認知率については、約半数が「知っ

ている」と⟅えた。岡ᓮ市はハࢨードマップを作成時に

全世帯に配布していることもあり、他地域よりも高い数

್を期ᚅしていた。そこで内㛶府が令和元年東日本台風

等で被災した地域に実施したアンケートと比㍑すると、

そちらの結果は 75.5㸣と、ຎる結果であった。 (図-5) 

図  の認知ࣉࢵ࣐ࢻーࢨࣁ �

この点については、行ᨻのアプࣟーチにもၥ㢟がある

と考えており、別の設ၥにて、災害情報の入手方法をᑜ

ねたところ、ࢸレࣅ・ラࢪオ(35㸣)の割合が高く、防災

メール、SNS(32㸣)、インターࢿット(25㸣)と続いており、

SNSやインターࢿットの割合が高いことが分かった。 (図
-6)情報をఏえる፹体が増えたことは႐ばしい一方、行ᨻ

も、これまでのようなห行物や࣍ー࣒࣌ーࢪでの広報に

加え、SNS での配信などにも力を入れて取り組む時代と

なっている。

図 6 災害ሗのධᡭ方法 

��� ➼の⌮ゎᗘࣉࢵ࣐ࢻーࢨࣁ

ハࢨードマップを認知している回⟅者を対象に、ᒃ住

している場所のᾐ水῝の想定をᑜねたところ、(図-7)のよ

うな回⟅結果となった。回⟅結果と、実際のᾐ水想定の

有無を比㍑したところ、ᾐ水想定区域内のᒃ住者 784 件

のうち、ᾐ水を想定していないと回⟅した数は、268 件

あり、約 34㸣がᾐ水想定を༴㝤側に間違えて理解してい

る結果となった。こうした༴㝤側のリスクㄗ認は、▮作

川から離れた地域ほど多く、▮作川ἢ⥺の住民のṇ解率

は約 5割あったのに比べ、ἢ⥺外の住民のṇ解率は 8㸣で

あった。▮作川のỏ℃域は広⠊におよࡪため、ἢ⥺から

の㊥離によって理解に違いが現れることが確認された。

図 � ᒃఫሙᡤのᾐỈ῝ 

 さらに、ᾐ水῝の数字がどの程度ṇしく理解されてい

るかを確認したところ、ṇしく理解している住民はᾐ水

῝の回⟅があった 522 件のうち 158 件であり、ハࢨード

マップの通りにㄗᕪなく回⟅した住民は全体の約 30㸣で

あった（表 1）。表 1においてᾐ水῝の過大ホ౯（1～4）
は 223 件、過小ホ౯(-1～-4)は 141 件であった。岡ᓮ市が

発行している水害対ᛂ࢞イドࣈックでは、Ἑ川ごとのỏ

℃想定において、ᾐ水῝やỏ℃流などのリスクにᛂじて

避難の要ྰやタイ࣑ングをフࣟーチャートで確認する

「逃げどきマップ」を用意しており、住民一人ひとりが

避難方法を考え、個々の適切な避難を検討するよう࿘知

している。水害時の適切な避難行動について考えてもら

う上でᾐ水῝のᢕᥱは重要なことであり、ṇ確な理解を

びけている。さらに、流㏿やᾐ水⥅続時間について

は、分からないとの回⟅が共に 4 割近く、ᾐ水῝に比べ

理解率が低いことが分かった（図 8、図 9）。流㏿による

被害面✚が広い▮作川においては、流㏿によってᆶ直避

難が難しい地域であることを理解してもらう必要がある。

他方、岡ᓮ市による住民のၨ発は、アプࣟーチのᕤኵ

や頻度が不㊊していると言わࡊるを得ない結果であった。
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図 � ᒃఫሙᡤのỏ℃ὶ

図 � ᒃఫሙᡤのᾐỈ⥅⥆㛫

表 1 定ᾐỈ῝とのㄗᕪとᅇ⟅数 

ṇゎとのㄗᕪ�P� ᅇ⟅数�Q� ᅇ⟅合��� 

� 1� ���� 

� 1� ���� 

� �� 1���� 

1 1�� 1��1� 

� 1�� ����� 

�1 �� 1���� 

�� �� ���1 

�� 1� ���� 

�� 1� 1��1 

ィ ��� 1����� 

��� ▮సᕝのỏ℃に対ࡍる㑊㞴ពྥ

▮作川のỏ℃が予想される場合の避難についてᑜねた

ところ、ᾐ水域内に所在する住民のうち、44㸣は避難し

ないと回⟅した。(図-10) 

図 1� ᾐỈᇦෆᒃఫ⪅の㑊㞴のពྥ

さらに、避難の意向を年代別に集計したところ、図-11
のような結果となり、避難すると回⟅した割合が一␒高

かったのは 20 ṓ代の 38㸣、50 ṓ代が 22%と一␒低い結

果となった。

図 11 ᖺ௦ูの㑊㞴ពྥ

 避難すると回⟅した住民のうち、何をきっかけに避難

を開始するかのၥいについて、一␒多かったのは「ఀໃ

‴台風クラスの台風が接近したとき」であり、次いで

「避難ุ᩿水位」「避難ᣦ示」「避難່告」と、ྡ⛠に

「避難」が含まれているㆡ歩の回⟅が多い傾向が見られ

た。一方、ὥ水・大㞵特別警報をトリ࢞ーとするという

回⟅も多い。特別警報は᪤に災害が発生している可能性

があり、そのタイ࣑ングでの避難が༴㝤であることを理

解してもらう必要がある。(図-12) 

図 1� 㑊㞴㛤ጞの࢞ࣜࢺーとࡍるሗ

逆に、「避難しない」と回⟅した方に、その理由をᑜ

ねたところ「必要性をឤじない」との回⟅が一␒多く、

次いで「⛣動手段がない」「᪂ᆺコࣟナ࢘ィルスの⨯ᝈ

が心配」との回⟅が多かった(図-13)。自由記㏙として、

「避難場所が⊃い」「ットを⨨いて避難できない࣌」

「㞀がい者と同ᒃしている」の回⟅も多く、こうした避

難行動そのものに困難さをឤじている住民の対⟇が必

要である。

図 1� 㑊㞴⏤⌮࠸࡞ࡋ�0$�
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これまでの調査から、ハࢨードの理解と避難の意向に

関する関係性を調べた。表 2 は、ᾐ水想定区域内の住民

のハࢨードの理解と避難の意向を整理したものであり、

表 3 は反対に、ᾐ水想定区域外の住民について整理した

ものである。

表 � ᾐỈ⠊ᅖと推定ࢀࡉるᅇ⟅⪅の 

ᾐỈ῝の⌮ゎと㑊㞴ពྥ 
ᾐỈ῝の 

⌮ゎ 
㑊㞴ࡍる 

㑊㞴࡞ࡋ

 ࠸

わ࡞ࡽ

 ࠸
合ィ 㑊㞴⋡ 

㑊㞴ពྥ

᫂⋡ 

1�P と⌮ゎ �� 1� 11 �� ������ 1����� 

�P と⌮ゎ �� �1 �1 1�� ������ ������ 

�P と⌮ゎ �� �� �� 1�� ������ �1��1� 

���P と⌮ゎ �� �� �� 1�� ����1� ������ 

ᾐỈ࠸࡞ࡋ

と⌮ゎ 

�� 1�1 �� ��1 ��1�� 1����� 

わ1 ࠸࡞ࡽ� � � �� ������ ������ 

表 � ᾐỈ⠊ᅖと推定࠸࡞ࢀࡉᅇ⟅⪅の 

ᾐỈ῝の⌮ゎと㑊㞴ពྥ 
ᾐỈ῝の 

⌮ゎ 
㑊㞴ࡍる 

㑊㞴࡞ࡋ

 ࠸

わ࡞ࡽ

 ࠸
合ィ 㑊㞴⋡ 

㑊㞴ពྥ

᫂⋡ 

1�P と⌮ゎ � � 1 1 �� 1����� 

�P と⌮ゎ � � 1 � ���1�� 1����� 

�P と⌮ゎ � � 1 � ������ 1����� 

���P と⌮ゎ � � � 1� ������ 11���� 

ᾐỈ࠸࡞ࡋ

と⌮ゎ 

�� ��1 �� ��� 1����� ��1�� 

わ1 1 � � 1 ࠸࡞ࡽ������ �� 

「避難する」と⟅えた 331 件のうち、276 件(83㸣)は自

Ꮿのᾐ水可能性についてハࢨードマップの通りに理解し

ており、「避難しない」と⟅えた 563 件（63㸣）や「分

からない」と⟅えた 187 件（74㸣）に比べて、リスク認

知がṇしい傾向にある。

 避難に関する意識がそれほど高くないことは、これま

での調査結果でも明らかとなったが、実際にどのような

アプࣟーチをすれば、住民の避難行動に⧅がるのかを考

えるため、住民が▮作川ỏ℃時に、どういったことに༴

機ឤを持っているのかを整理した。(表-4)

表 � ▮సᕝỏ℃の影響の認知 
ࢡࣥࣛ ⏕࣭

ேయの
影響 

ఫᏯ࣭
㈈⏘の
⿕害 

♫࣭
Ꮫᰯの
⿕害 

㛗ᮇⓗ
ᾐỈ࡞
による
⏕ά㞀
害 

㑊㞴ᡤ
のᾐỈ 

㐨㊰⿕
害࡞
移ື㞀
害 

 

� ��� ��� ��1 ��� ��1 111� 1��� 

� ��� ��� ��� ��� ��� ��� ��� 

� ��� ��� ��� ��� ��1 ��1 �1� 

� ��� ��� �1� 1�� ��1 �� �� 

1 ��1 �1� �11 1�� ��� �1 �� 

37 ��� ��� ��� 1��� ��� ���� ���� 

 この結果から「生・人体の影響」に比べ、㐶かに

「大ໃが避難することによる」や「道路や路⥺等の

被害による⛣動㞀害」について影響を受けるとの回⟅が

多く、自分たちに直接的な༴㝤が㏕ることをあまり想定

していないことがఛえる。

さらに、それࡒれの設ၥに対して 5 段㝵ホ౯の回⟅を

基に、表 4 の最下行にポイントを⟬出した。⟬出は、中

間の「3（どちらともいえない）」を基準として 0 ポイン

トとし、「5（影響がある）」に 2 ポイントを、「4（や

や影響がある）」に 1 ポイントを加⟬し、逆に「1（影響

はない）」に 2 ポイントを㝖して、「2（あまり影響はな

い）」に 1 ポイントを㝖する方法を用いた。「大ໃが避

難することによる」のポイントは、「生・人体

の影響」に比べおよそ 5 ಸ多く、「長期的なᾐ水による

生活の影響」も約 3 ಸとなった。他地域の災害イメー

が影響しているからか、日常生活が困難になることࢪ

の影響をᠱᛕする人が多いことが分かった。

４．ㄪᰝ結果と今後のᬑཬၨⓎάືの方針
岡ᓮ市では、これまでも⫋員出๓ㅮᗙやㅮ⩦会、࣑ࢭ

ナーやカ⦎などを通じて、住民のၨ発活動を頻度高く

実施している。その結果、防災意識の高い町内会や NPO
等が存在している一方、一般市民を対象としたアンケー

ト結果では、ハࢨードリスクの認知が༑分ではなく、避

難すべき人が避難しない人が多いという結果となった。

 避難しない理由として、要配៖者や࣌ットと同ᒃする

と回⟅した件数が多いことに関しては、᪩ᛴに対ᛂが必

要であり、⚟♴避難所の存在や避難所の࣌ット同行避

難の࿘知など、避難を㌋㌉う事㡯を解ᾘすることに力を

入れる必要がある。

 年齢ᒙがⱝいほど、避難する意向が高いことは、᪂た

な発見であった。ただ、これまでၨ発に力を入れていた

のは、⫋員出๓ㅮᗙやㅮ⩦会であり、そのཧ加者には年

齢ᒙの高い世代が多かった。最近では、自治体行ᨻの施

⟇を YouTube で配信する事例も多く、住民が身近にឤじ

る፹体を用いて、今まで上手くアプࣟーチが出᮶ていな

かったⱝい世代にも防災意識を広げ、率先避難者や災害

時要支援者の避難の助などを期ᚅできるようにしたい。

５．まとめ 

 本調査からは、水害リスクをṇしく認識すると、避難

行動の意識向上に⧅がりうることがᢕᥱできた。これか

ら、20 人を対象をする避難計画を作成するにあたり、

自身が避難すべきかྰかを理解しなければ、無用な避難

が多く発生する。それは混乱やによる逃げ遅れを生

み、結果として住民の༴㝤性は高いままである。

 今、⃭甚化・頻発化する水害に対して、ハード整備

や自分では避難できない方の支援体制のᵓ⠏など、行

ᨻが行うべきことは、㎿㏿に㈐௵を持って進める必要が

ある。その一方、やはり最終的に自分の身を守るのは自

分であり、家᪘や近所の方々と助け合うのは、地域に住

む人たちであることは、今も᫇も変わりがないはずであ

る。岡ᓮ市は、12 年๓に水害を受け、ᑛい 2 ྡのがዣ

われてしまった。当時、多くの人がឤじた「助ける気持

ち」と「助かる気持ち」を今一度思い出し、日本一防災

意識が高い自治体を目ᣦして、普ཬၨ発を進める。

ㅰ㎡

 本研究の一部は，文部科学省科学技術試験研究委ク事業「防

災対⟇に㈨する南海トラフ地震調査研究プ࢙ࣟࢪクト」の支援

により実施された．
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ᾘ㜵ᅋのᣢ⥆ྍ⬟ᛶのྥ上に㛵ࡍる研究

㸫ᾘ㜵ᅋဨのアンケートㄪᰝを㏻࡚ࡌ㸫
Study on Improvement of  Sustainability in Volunteer Fire Department 

- Through questionnaire survey of volunteer firefighters -

ᯇ下  平
1
，Ỉ野 㞞அ

1
，関⃝ ឡ2 

Kohei MATSUSHITA1, Masayuki MIZUNO1 and Ai SEKIZAWA2

1 東ி理科大学大学院 理工学研究科 国際ⅆ災科学専ᨷ 
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2 東ி理科大学 研究推進ᶵ構 ⥲合研究院 ⅆ災科学研究ᡤ 
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   The number of volunteer firefighters has been decreasing year by year, and aging of members is also an issue. In 
order to analyze how to secure future members and how to improve the activities of volunteer firefighters, a 
questionnaire survey was conducted on volunteer firefighters in three areas to find out how they joined, why they will 
leave, and whether or not they can attend disaster sites depending on the time of day. I conducted a comparative analysis 
of regional differences in the possibility of leaving volunteer firefighters in the near future and the likelihood of 
participating in a large-scale disaster, depending on social attributes such as age and employment status of them. 

Keywords: Volunteer fire department, Volunteer firefighters, Fire brigades, Sustainability, Neighborhood association, 

１．ᗎㄽ
ᡃが国のᾘ防ᅋはᾘ防組⧊法で規定された非ᖖ備ᾘ防

ᶵ関であり，当ヱ地域に在住または在している18ṓ以

上の有志によって構成されている．その構成員であるᾘ

防ᅋ員のṤどは各々が別にṇ業をᣢっており，自らの㒓

ᅵを自らᏲるという⢭⚄のもと，ṇ業の合間を⦭ってᾘ

防活ືにᚑ事しており，ᖖ備ᾘ防ᶵ関を構成するᾘ防ྣ

員とは性質が大きく異なる．

ᾘ防ᅋ員の数はᾘ防ྣ員の⣙5ಸであるが，近年全国的

にῶ少しており，2020年4月1日時点で前年から1人以上

ῶ少し818,478人となった．ేせて高㱋化も進んでおり，

平均年㱋は前年から0.3ṓ上᪼し41.9ṓとなった1)． 
㜰⚄・ῐ㊰大震災や東日本大震災，2016年の⣒㨶川市大

規模ⅆ災➼が示したように，大規模災害時にはᖖ備ᾘ防

のみでは対応能力が不㊊するᠱᛕもあることから，ᾘ防

ᅋのᣢ⥆可能性の向上，特に人的ື員力の要であるᅋ員

確ಖは重要課題と言える．➹者自㌟も2つのᾘ防ᅋにᡤᒓ

した経験から，高㱋化やᅋ員確ಖの難しさを実ឤしたと

ころでもある．

前述のとおりᾘ防活ືをṇ業としていないᾘ防ᅋ員は，

各々の社会的ᒓ性が活ືに少なからず影響を与えること

が考えられる．例えば自営業者であるか被㞠用者である

かによって活ືへのཧ加状況➼に差が生じることは想ീ

に難しくない．なお，ඖ᮶ᾘ防ᅋ員は多くが自営業者で

あったが，2020年4月1日時点で全国の被㞠用者ᅋ員率は

73.9㸣となっている． 
本研究では，現ᙺのᾘ防ᅋ員へアンケートを実施し，

入ᅋ経⦋やᑗ᮶考えられる㏥ᅋ理由，大規模災害時の時

間帯別ཧ集可ྰ➼を調査した．これらをṇ業の業ែや在

住・在状況➼によって分類し分析することで現状をᢕ

ᥱし，ᅋ員確ಖや㏥ᅋの可能性のᢚ制➼について検討す

るものである．

２．アンケートㄪᰝ
(1) ㄪᰝᑐ㇟の３ᾘ㜵ᅋにࡘい࡚

調査に際しては᪂₲県内のAᾘ防ᅋ，⚄ዉ川県横市

内のBᾘ防ᅋ，東ி都特別区内のCᾘ防ᅋの計３ᅋにアン

ケートを展開した．各ᾘ防ᅋの概況については表１のと

おりである．

表１ アンケートㄪᰝのᐇᴫἣ 

᪂₲県 

Aᾘ防ᅋ 

横市 

Bᾘ防ᅋ 

東ி都 

Cᾘ防ᅋ 

当ヱ地域の人ཱྀ ⣙4人 ⣙20人 ⣙10人 

ᅋ員数 1,008ྡ 563ྡ 173ྡ 

アンケートᅇ数 108 60 64 

ᅇ率 ⣙10.7㸣 ⣙10.7㸣 ⣙37.0㸣 

非居住者ᅋ員率 ⣙ 0.5㸣 ⣙ 0.9㸣 ⣙ 6.9㸣 

被㞠用者ᅋ員率 ⣙89.1㸣 ⣙62.2㸣 ⣙56.6㸣 

アンケートᅇ数௨እ2019ࡣᖺ4᭶1᪥Ⅼの್

(2) ᐇ方法

᪂₲県Aᾘ防ᅋに対してはA4୧面༳ๅ1ᯛの用紙を㏦

し，行事や会㆟➼の場で紙面㓄布した．の㸰ᅋは᪂型

コロナウイルスに係る非ᖖ事ែᐉ言下であった都合から

同一の内容をGoogleFoamを用いたWeb形式で実施した．

調査内容としてはᅋ員の基本ᒓ性（階⣭，性別，年㱋，

ᅋṔ，⟶㎄地域での在住・在状況，職業）に加え，入

ᅋのきっかけや今後5年以内に㏥ᅋの理由になり得るもの，
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最も多くཧ加した活ືや今後実施回数をቑやした方がⰋ

いとឤじる活ື，大地震が発生した場合の時間帯別のཧ

集可ྰ➼について設問を設けた． 

 
３．ධᅋのࡅࡗࡁと㏆いᑗ᮶の㏥ᅋ⌮⏤に㛵ࡍ

る分析 
(1) ᆅᇦᕪ 

 入ᅋのきっかけཬび近いᑗ᮶の㏥ᅋ理由については表

㸰のとおりとなった．入ᅋのきっかけについては各ᅋと

も「町会」での່ㄏの割合が最も高く，地域ẖに見ると，

A ᾘ防ᅋではに比べて「志㢪」の割合が低く，「ᅋ・

ᅋ員からの່ㄏ」の割合が高かった．また，B ᾘ防ᅋで

はに比べて「ᐙ᪘」の⦕ᨾの割合が高かった．町会組

⧊がᾘ防ᅋと密接でᅋ員確ಖに広くᐤ与していることが

わかると同時に，地域によって入ᅋ経⦋にⱝᖸの差があ

ることがわかった．具体的には，ᅋ員やᐙ᪘の⦕ᨾが一

定程度ዌຌしている一方で，都市部では「志㢪」の割合

がᅋ員や▱人➼の⦕ᨾを上回っている傾向がఛえた． 

 ㏥ᅋの理由については各ᅋとも「ṇ業」によるものと

「年㱋」や「ᗣ上の理由」の割合が高かった． 

 

表２ ྛᅋのධᅋのࡅࡗࡁと㏥ᅋの⌮⏤   
᪂ ₲ 県 

A ᾘ 防 ᅋ 

n=108 

横  市 

B ᾘ 防 ᅋ 

n=60 

東 ி 都 

C ᾘ 防 ᅋ 

n=64 

入
ᅋ
の
き
䣬
か
け 

ᐙ᪘が᪤に 

入ᅋしていた 

10 15 8 

9.3% 25.0% 12.5% 

ົඛで 

່められた 

9 1 2 

8.3% 1.7% 3.1% 

町会で່め 

られた 

57 31 26 

52.8% 51.7% 40.6% 

⾤㢌່ㄏ 

をཷけた 

6 1 2 

5.6% 1.7% 3.1% 

自分で調べて 

志㢪した 

1 7 13 

0.9% 11.7% 20.3% 

ᅋ・ᅋ員か 

ら່められた 

20 4 4 

18.5% 6.7% 6.3% 

▱人・人か 

ら່められた 

5 2 5 

4.6% 3.3% 7.8% 

㏥
ᅋ
の
理
由 

ṇ業が多ᛁ 

になる 

36 12 21 

33.3% 20.0% 32.8% 

ṇ業の転 

・転職 

9 14 18 

8.3% 23.3% 28.1% 

Ꮚ⫱て 
10 3 1 

9.3% 5.0% 1.6% 

ᐙ᪘の介ㆤ 
13 12 13 

12.0% 20.0% 20.3% 

人間関係 
6 6 10 

5.6% 10.0% 15.6% 

ᅋの活ື 

報㓘のῶ㢠 

1 4 2 

0.9% 6.7% 3.1% 

ᅋの活ືが 

多ᛁになる 

9 11 4 

8.3% 18.3% 6.3% 

年㱋 
53 15 23 

49.1% 25.0% 35.9% 

ᗣ上の理由 
19 20 22 

17.6% 33.3% 34.4% 

」数ᅇ⟅ྍ．合ࡣ㑅ᢥ率࡛，ࢡࢵࢩࢦయ20ࡣ %㉸࠼を表ࡍ． 

(2) ᅋṔࡸᖺ㱋にࡼるᕪ 

 各ᅋの回⟅を合計し，ᅋṔによって比較したものを表

３に示す．この10年で「町会」での່ㄏの割合が下がり，

「ົඛ」「⾤㢌່ㄏ」「志㢪」の割合がቑえたことが

わかった． 

 町会や町内会，自治会➼は全国的に加入率が低下して

おり2),3)，地域の人的⧅がりのᕼⷧ化がᅋ員の᪂規加入

にも影響していることがఛえる一方で，特に「志㢪」の

割合がቑえていることは，潜在的に地域防災に関心のあ

る者が一定程度いることを示၀している．なお，「⾤㢌

່ㄏ」は近年のᅋ員ῶ少➼をཷけて各ᅋが⾤㢌での່ㄏ

活ືをቑやしている背景が反ᫎされていると考えられる． 

 ᅋṔ10年以上の方が㏥ᅋの理由として「年㱋」「ᗣ

上の理由」の割合が高く，「ṇ業」に由᮶する理由の割

合が低くなった．20代から40代のᅋ員において「ṇ業が

多ᛁになる」と回⟅した割合が高く，50代以上において

「年㱋」「ᗣ上の理由」の割合が高かったことから，

年㱋に起因するところが大きいと考えられる．なお，ᅋ

Ṕ10年以上に50ṓ代以上は63.5%，ᅋṔ10年ᮍ‶に20～40

ṓ代は78.2%を༨めた． 

 

表３ ධᅋのࡅࡗࡁと㏥ᅋの⌮⏤のᅋṔにࡼる比較   
ᅋṔ10年ᮍ‶ 

（3ᅋ合計） 

n=78 

ᅋṔ10年以上 

（3ᅋ合計） 

n=148 

入
ᅋ
の
き
䣬
か
け 

ᐙ᪘が᪤に 

入ᅋしていた 

8 23 

10.3% 15.5% 

ົඛで 

່められた 

8 4 

10.3% 2.7% 

町会で່め 

られた 

30 80 

38.5% 54.1% 

⾤㢌່ㄏ 

をཷけた 

7 2 

9.0% 1.4% 

自分で調べて 

志㢪した 

15 6 

19.2% 4.1% 

ᅋ・ᅋ員から່

められた 

8 20 

10.3% 13.5% 

▱人・人から

່められた 

3 10 

3.8% 6.8% 

㏥
ᅋ
の
理
由 

ṇ業が多ᛁ 

になる 

33 33 

42.3% 22.3% 

ṇ業の転 

・転職 

22 21 

28.2% 14.2% 

Ꮚ⫱て 
8 6 

10.3% 4.1% 

ᐙ᪘の介ㆤ 
12 25 

15.4% 16.9% 

人間関係 
6 17 

7.7% 11.5% 

ᅋの活ື 

報㓘のῶ㢠 

2 5 

2.6% 3.4% 

ᅋの活ືが 

多ᛁになる 

8 16 

10.3% 10.8% 

年㱋 
14 76 

17.9% 51.4% 

ᗣ上の理由 
9 49 

11.5% 33.1% 

」数ᅇ⟅ྍ．合ࡣ㑅ᢥ率࡛，ࢡࢵࢩࢦయ20ࡣ %㉸࠼を表ࡍ． 
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４．άືෆᐜに㛵ࡍるᆅᇦᕪの分析 
 コロナ⚝以前に最も多くཧ加した活ືと，今後実施回

数をቑやした方がⰋいとឤじる活ືについてᅋẖにまと

めたものを表㸲に示す． 

 各ᅋともཧ加した活ືとしては「ポンプ操法カ⦎」が

最も多く，「地域行事」が⥆いた．また，今後ቑやした

方がⰋいとឤじる活ືについては「ᩆ助カ⦎」「㢼Ỉ害

対応カ⦎」「応急ᩆの指ᑟ」が多く，地域によって順

に差があった．なお，ᅋṔや職業による差は小さかっ

た． 

 「ポンプ操法カ⦎」に最も多くཧ加したと回⟅したᅋ

員のうࡕ，「ポンプ操法カ⦎」をቑやした方がⰋいと回

⟅したᅋ員は，Aᾘ防ᅋで48ྡ୰12ྡの25.0%，Bᾘ防ᅋで

32ྡ୰10ྡの31.3%，Cᾘ防ᅋで42ྡ୰9ྡの21.4%であっ

た． 

 今後ቑやした方がⰋいとឤじる活ືについては」数回

⟅可としていたため，各ᅋの回⟅௳数を合計するとAᾘ防

ᅋで185௳（1.7௳/人），Bᾘ防ᅋで189௳（3.2௳/人），

Cᾘ防ᅋで129௳（3.1௳/人）となり，地域によってᑗ᮶

への課題意識に差が見られた．また，どの地域でも㢼Ỉ

害対応カ⦎をᮃࡴኌが最も高い割合を示した． 

 

表４ ᭱ࡶከࡃ参ຍࡋたάືと 
ቑࡋࡸた方ࡀⰋいとឤࡌるάື   

᪂₲県 

A ᾘ 防 ᅋ 

n=108 

横市 

B ᾘ 防 ᅋ 

n=60 

東ி都 

C ᾘ 防 ᅋ 

n=64 

最
も
多
く
ཧ
加
し
た
活
ື 

ポンプ操法 
48 32 42 

44.4% 53.3% 65.6% 

ᩆ助カ⦎ 
1 1 1 

0.9% 1.7% 1.6% 

㢼Ỉ害対応 
9 3 0 

8.3% 5.0% 0.0% 

応急ᩆ 
0 2 6 

0.0% 3.3% 9.4% 

広報 
12 4 1 

11.1% 6.7% 1.6% 

地域行事 
30 15 7 

27.8% 25.0% 10.9% 

ቑ
や
し
た
方
が
Ⰻ
い
と
ឤ
じ
る
活
ື 

ポンプ操法カ⦎ 
21 15 12 

19.4% 25.0% 18.8% 

ᩆ助カ⦎ 
15 31 21 

13.9% 51.7% 32.8% 

㢼Ỉ害対応カ⦎ 
39 27 16 

36.1% 45.0% 25.0% 

応急ᩆの指ᑟ 
21 24 21 

19.4% 40.0% 32.8% 

広報活ື 
14 13 7 

13.0% 21.7% 10.9% 

地域行事 
13 15 15 

12.0% 25.0% 23.4% 

地域のᕠ回 
26 20 14 

24.1% 33.3% 21.9% 

のᅋとの 

ὶ・意見 

17 18 9 

15.7% 30.0% 14.1% 

資᱁ㅮ⩦・研ಟ会 
19 26 14 

17.6% 43.3% 21.9% 

合ࡣ㑅ᢥ率 

５．つᶍ災害の参㞟ྍྰに㛵ࡍる分析 
(1) ᆅᇦᕪ 
各ᅋの大規模災害時における時間帯別のཧ集可ྰを図

１に示した．時間帯別にみると，各ᅋとも平日の間に

おいてཧ集が「困難」または「やや困難」と回⟅した割

合が65.4㸣～79.7㸣と最も高く，平日のኪ間とᅵ日・⚃

日が22.2㸣～38.3㸣であったため2ಸ近くཧ集不能の可能

性があることが分かった．東ி都特別区内のᾘ防ᅋにつ

いて同様の指摘が᪤ 研究においてなされており4)，本

調査の結果は県においても同様の状ែがあり得ること

を示၀している． 

 

 
図１ ３ᅋの㛫ᖏูの参㞟ྍྰ≧ἣ 

 

(2) ⫋ᴗにࡼるᕪ 

平日のཧ集状況について各ᅋを職業ẖに比較したもの

を，図㸰から図㸲に示す．各ᅋとも平日は被㞠用者の方

が自営業者よりもཧ集が難しい傾向にあった．かつ被㞠

用者と自営業者とのཧ集可能性の差が，間の方がኪ間

より大きい傾向があった．これは被㞠用者のົ形ែ上

の都合が反ᫎされているものであり，ཧ集が難しい理由

については，ົ地が自宅から㐲く間は居住地域に居

ない，業ົや小さいᏊどもの世ヰ➼をඃඛせざるを得な

い，といった自由記述の回⟅が多くᐤせられた． 

 

 
図２ ᪂₲┴Aᾘ㜵ᅋ 平᪥の参㞟ྍྰ≧ἣ 
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図３ ᶓ市Bᾘ㜵ᅋ 平᪥の参㞟ྍྰ≧ἣ 

 
 

 
図４ ᮾி㒔Cᾘ㜵ᅋ 平᪥の参㞟ྍྰ≧ἣ 

 
㸴．ㄢ㢟のᩚ⌮とࡑのᨵၿ⟇のᥦ 
(1) ධ㏥ᅋにࡘい࡚ 

 ᾘ防ᅋ員の入ᅋ経⦋について，町会やᐙ᪘⦕ᨾを୰心

としつつも地域差と経年による差があることがわかった．

特に近年の都市部において志㢪者の割合がቑえており，

町会➼を経ずに入ᅋする場合を想定した対応が必要であ

ると考えられる．町会にはᡤᒓしたくないが防災に興

はあるというᒙをいかに取り㎸ࡴかが㘽であり，活ືの

情報発ಙや入ᅋ手⥆きのWeb化を検討する必要があると考

えられる． 

 ᑗ᮶の㏥ᅋ理由についてはᅋ員の年㱋やᑵ業状況によ

って異なる傾向があり，ᅋ員の状況に合わせたサポート

➼がồめられる．「町会の⧅がりからᾘ防ᅋにも入ᅋす

る（させる）」という方向から，「ᾘ防ᅋをきっかけに

町会やẸ生ጤ員，ඣ❺ጤ員➼の地域ネット࣡ークへも取

り㎸ࡴ」という転がồめられていると考えられる． 

 (2) カ⦎ෆᐜにࡘい࡚ 

 ᾘ防ᅋの活ືの୰心にはポンプ操法カ⦎があり，各地

域において操法大会が開ദされている．表㸲のとおり最

も多くཧ加した活ືについては各ᅋとも同カ⦎が最大で

あった．概4ྡࡡから5ྡのᅋ員でᙺ割を分ᢸしてポンプ

を操作し実際にᨺỈを行うもので，➹者自㌟も選手とし

て」数回大会にཧ加した． 

 ᾘ防ᅋは自治ᾘ防の源ὶを⥅ぐ組⧊であり，その結成

の本は災害時のᾘⅆ活ືである．よってポンプ操法カ

⦎は必㡲であり，単なる技術⩦得のみならず連ᦠ力の強

化やኈẼ高ᥭの意義もある．一方で，ポンプ操法カ⦎が

あるから່ㄏがしづらい，大会でつためのカ⦎が多く

形㧁化しているといった意見も」数ᐤせられた．“災害

時の”ᾘⅆ活ືという本に立ࡕ㏉り，どの時間帯に発

災しても対応できるよう，ᾘⅆ活ືができるᅋ員をቑや

す必要がある．特にᶵ関員➼と呼ばれるポンプを┤接操

作するᙺ割については，これをᢸうことができるᅋ員を

ቑやすべきであり，例えば操法大会は⥅⥆しつつ選手の

ᅛ定化を㑊けるルール作り➼がồめられると考えられる． 

 このにも，ᖖ備ᾘ防との連ᦠカ⦎や実災害を想定し

たカ⦎，コンプライアンスやࣁラスメントに関する研ಟ

の実施➼についてᕼᮃがᐤせられた．᪤存のカ⦎やఏ統

はᑛ重しつつも，現場のᅋ員が必要性をឤじる活ື内容

が一部でもᑟ入されるᰂ㌾な体制が整備されれば，活ື

は活性化し住Ẹの目にṆまるᶵ会もቑえるはずである． 

㸦3㸧災害の参㞟ྍ⬟ᛶのྥ上にࡘい࡚ 

 平日の間の時間帯においてᾘ防ᅋ員のཧ集に課題が

あることがわかった．これはṇ業のົ時間୰であり被

㞠用者を୰心に居住地域から㞳れてົしている場合が

多いことに起因する． 

 ᾘ防ᗇは，活ືする時間帯や内容を限定したᶵ能別ᾘ

防ᅋ員制度をᑟ入しており，全国の人員は2020年4月1日

時点で26,095人であった5）．本調査の対象地域ではAᾘ防

ᅋのみで組⧊されている．ົ地ᅋ員という例もあるが，

ᅋ員のうࡕ⟶㎄地域に在住せず在のみしている者がAᾘ

防ᅋで8ྡ（7.4㸣），Bᾘ防ᅋで4ྡ（6.7㸣），Cᾘ防ᅋ

で4ྡ（6.3㸣）という状況からも，当ヱ地域内でົし

ているᅋ員の確ಖが難しい現状がఛえる． 

 この状況に対して，➨௵地Ⓩ録制度をᥦしたい．

例えばX地域に居住してY地域へົしているxᾘ防ᅋ員が，

௵意でY地域のᾘ防ᅋを➨௵地としてⓏ録し，ົ時間

୰の災害に際してY地域のᾘ防ᅋとともに活ືできるよう

にするものである．地域差や指系統の調整，ṇ業事業

ᡤの理解➼の課題はあるが，特に㏻ᶵ関が㯞⑷する程

の大規模災害が発生した場合に現地で༶戦力が確ಖでき

るメリットは大きいと考えられる．  

 

㸵．⤊ࢃりに 
 本研究における発見の一つに，公的に実施された同様

の調査事例が少ないという点がある．入㏥ᅋや活ື➼に

ついて地域単で調査を実施することで，活ືの現状ᢕ

ᥱと見┤しが可能となる．より一ᒙの調査分析が今後の

課題である． 
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  The purpose of this study is to identify the management issues of shelters in Japan from the perspective of legal system 

and administrative organization, to clarify the characteristics of spatial function arrangement in shelters, and to present 

new guidelines for shelter design. Interviews were conducted at 11 shlters affected by earthquakes and floods, and the 

issues and episodes that occurred in the shelters were organized by genre. When the issues of shelters were classified 

by the minimum functions required for shelters, it became clear that many of the elements included space or 

combination of space (flow line/arrangement).We will focus on the combination of spaces based on Sakata et al.'s 

method, and propose to write down the spaces where problems occur and how to deal with them in the manual. 

 

Keywords : shelter management,shelter, characteristics of the spatial functional arrangement in the shelter, issues and 
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１．はじめに 

阪神・淡路大震災は,これまで日本では経験したことの

ない近代都市を襲った直下型地震による災害であったこ

とから,構築物の被害による直接的な人的被害に加え,多数

の避難所及び避難所生活者の発生,さらには劣悪な環境下

における長期にわたる避難生活という想定されていなか

った問題を引き起こした.以降も多くの災害が起こり数々

の経験を教訓とし行政の対応,医療支援等は変化してきた

が,避難所での被災者の生活環境は大きく変化していない

現状がある 1),2).東日本大震災では,津波による被害の大き

さとともに劣悪な避難所環境が取り沙汰され,日本におけ

る災害時の避難所環境は国際水準を満たしていないとの

指摘がある 3).後に内閣府より避難所運営ガイドライン 4)

が提示されたが,熊本地震においても震災関連死の原因と

して約３割が「避難所等における生活の肉体・精神的疲

労」であると報告されている補注１. 

本研究の目的は,日本における避難所運営を規定する法

制度・行政組織から管理課題を明らかにし,さらに避難所

内の空間機能配置の特性を明らかにし,新たな避難所設計

指針を示すことである. 

２．避難所をめぐる政府の動き 
(1)避難所の原形から阪神・淡路大震災まで 

わが国における避難所の原形と考えられる「御救小屋」

という言葉が最初に使われたのは,文化 3 年(1806)である.

避難所に係る法整備としては,被災者に金銭的な支援をす

ることを目的とした備荒貯蓄法（明治 13年）,罹災者救助

基金法（明治 32年）があったが 5),1947年に被災者に物的

な支援をする法律として「災害救助法」が制定され,「避

難所設置の趣旨や期間等」が定められた.また 1959年の伊

勢湾台風を契機に防災体制の整備をはかるため,1961 年

「災害対策基本法」が制定された.同法では「避難所の指

定や生活環境の整備等」が初めて定められた.災害救助法

では災害発生時には,自治体によって避難所が被災者に供

与される,運営の主体が行政であることだけが決まってい

た補注 2.救助法だけで避難所運営をしていくことの限界が

露呈した. 

(2)阪神・淡路大震災後から現在まで 

政府は,阪神・淡路大震災後に避難所で起きた多くの課

題を解決するため,避難所運営マニュアルの作成を推進し,

各地で作成が進んだ 6)7)8)．しかしながら避難所の環境は

改善しておらず,2011 年東日本大震災を経て政府が整理し

地域安全学会梗概集 No.48, 2021. 5
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た課題のひとつに「避難所運営」を挙げ 9),対策強化のた

めに 2013年災害対策基本法が改正された.これにより市町

村は指定避難所の指定を義務づけられるとともに,避難所

における生活環境の整備に努めることが規定された．政

府は同年「避難所における良好な生活環境の確保に向け

た取組指針」10)を策定,2016 年「避難所における良好な生

活環境の確保に向けた取組指針」を改訂,併せて「避難所

運営ガイドライン 11)」,「避難所におけるトイレの確保・

管理ガイドライン 12)」を公表し,避難所における生活環境

の改善を図ろうとしている． 

戦後から現在まで,日本の防災対策は災害対策基本法を

もとに行政中心に組み立てられてきた.13）以上のことから

避難所の指定を政府主導で行ってきたように,運営や環境

改善についても同じ手法で推進しようとしているように

みえる. 

 

３．海外の避難所研究 
(1)避難所の定義と課題 

災害に関する文献では,被災者のための避難所や住宅の

提供は連続したもので,緊急避難場所/避難所/仮設住宅/恒

久的（または代替）住宅という 4 カテゴリーとされてい

る 14).Quarantelli は災害後のシェルターや住宅について,シ

ェルターから仮設住宅までの 4 類型を直線的に進む必要

はないとしているが,UN/OCHA らによると適切な避難所

とは「家族の生活のあらゆる側面に対応し,外敵からの保

護,安全な居住空間,身の安全,清潔な水と衛生設備へのア

クセス,就労先や教育・医療施設への近接性を提供する直

接的な環境」と定義されている 15）16). 日本の避難所は救

助法で救助期間を 7 日以内と定めていることから、

UN/OCHA らの定義は日本では避難所より仮設住宅と重

なるところもあるが,被災後のエマージェンシー時に過ご

す場という意味では日本の避難所もこれに含まれる.すな

わち日本の避難所環境もこのレベルを求められている. 

Abdulrahman らによると,実際にはテントやレジャーセ

ンター,公共施設の建物が避難所として使用されるが,どの

ようなタイプの避難所が最も適切なのかはまだ明らかに

なっていない.また避難所の１）環境問題,２）経済問題,

３）技術問題,４）社会文化の４分野の問題が被災者に影

響を及ぼす可能性があり,災害時には避難所をできるだけ

早く提供する必要があるが,避難者の生活の質とニーズの

向上のためには,４分野問題を念頭に設計要素を検討すべ

きであると提言されている 17). 

(2)避難所の管理課題と都市問題 
 Md Shahab らは都市環境における避難所について,効果

的な管理と将来の都市の持続性に着目し研究している.ネ

パール地震後の避難所の人口増減と理由を調査した結果,

避難所施設の魅力と反発は,基本的なサービス水準（水,食

料,医療,安全）やアクセスに依存していることがわかった.

管理によっては女性や女児のプライバシーが非常に低く

なり,それが避難所人口に影響した.避難所人口の移動は,

その後の都市の持続性に大きな影響を与えるという考察

を得ている 18）.また,Johnらが行った 2005年のハリケーン

カトリーナの洪水時の避難所調査によると,実際に流動的

でダイナミックな避難生活のプロセスを明らかにしてい

る.避難者の流動理由は主に避難所資源であり,解決策を取

ろうとしたが,政府と自治体の調整不足,レッドクロスとの

間にリンクがなかったことから避難所環境の改善は効果

的に機能しなかったと述べている 19）. 

以上のとおり避難者の流動性は将来の都市の持続性にも

関与すること,国際基準で求められるレベルに達している

と言えない日本の避難所の環境から,避難所の管理課題,避

難所の環境改善は,現代の日本社会において求められるこ

とである. 

 

４．日本の避難所研究 
(1)避難所に求められる機能 

大規模避難所に求められる主な機能については,厚生労

働省の大規模災害救助研究会報告書によると次のとおり

整理されている 20). (1)安全確保,（2)水・食料・生活物資

の提供,(3)生活場所の提供（プライバシーへの配慮等生活

環境の改善含）,(4)医療・衛生・健康の確保,(5) 情報の提

供,(6)コミュニティの維持・形成である.これらの機能を

時系列で見た場合,初期においては安全の確保を第一に緊

急医療等による健康の確保,水・食料等の確保に続いて他

の機能が必要となってくる.その後ライフラインの復旧や

避難者の住居の確保等に伴い,避難所を撤収することとな

る.また日本政府が発行する「避難所運営ガイドライン」

においても「スフィア・ハンドブック 21)」を参照するよ

う記載がある.同ハンドブックによると緊急時の避難所は,

安全な生活環境の提供を目的とし,適切な機能として①天

候からの保護,②生計（避難所の近くに仕事がある）,③安

全,④尊厳,⑤家族および地域社会での生活に対する支援,

⑥保健医療としている.(図１) 

 
図１ 避難所によりもたらされるもの（出典：スフィ

ア・ハンドブック） 
 

(2)避難所の空間利用の実態 
避難所の空間利用については,中平らは阪神淡路大震災

時や東日本大震災時の学校避難所で起きた課題と対応を

記録の継承として記しているが,空間配置上では示されて

いない 22）23).柏原らの研究により,転用の実態や経時変化,

避難所の問題などが明らかになっている 5).また阪田の研

究によると,玄関・玄関ホール・便所などの配置に対する

配慮が重要であることが明らかになっている 24).熊本学園

大学の記録などでは,空間配置図に課題と対応の事実が記

載されていた 25)26).これらの研究で,転用の実態や課題は明

らかになっているので,それらの方法論を参考にして本研

究では空間が発生させる問題点や課題解決に着目して分

析する. 

 

５．調査の対象と方法 
(1)調査対象概要 

対象施設は,11施設である（表 1）.調査の対象は,学識経

験者等 25 名に「避難所好事例」情報を照会し 18 名から

回答を得た.好事例として推薦された 15か所のうち調査可

能であった 11避難所を対象とする. 

(2)調査の手法 

調査は以下の方法で進めた. 

①現地でヒアリング調査 
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避難所で起きた課題を中心にフリートークで聞く. 

②ヒアリングと現地取得資料 26)27)から各避難所の課題

やエピソードを抽出しカード化,４つの視点で分類 

 ③大規模災害救助研究会報告書における 6 分類とスフ

ィアの 6分類で重複する 4つ(1)安全(2)生活環境（プラ

イバシー・尊厳含）,(3)衛生,(4)コミュニティを本調査

の視点とし分類.なお,空間機能に係るエピソードについ

ては「空間」と「空間配置」に分類し,再掲する. 

 

表１ 調査対象施設 

  
６．調査結果  

表２ 避難所別分類別エピソード数 

 
 

(1)避難所ごとの課題やエピソード 

避難所ごとの課題やエピソードに含まれる空間と空間

配置（動線/配置/組み合わせ）にかかわるものについては,

表 2のとおり.分析対象とした 11避難所でカード化したエ

ピソードは 874 であった.空間関係が 286(32.5%)で,うち

「空間」55(6.3%),「空間配置」231(26.2%)となった. 

(2)Ｅ避難所の課題と対応にかかわる平面図 

本稿ではＥ避難所のエピソードを平面図(図 2)と表 3,表

4,表 5に示す。                             
図２ Ｅ避難所のエピソード存在状況（平面図）  

表３ Ｅ避難所１階エピソード分類              
表４ Ｅ避難所２階エピソード分類       

記号 種別 空間/配置 エピソード 

●１☆ 衛生 配置 職員は事務所内で最後まで雑魚寝 

●２☆ 衛生 配置 クーラーが効いた部屋でおにぎりを保管 

●３☆ 衛生 配置 ホワイトボードで健康状態の情報共有 

●４☆ 衛生 配置 受付では「状況」と「健康状態」で振り分け 

●５☆ 衛生 配置 掃除道具入れを各階目立つように置いた 

●６☆ 衛生 配置 各階給湯室 避難者が自分で飲みたい時に水が飲める 

●７☆ 衛生 配置 飲んだら自分で片づけるように方法と動線を張り紙 

●27☆ 衛生 配置 ホールに仕切りして健康相談 

●28☆ 衛生 配置 毎朝 8時半からスリッパを拭くスペース 

●29☆ 
衛生 配置 コンパネを置いて靴を脱いでもらった 

マットを敷いて 2段階で泥を持ち込まないようにした 

●１★ 衛生 空間 宿直室にはずっと宿直さんが閉じこもっていた(畳は貴重) 

●２★ 衛生 空間 食料と生活用品の保管は同部屋を避けた 

▲１☆ 人権 配置 職員は事務所内で最後まで雑魚寝 

▲１★ 
人権 空間 定員は約 200 だったが、一人の生活スペースを考えると現実的ではなかった 

⇒スペース確保優先 

■１☆ 安全 配置 段差あり，水が入らなかった 

◎１☆ ｺﾐｭﾆﾃｨ  ー 配置 避難者同士が情報共有・交換できるようホワイトボードにマグネットで色分け 

◎２☆ ｺﾐｭﾆﾃｨ  ー 配置 ロビーの TVが情報源⇒次第にロビーが情報交換の場となった 

記号 種別 空間/配置 エピソード 

●５☆ 衛生 配置 掃除道具入れを各階目立つように置いた 

●６☆ 衛生 配置 各階給湯室 避難者が自分で飲みたい時に水が飲める 

●７☆ 衛生 配置 飲んだら自分で片づけるように方法と動線を張り紙 

●23☆ 衛生 配置 éりêラスとëーペット敷きなので èíéるおîさんとïちìんのスペース 

●24☆ 衛生 配置 ペットñれの避難者は、ペットと同じスペース óるときはôö 

●25☆ 衛生 配置 洗濯物干しスペース(女性用)は目隠ししたので風通し悪い 扇風機で乾かした 

●26☆ 衛生 配置 トイ$は&´⁽⁾だったがドロドロになるのでé‥スリッパに․えた 

●30☆ 衛生 配置 仕事に行って夜帰ってくる男性陣は別の部屋にした 

●31☆ 衛生 配置 単身男性、女性を別室にし、昼間は仕事でいないので布団をあげて置く部屋にした 

▲２☆ 人権 配置 éりêラスとëーペット敷きなので èíéるおîさんとïちìんのスペース 
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表５ Ｅ避難所３階エピソード分類  

  
５．考察 
避難所の課題を避難所に必要な最低限の機能ごとに分

類すると,空間もしくは空間配置（動線/配置/組み合わせ）

を含めた要素が多いことが明らかとなった. 

  

６．今後の予定 

現代の避難所においても,空間を含めた要素が問題を発

生させることから,今後は阪田らの手法24)をもとに空間の

組み合わせに着目して,避難所の問題を発生空間および対

応の方法をマニュアルに書き込むことを提案していく.今

までのマニュアルの概念及びコンテンツとは一線を画し

たものになる. 

 

 

補注  
 

1：2018年 3月 12日熊本県は,熊本地震で災害関連死に認定され

た県内の 197 人(昨年末現在)について,死亡状況などの調査結

果を公表した.死に至った原因(複数選択)では,「地震のショッ

ク・余震への恐怖による負担」(100 人),「避難所等の生活の

負担」(74 人),「医療機関の機能停止等による初期治療の遅れ」

(43人)であった.避難所滞在中に亡くなった人も 10人いた. 

2：災害救助法第 3条及び第 4条で,避難所の供与を定めている.ま

た,災害対策基本法では以下の通り定められている. 

第八十六条の六(避難所における生活環境の整備等)災害応急

対策責任者は,災害が発生したときは,法令又は防災計画の定め

るところにより,遅滞なく,避難所を供与するとともに,当該避

難所に係る必要な安全性及び良好な居住性の確保,当該避難所

における食糧,衣料,医薬品その他の生活関連物資の配布及び保

健医療サービスの提供その他避難所に滞在する被災者の生活

環境の整備に必要な措置を講ずるよう努めなければならない. 
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記号 種別 空間/配置 エピソード 

●５☆ 衛生 配置 掃除道具入れを各階目立つように置いた 

●６☆ 衛生 配置 各階給湯室 避難者が自分で飲みたい時に水が飲める 

●７☆ 衛生 配置 飲んだら自分で片づけるように方法と動線を張り紙 

●８☆ 衛生 配置 寝る場所と分けるため食.として?った 

●９☆ 衛生 配置 食事b¢の時もdeスペースとして?えるようilに衛生用品を置いてmⁿにした 

●10☆ 衛生 配置 ors 具<の悪い人はff室 

●11☆ 衛生 配置 食ffi洗いを自分でできるように動線をffl₍した 

●12☆ 衛生 配置 食事の保管₎ˆ⁻けも自分たちでéるよう`った人はé‥ABCラéることにした 

●13☆ 衛生 配置 夜仕事して昼寝る人はDのéみにE切った 

●14☆ 衛生 配置 FいものG、¢HからIまるJKL者のスペースがなくなる 

●15☆ 衛生 配置 活動の場としてもらうため、MんNにOきいPーQル置いたが健康RSの場ともなった 

●16☆ 衛生 配置 T重UとVWUを置いて、自分で健康管Xできるように 

●17☆ 衛生 配置 YインのとこZは₡布だけおいてPーQルと1�だけJ˜Nは¡から¢れた方がいい 

●18☆ 衛生 配置 おŁつŠえ用パーPーŽ¨ンを˘置 

●19☆ 衛生 配置 スPーˇl、KL者が˙ると立ちlがり₎éいように¯ッド 

●20☆ 衛生 配置 飲み物を‒₋にとれることと具<が悪くなった人が˛˚で動けることを優先して３階¸ 

●21☆ 衛生 配置 １つのPントに最O ¿人までいれた⅛一人で˙ていても⅜ 

●22☆ 衛生 配置 洗濯物干しスペースは、風通し最優先で男女⅝用場所を⅞んだ 

●３★ 衛生 空間 ⅓Šえは別室にしなかったJ⅔⁰用と⁴⁵⁶Šえに目隠しパーPを優先した 

●４★ 衛生 空間 ⁷水⁸があって水は ¿ ˜分あったJ 

●５★ 衛生 空間 洗濯物干しスペース⁹₀J 

▲３☆ 人権 配置 ₁₂りが⁹₀な人はスPーˇlとした 

▲４☆ 人権 配置 おŁつŠえ用パーPーŽ¨ンを˘置 

▲５☆ 人権 配置 ¢HからIまるJKL者のスペースがなくなるJ後から˙る人たち用にあけておいたJ 

■２☆ 安全 配置 機₃室、₄₅室がl階でよかったと 

◎１☆ ｺﾐｭﾆﾃｨ  ー 配置 寝る場所は₆Eで分けた 

◎２☆ ｺﾐｭﾆﾃｨ  ー 配置 雑₇₈いスペースJお₉あちìんたちの活¢の場としたJ 
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୕重┴༡部におࡅる㐟⁺⯪ᴗ⪅のᴗ⥅⥆にྥࡅた意識調査

Attitude Survey on Business Continuity of Fishing Boat Services in Southern Mie 

Prefecture, JAPAN 

小池 ๎‶
1
 

Norimitsu KOIKE
1
 

1 ឡ知工業大学 土木工学科 

     Department of Civil Engineering, Aichi Institute of Technology 

  Evacuation in the event of a tsunami attack is an important issue for fishing boat services. The emergency declaration 

for Covid-19 may also have damaged their business. Fishing boat services need to consider many kinds of risk to their 

business continuity. To understand the thoughts of such service operators with regard to business continuity, we 

conducted a questionnaire survey of fishing boat services in southern Mie prefecture, Japan. We attempted to 

understand the measures they planned for evacuation in the event of a tsunami attack and in response to Covid-19. The 

results of our survey showed that many fishing boat services had considered measures for evacuation in the event of a 

tsunami. However, almost none of these fishing boat services had prepared a business continuity plan. It was also found 

that Covid-19 had affected their business. 

Keywords: Business Contitunte, Fishing Boat, Tsunami Evacuation, Covid2019 

にࡵじࡣ．１

 㐟⁺⯪業者とは，㐟⁺⯪業の適正化に関する法ᚊにお

いて「⯪⯧によりᐈを⁺場（中␎）に案内しࠊ㔮りそ

の他の（中␎）方法により㨶類その他の水⏘動᳜物を᥇

ᤕさせる事業をいうࠋ」とされる業者であり，いわࡺる，

Ώ⯪，㔮り⯪といった名⛠でႠ業しているが，ᾏ上㔮り

ᇼなど，みずから㣴Ṫした㨶を提供する業者もいる．来

ゼする㔮りᐈをせる観ග業であると同時に，⁺業の一

種とも言える業種である．

⁺業者の防災対策，特にὠἼに対しては，㜿部らによ

ってᒾ手県の⁺業者を対象に避難ᾏ域について調査した

研究などが存在する1)．㐟⁺⯪業への防災対策に関する

先行研究としては，小池らは，ᾏ上㔮りᇼからのὠἼ避

難について，避難訓練データから論じている2)．しかしな

がら，㐟⁺⯪業のࣆ࣏ュラーなႠ業形態である「⯪㔮り」

での対応について論じていないことや，コロࢼ⚝をうけ

てႠ業自⢔もあり，事業⥅続に向けてどのような状況で

あるか，意識調査を行うことは，ἢᓊ地域における重要

な⏘業の一つである㐟⁺⯪業のᑗ来を考えるうえで，意

義があると考える．

 そこで本研究では，༡ᾏトラࣇ地㟈によるὠἼが危惧

される三重県༡部でႠ業する㐟⁺⯪業者に対して事業⥅

続に関するアンケート調査を実施した．これにより，㐟

⁺⯪業者が考えるὠἼ避難の方法や課題を明らかにする

とともに，Covid-19への対応も含めた事業⥅続に関して

の問題について論じることを目的とする．

２．アンケート調査᪉ἲ

アンケート調査は㒑㏦による㓄ᕸ・回収とした．対象

地域は三重県༡部（㫽⩚市，志ᦶ市，༡ఀໃ⏫，大⣖⏫，

⣖北⏫，尾㮖市，⇃野市，ᚚ⏫，⣖ᐆ⏫）とし，各種

⁺㟁話ᖒなどからႠ業中と考えられる㐟ࠊレットࣇンࣃ

⯪業者 100 社をᢳ出した．㓄ᕸは 2021 年 1 月より㒑㏦，

約２㐌間を回収期間とした．

３． 㞟計結果

㓄ᕸ 100社に対して，回答数は 43社，うち有効回答数

は 42社であった．༢⣧集結果を以ୗに示す． 

図 1 に「おᐈ様とࠊὠἼ対策について話題になったこ

とはありますかࠋ」についての回答結果を示す．これを

見ると「ある」との回答がⱝᖸ高いࠋ具体的な内容やご

意見について，自由記述意見としてたずねたところ「必

ず㏄えに行くのですぐ にᖐ できるよう準備をしてお

いてしいという᪨」「Ἀの水深 100m以上ならばもっと

Ἀへ㉮りࠊ㝣に近い࣏イントならば㝣に逃げようと㸟」

のように対応についての具体的な記述があった． 

「ᾏ上にいるときに大ὠἼ警報ࠊὠἼ警報ࠊὠἼὀ意

報が発表された場合ࠊどのようにされますかࠋ」との問

いに対して，状況によって決めるとした回答 5 社を省い

た 37 社を集計した結果を図 2 に示す．これをみると，

「Ἀに出す」という回答が᭱も多く，༙数以上を༨める．

ẕ へ戻るもしくは他 やᱞᶫからの上㝣をඃ先すると
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した回答は同数であった． 

「௬に「他 やᱞᶫを使わせてもらいࠊ上㝣する」と

なった場合，不安に感じることを教えてください．」の

結果を図 3 に示す．これをみると，上㝣後の避難場所が

わからない，避難に要する時間がわからないが同数で多

く，一方で高ྎまでⓏるのが㎞い，という意見は少なか

った．自由記述意見として，「ẕ 以外では近隣の へ

避難する場合のために，ある程度はୗ見をしてありま

す．」という意見がある一方で，「変な所に⯪を付けて

しまって中㏵༙➃な状態におわった時，他の⯪に被害を

あたえてしまわないか͐」という意見もあった． 

図 1 ὠἼについてヰ題になࡗたࡇと࠶ࡀるか 

 
図 2 ὠἼ㑊㞴の᪉ἲ 

 

 
図 3  ࡸᱞᶫを࠺ሙྜにᏳなࡇと 

 

「௬に「Ἀに出す」となった場合，どのような場所ま

で避難しますか．」との問いへの回答結果を図 4 に示す．

⤯たすらἈに出す等の意見が᭱も多い一方で，Ἀにはࡦ

対出さない，という意見も 8 ௳あった．その理由として

「⯪が 4 トン」と，小ᆺ⯪⯧であることをᣲげている回

答があった． 

 

 

 
図 4 Ἀにฟすሙྜの㑊㞴ᾏᇦ 

 

「㐟⁺⯪業の立場からࠊඃ先すべきὠἼ対策についてࠊ

教えてくださいࠋ」との問いに対しては，図 5 に示すよ

うに，ᾏ上でὠἼを知るためのシステムについての意見

が᭱も多かった．自由記述意見に，「㟁Ἴが無い場所が

あり㟁話がつながらない」という記述もあった． 

 

 
図 5 ඃඛすࡁὠἼᑐ⟇ 

 

事業⥅続計画（BCP）については，図 6に示すとおり，

，どの㐟⁺⯪業者がึめてきいたと回答しておりࢇと

言ⴥ自体が浸㏱していない状況がわかる．知っているも

しくは言ⴥは聞いたことがあるとした回答者へどこで知

ったからたずねたところ，「⁺༠が策定しているのをき

いた」が 3 社，「マスメデア等からきいた」が 5 社，

「保険会社」との回答も 1 社あった．自社で策定してい

るとの回答は 1社のみであった． 

 
図 6 ᴗ⥅⥆計画の認知度 

 

㐟⁺⯪業の事業⥅続に向けての課題をたずねたところ

図 7 に示す通り，「ὠἼ対策」「水⏘資※のᯤῬ」「コ

ロࢼ感ᰁᣑ大に伴う自⢔」が上位となる一方で，後⥅者

不㊊や高₻については，少なかった． 
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図 7 ᴗ⥅⥆の課題 

 

コロࢼ⚝については，図 8 に示す通りᐈ㊊が減ったと

する回答が多い一方で，「今回のコロࢼ⚝においてࠊ㔮

りが 3 密を防ぐことのできるレジャーとしておᐈ様から

認識されていると感じたことはありますか」とたずねた

ところ，図 9 のように感じたことがあるとの回答が多か

った．具体的な対策としてはアルコール消ẘの設⨨が多

数ᣲげられたが，自由記述として「௬╀所の⚗止」「ఇ

業」「⯪ᐊにはいれない」といったものがあった． 

 

 
図 8 コロࢼ⚝のᐈ㊊のᙳ㡪 

 
図 9 㔮りࡀ 3ᐦを防ࣞࡄジࣕーとして 

ᤊえらࢀているとឤじるか 

 

 

４．考察 

 
 ὠἼ避難については，いわࡺるἈ出し避難を考える㐟

⁺⯪業者が᭱も多かった．௬にἈ出しする場合の場所に

ついて，できるだけ水深の深い場所へとの回答が多く，

水深が深いどὠἼのἼ高は小さくなるという認識は広

くいきわたっている．一方で，小ᆺ⯪⯧である場合や‴

内のዟにいる㔮りᐈに対しては，㝣上避難を目指した

うが᪩い場合もあり得る．要望として多かった情報入手

の方法と合わせて，どのような場合にはἈに出すのか，

あるいは㝣上避難を目指すのか，具体的な方㔪を個々に

考える必要がある． 

㐟⁺⯪業のうち，㔮り⟁やᾏ上㔮りᇼ，または☾㔮り

などの㔮りᐈを案内している業者の場合，㔮り場に㔮り

ᐈをΏしたら，いったࢇẕ に戻るのが一般的である．

その後，㣗事の提供等の要望があれば対応するが，それ

以外の場合は，ཎ๎その場にいるのは㔮りᐈのみとなる．

したがって，ὠἼ情報が発表された場合には， から⯪

を出さࡊるを得ない場合も考えられる．水⏘ᗇのガイド

ライン 3)では，⁺業者のὠἼ対策について，ὠἼ情報が

あった場合には⯪を見るために に行かないよう示して

いる．ここに⁺業と㐟⁺⯪業の違いがみられ，避難方㔪

について㆟論を深める必要があるだろう． 

図 5 で示した求めるὠἼ対策をみると，避難場所，そ

こへ⮳る㐨㊰，備蓄ရに関する回答が多い．ὠἼ避難タ

࣡ーについての要望はపく，また ‴施設の⪏㟈対策も

回答数はపい． から高ྎまで，という基本的なルート

整備が求められていると言える．☾㔮りをしている場所

からの避難ルートについては，そもそも避難ルートの設

⨨が難しいことも考えられる．たとえば，写┿ 1 のよう

に地続きとなっていないࢼࣁレ☾がⰋዲな㔮り場となっ

ていることもあり，Ώ⯪を待つ以外に避難の手段がない．

個々の㔮り場とそこへΏ⯪する㐟⁺⯪業者のẕ との位

⨨関係などに合わせた対応を考える必要がある． 

 

 
 

┿ 1 ☾㔮りのᵝᏊ（୕重┴༡ఀໃ⏫にて） 

 

事業⥅続計画（BCP）については，言ⴥそのものが浸㏱

していない状況である．当該地域の一部では過ཤに BCP

策定に向けた取り組みがなされた事例 4)もあるが，⁺༠

の取り組みから知ったという回答も少数であった．水⏘

業の BCP 策定については，水⏘ᗇの「新たな⁺ ⁺場整

備長期計画」の中でもゐれられているが，㐟⁺⯪業者に

↔点を⤠った BCP 策定のための取り組みは見当たらない．

今後，㐟⁺⯪業ࡺえの特性をよく考慮したわかりやすい

BCP策定のための指㔪等が求められよう． 

コロࢼ⚝については，事業⥅続の上でも大きな不安要

⣲として認識されていることがわかる．㔮りは野外のレ

ジャーであるとの認識は持たれているようであるが，⥭

ᛴ事態ᐉ言による自⢔等のうが影響としては大きく，

観ග業の一種である㐟⁺⯪業として，感ᰁὶ行はか

の観ග業と同様の課題を抱えているといえる．しかしな

がら，㔮りというレジャーそのものは，適切な対応をと

れば感ᰁὶ行ୗにおいても事業⥅続が可能なレジャー

としてPRできる可能性はあり，業⏺全体としてどのよう

に対応していくべきか検討することが求められる． 
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 と今後の課題ࡵとࡲ．５

 

 本研究では㐟⁺⯪業の事業⥅続について，ὠἼ避難対

策やコロࢼ⚝の影響も含めて調査を行った．その結果，

ὠἼ避難対策については，Ἀ出しを中心にそれぞれの状

況に応じての対策を考えられている一方で，事業⥅続計

画の策定等はとࢇど行われていない状況が明らかとな

った．㐟⁺⯪業はἢᓊの観ග地において重要な業種の一

つであり，より具体的な対策について考える必要がある． 

今後の研究課題としては，クロス集計等によって意識

の違いの要因をみることや，༡ᾏトラࣇ地㟈によるὠἼ

が想定される他地域との比較検討がᣲげられる．  

 

 

ㅰ㎡ 
  

本研究はࠊJSPS科研㈝ 19K12565による成果の一部であること

を⏦しῧえるࠋアンケート調査にご༠ຊいただいた㐟⁺⯪業者

のⓙ様に記してᚚ♩⏦し上げる．  
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インクルージョン・マネージャーに特徴的なコンピテンシーの考察
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In the GEJE, the mortality rate of people with disabilities (PWD) was more than doubled in Miyagi Prefecture, where 
the normalization was advanced and widely practiced. The root cause of their high mortalities lies in the siloization of 
normal time social services and emergency time operations. The fundamental solution is to seamlessly connect those 
two silos. In order to break through the situation, the existence of the “inclusion manager” is important as a role that 
connects multiple stakeholders. In this study, data from interviews with high-performing inclusion managers were 
repeatedly validated using data interactive methods. 

 
Keywords :   Inclusion Managers, Boudary Crosssing, Boudanry Spanning. 
 

 
１．はじめに 
(1)研究背景 
東日本大震災では障がい者の死亡率が全体の死亡率に

対して 2倍程度となることがわかった 1）. しかしこの状況
は東北 3県の全てに当てはまったわけではない. 障がいの
ある人たちが在宅で生活ができる福祉のまちづくり, すな
わちノーマライゼーション施策が進んでいた宮城県での

み,障害のある人の死亡率（2.6％）が高く，東日本大震災
で被災した東北 3 県全体での死亡率（1.1％）の 2.3 倍に
なっていた 2). 平時に在宅での生活を保障するサービス
を利用して地域で暮らすしくみづくりが進む一方で, 災害
時の対策は切り離されていた 3）.平時の在宅での生活がで
きる社会福祉諸制度は保健福祉部局, 災害時の緊急対策は
防災・危機管理部局という異なった組織に分断され，そ

れぞれ「たこつぼ化」していた（縦割り行政）弊害が，

東日本大震災での結果から浮き彫りになった 3）. 
このような問題を解決するための先駆的な事例として,
平時と災害時の取り組みを継ぎ目なくつなぐ別府市での

取り組みが参考となる.大分県別府市では，障害当事者が
代表を務める市民団体からの呼びかけに応じて,当事者・
市民団体・事業者・地域・行政の 5 者協働による災害時
の個別支援計画づくり（別府モデル）が始まっている 4）.
立木（2020）では「別府モデルの基本は,災害時の要配慮
者対応と平時の障害福祉サービスを継ぎ目なく連動させ

ることにある」と説明し,「当事者に寄り添う相談支援専

門員のような伴走者や,行政内の保健福祉と危機管理部局,
地域活動団体と福祉専門事業者,そして当事者という多様
な関係者を連結するインクルージョン・マネージャーと

いう当事者の社会的包括を保障するしくみがあってはじ

めて前に進む」とされている 4）.  
水害・土砂災害からの避難のあり方をめぐって内閣府

で結成された「令和元年台風第 19号等を踏まえた高齢者
等避難に関するワーキンググループ」の最終とりまとめ

においては ,別府市での取り組みが具体的事例として紹介
されており, インクルージョン・マネージャーによる行政
組織内における防災・危機管理部局と保健・福祉部局と

の連結や庁外の福祉専門職など地域の社会資源の活用に

ついての提案が盛り込まれた 5). 
 
(2)研究目的 
大分県別府市では，災害時に備えた具体的な取り組み

を実現するために，防災・危機管理部局と保健・福祉部

局など多様な行政担当者の間や，障害のある人たちと地

域，福祉専門職・事業者などの間に入って橋渡しや調整

活動を行い，関係者間の信頼関係を作り，中心となって

動く M 氏という人材が迎え入れられた 3）.別府モデルに
おけるインクルージョン・マネージャーである M氏によ
る活動により，取り組みは大きく進んだと考え，インタ

ビューから M氏の活動や能力の分析を行った 6,7,8,9）.この
M 氏の活動や能力をある一定の枠組みに沿って整理がで
きればインクルージョン・マネージャーの活動内容を他

地域安全学会梗概集 No.48, 2021. 5
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地域で横展開・普及する上で，より汎用性の高い形にし

て提供することが可能になると考える. 
 
２．研究方法 
(1)分析データ 
大分県別府市において，障がい当事者と行政，地域，

事業者等とのやり取りを行っている高業績者（インクル

ージョン・マネージャーとしての役割を担う市危機管理

課職員のM氏）へのインタビューを書き起こした資料を
使い分析を行った.  
本研究で利用するインタビューは 4 編あり，1 つ目が

「災害時要配慮者関連の専門家へのインタビュー（2017

年 11 月 19 日実施：23,136 文字）」として，M 氏のこれ

までの活動クロノロジーを聞き取ったものである.そして

2 つ目が「災害時のコミュニティソーシャルワーカーに

ついてのインタビュー（2017 年 12 月 9 日実施：12,674 

文字）」として，M 氏が考えるコミュニティソーシャル

ワーカーの役割などについて聞き取ったものである.3 つ

目が「災害時のコミュニティソーシャルワーカーとして

の動き（2018 年 1 月 9 日実施：52,180 文字）」として，

M 氏がどのような活動を行ってきたのかを聞き取ったも

のである.4 つ目が「インクルージョン・マネージャーは

どう考えているか（2019年 12月 25日実施：4,044文字）」

として, 考え方の基本や現在の仕事で大事にしているこ

となどを聞き取ったものである. 

 
(2)分析方法 
分析方法については, インタビューの書き起こしテキ

ストを複数名で読み, テキストを意味のとぎれる文脈で

切片化をしたあと, キーフレーズを抽出する.この作業に

は，著者1人では質的信頼性が確保できないため，もう1

名の協力者に依頼をお願いした. その際に用いたのが，
「コーヘンのκ（カッパ）係数」という一致係数で，2人

の観察者の一致が偶然生じる確率を考慮し，それを除外

してさらに厳しく判断し，結果の信頼性を問う手法を利

用した.一般的にはκ係数が0.75以上になる場合に，その

データは十分に信頼のおけるものと判定されることにな

るとされており10）, 本研究においてはκ係数が0.75以上

で採用とした.最終的に4つのインタビューは合計92,034

文字で, 合計965の切片と346のキーフレーズが抽出され

た.これらをKJ法によって分類した. 
 

(3)データ対話型理論による検証 
遡ること数年間, 過去の研究6,7,8,9）において, M氏のイ

ンタビューについての分析・整理を繰り返してきた.同じ

インタビューデーターを用いて, 何度もデータの概念化

を繰り返し分析・整理を行っていく方法は, バーニー・

グレイザーとアンセルム・L・ストラウスが提唱した「デ

ーター対話型理論」に基づいている11）.これは研究プロ

セスのすべてにおいてデータと「対話」し, そこから理

論の構築を試みる方法である.グレイザーとストラウスに

よると, 「理論の算出において, 基礎とするのは事実そ

のものではなく, 事実から生み出された概念的カテゴリ

ーである」とされる11）.さらに「概念それ自体は変化し

ていかないものであるが, 時折, 概念がその意味をあら

ためて特定化され直すということが起こるが, それは他

の理論上および調査の目的が展開を見せたからなのだ」

と主張している11）.データ対話型理論は, 現在進行形で

なされる理論的論議という形で提示できるものであり, 

これは「理論とは“永遠に展開していく”総体なのであ

って, 完結した一つの成果などではない」と説明されて

いる11）.つまり本研究で提示している分析も, 展開途中の
プロセスの結果を提示している, ということになる. 
 
３．研究結果 
整理した結果をまとめたものが図1である.図１の説明
を以下から簡単に行っていく.図の右半分の方は,「技量」
として大きく分けている部分で,「越境」,「連結」,「参
画」,「恊働」が含まれる. 図の左半分が「器量」とし
て大きく分けている部分である.今回は全てのカード内
容を提示することは紙面の関係上無理なため, カードの
上位概念を整理したものを提示している. 

 
(1) 技量 

M 氏がどのように, 行政内（庁内での多部局），地域
の関係者, 当事者, 他の関係者を繋ぎ, 事業を進めているの
か特徴的な活動が技量の部分に示すところである. 

 
①越境 
まず「越境」であるが, この活動が圧倒的な多数を占め
ているのはカード量からも見てとれる. 
地域向けに越境するポイントは, まず「地域の実情をよ
く知っている担当者から, どこならうまく行くのか探りを
入れ見立てを立てる」ことで, モデルとなる地域探しから
はじめている.そして「関係者の誰が何をしていて, 誰と
繋げたら良いか理解する」ことで, どの人と繋がると事業
が進みそうなのかを考えている.「関係者の視点で物事を
一番理解している人たちとやりとりをして調整する」の

は, 当事者の事をよく知る相談支援専門員やケアマネージ
ャーなどとの調整がはいる.さらに「相手の状況を見極め
て, 段階や手段を踏んで進める」というのは, 地域の催し
や状況を見て, 相手が活動できる時期まで手順を踏んで進
めていくことである. 
行政向けには, 自分たちの仕事ではない, と言い張る庁
内には「大義名分（行動のよりどころとなる正当な理由）

を作る」ことで, この事業に参加する理由を庁内に提示し
ている. 
 地域・行政の両方での越境するポイントは, 「他組織と
の調整に適切な対境担当者を置く」ことで, M氏自身が話
を持っていくよりも, よりうまく話ができそうな人（相手
とより面識のある人物など）を通じて調整をすることで

摩擦を減らしている.「波及効果を常に考える」のは, 一
つの行事で一石二鳥以上の効果を出せるよう, 様々な所に
働きかけ, 関係者を巻き込むようにしている.そして「災
害という誰もが影響を受けるキーワードで入っていく」

ことは, 地域でも庁内でも話をするのに入りやすい.その
ためにも「災害のことについて知る」ことが大事になる. 
 M氏はこのような基本手順を踏まえた上で, 各関係者に
越境しているのである.特に地域内の関係者への越境には, 
相当な時間と労力をかけ, 丁寧に対応していることがわか
る. 
 
②連結 
 「連結」では, 「越境」によってインクルージョン・マ
ネージャーが関係性を築いていった関係者同士が行動を

起こすことで, 新しい関係性が生まれる段階と言える. 
障害当事者を介して庁内の部局を繋げたり, 訓練や研修に
参加してもらうことで, これから一緒に動いていく「仲間
づくり」を行っているとも言える.大切にしているのは, 
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関係者と場を何度も共有し, 一緒に汗をかくということで
ある.一緒に汗をかくことで, 関係者との信頼関係が一層
深くなる.共有する場においても, インクルージョン・マ
ネージャーが表立って率いるというより, 関係者自身が気
付くように促したり, 彼らに動いてもらえるように仕向け
ている.何から始めていいのかわからない人にはお手本を
示したり, とにかく動き始められるような準備をしている
のも重要である. 
 
③参画・恊働 

最後に「参画」と「恊働」であるが, 連結した先に 

 

あるのは, 関係者自身が自らの力で事業を率いていくこ

とである.この事業の根底となるミッションは「災害時に

誰一人とりのこされない, 障害のある人が亡くならない」

ことであるが, その実現のためには, 当事者が力を高め, 

地域や行政の力が強められることが必要となる.そのため

に関係者がスキルアップし, 彼ら自身が今後を担えるよ

うに促すことを尊重している.事業が持続可能となるよう

に, しくみを作り, 地域にあった方法や, 横展開してい

くための仕掛けを作ることも大切である.当事者の参画と, 

関係者の恊働を引き出しているのである. 

 

図 1 M氏の活動整理 
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(2) 器量 

  M 氏がどのような考えを持ち, 仕事をしているのか

が現れているのが器量の部分である.技量を支える態度や

姿勢とも言えるようなものである.根底に「使命を持つ」

ことで, 「何のためにこの事業を行っているのか」とい

うことを常に忘れずにいるからこそ, 技量で紹介した活

動が可能になるのである.使命のために, 当事者の意見や

想い, これまでどのような不条理な目にあったのかなど

事実を聞き取り, それらのエビデンスを基に活動をして

いる.M氏が使命を持って活動ができる背景には, 「制度

的資本」,「政治的資本」,「社会的資本」を持っている

からこそできるということも含まれる.別府市ではインク

ルーシブ防災を進めるために M 氏が抜擢されたが, 様々

な資本を持つ M氏であったからこそ実現したとも言える.

しかし, 使命を持って活動してくれる人だと周りに認め

られていたからこそ, 抜擢されたのであろう.それは「人

となりがよく関係性を作るのが上手」という, M 氏の元

来の人柄や性格にも起因するものであると思われる. 

 
４．考察 
本研究では, 「越境」の結果として, これまで分断され
ていた庁内部局, 地域関係者, 当事者,福祉専門職などが
「連結」することができるということがわかった.実際に
は「越境」のプロセスを踏んだ上でなければ, 「連結」に
までたどり着かないということである. 
過去の研究 8,9）では, 「境界連結＝Boundary Spanning」
の枠組みで M 氏の活動を分析しており, 「連結」した結
果の提示を主に行っていた.しかし実際のところ「連結」
を推奨しても, 「連結」に至るまでの「越境」ができてい
なくては, 物事は進まないのである.これはデータ対話型
理論による検証の成果と言える.本研究で提示した結果に
ついても, さらに対話を積み重ねることで進化が期待され
る. 
一方で M 氏の役職は行政組織の中でも特殊であり, 本
事業を推進するためには, その活動内容を制限されず, 異
動がない職務である.今回提示した M 氏のモデルは, 一般
的な行政職員や嘱託職員等が容易に活用できるようにま

ではなっていない.汎用性を高く横展開をしていくために
は, 他地域で M 氏のような動きをしている人材や事例を
併せて研究をすすめていく必要がある.インクルージョ
ン・マネージャーが行っているような活動は, たとえば地
域まちづくりや観光まちづくりの分野でも必要とされて

おり, このような他分野での地域人材, 行政人材の研究か
らヒントを得ることができるのではと考えている. 
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当事者参加の受け身でない個別避難計画に向けた基礎的考察 
Foundamental considerations of creating indivisual evacuation plan with 

disabilities 
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    The purpose of this study is to consider how to create individual evacuation plans for people with disabilities. Since 
2013, there has been an obligation to make a list of people that require support. And this March, the government 
changed the law and made it an obligation to make effort to create individual evacuation plans.  
This paper summarizes the current situation of the list of people requiring support and individual evacuation plans in 
Tokyo. In regards to this paper, I plan to examine how to create individual evacuation plans for people with disabilities. 
 
Keywords :person with functional needs in times of disaster,list of the person requiring support, indivisual evacuation 

plan, people with disabilities 
 

 
１．研究の概要  
 障害者総合支援法におけるサービス利用の流れで、サ

ービス等利用計画は、計画相談支援事業により、指定特

定相談支援事業所に１名以上配置された相談支援専門員

により作成される。また、その他障害福祉サービス事業

所には、サービス管理責任者・サービス提供責任者が配

置される。これらの福祉専門職も、サービス利用時の計

画作成に携わっている。各種障害福祉サービス事業所で

利用者のアセスメントを行い、サービス利用を支援して

いる。平常時のサービス利用等計画等作成プロセスの延

長として、各福祉専門職が関わりながら個別避難計画を

作成することは、実際のニーズと計画内容を合致させや

すいと考える。 

 加えて、松川ら 1)で示されるように、障害当事者・地

域住民が参加したインクルーシブな防災訓練により、障

害当事者の災害時により良い判断をする能力が向上して

いる。個別避難計画作成時にも当事者が参加し、自分ご

ととして捉え意思表明をすることで、個別避難計画作成

が進みやすくなると共に実効性のあるものとなると考え

る。 

本研究では、避難行動要支援者名簿・個別避難計画の

作成状況とその活用実態を調査し、災害前から当事者が

参加して取り組むための基礎的考察を行う。 

①平常時のサービス等利用計画作成に関わる主体が個別

避難計画作成に関わると作成状況が進む。 

②市区町村と事業者双方が個別避難計画に関わる必要が

ある。 

③当事者が参加して個別避難計画を作成していると計画

を活用して実践的な取り組みが行える。 

 

２．現状の整理 
(1) 東京都における避難行動要支援者名簿 
 住民基本台帳 2)と総務省消防庁の調査結果 3)を用い、

東京都における避難行動要支援者名簿の作成状況を整理

した。全 62市区町村、区部は 23自治体、市部は 30自治

体、島嶼部は 9町村自治体である。 

 

表 1 東京都内人口・名簿情報 

 

 表 1は、世帯数・人口・名簿への記載人数・名簿情報

が事前共有される人数等である。島嶼部での名簿記載者

情報の事前提供割合が 95.71%と特に高い。 

 

表 2 東京都内避難行動要支援者名簿作成状況 

 
 

表２に示すのは、避難行動要支援者名簿の作成状況で

ある。東京都内では、昭島市・御蔵島村・青ヶ島村を除

くすべての市町村で避難行動要支援者名簿が作成されて

いる。 

昭島市は令和２年の地域防災計画一部修正により、避

難行動要支援者名簿の作成について明記された。御蔵島

村・青ヶ島村については現時点で未記載である。 

 

 

 

 

 

作成済 未作成

全体
59

（95.2%)
3

(4.8%)

区部
23

(100%)
0

(0%)

市部
29

(96.7%)
1

(3.3%)

島嶼部
7

(77.8%)
2

(22.2%)
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�� 4.57 52.42
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���� ������
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��� ������ ������ 	�� ��� 2.9 95.71
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表 3 名簿情報事前提供状況 

 
 

また、表 3 に示す名簿情報は、5 市区町村で事前未提

供、18市区町村で 100%提供となっている。区部・市部で

は一部提供自治体が多く、島嶼部では小笠原村を除く名

簿作成済の全ての町村が全て提供している。 

 

表 4 避難行動要支援者名簿掲載基準 

 

 表 4 は、避難行動要支援者名簿への掲載基準として、

要介護認定者・身体障害者・知的障害者・精神障害者・

難病患者・自治会等が支援を認めた者・自ら掲載を希望

した者・その他の基準による名簿掲載している自治体数

を示した。作成済の 59 市区町村全てで、要介護認定を受

けている人を名簿への掲載基準としている。要介護認定

者のうち、介護サービス利用者は 75.2%である。介護サ

ービスを日常的に利用している人は、避難行動要支援者

となる可能性がある。そのため、要介護認定者を名簿掲

載基準とするのは妥当であると考える。身体障害者を基

準としているのは、大島町・八丈町を除く 57の市区町村

である。「その他」では、単身高齢者・高齢者のみ世

帯・人工呼吸器使用者・乳幼児・妊産婦・外国人・市長

が支援の必要性を認めるもの等があげられている。これ

らは、東京都地域防災計画において「要配慮者」は具体

的に、高齢者、障害者、難病患者、乳幼児、妊産婦、外

国人等を想定されており、そのうち避難時特に支援を必

要とする者を「避難行動要支援者」と定めているためと

推察できる。 

 

表 5 名簿情報事前提供先 

 
表 5 は避難行動要支援者名簿に記載されている情報の

事前提供先である。東京都全体では、消防本部・消防署

(89.8%)、警察(88.1%)、民生委員(84.7%)等となっている。

東京都地域防災計画では、名簿情報の事前提供先として

消防署・警察署・民生委員等を例として挙げているため

であると考えられる。福祉サービス事業所への名簿事前

提供は、中央区・狛江市のみの実施である。また、「そ

の他」として、マンション管理組合・見守り協力機関・

福祉避難所等が挙げられていた。 

 

表 6 避難行動要支援者名簿更新頻度 

 
表６は、避難行動要支援者名簿の更新頻度を示した。

全体の約半数が年に１回更新を行なっている。区部では、

半数以上が半年に１回以上更新しており、市部では６割

以上が年に１回の更新である。 

 

(2) 東京都における個別避難計画 
同様に個別避難計画の作成状況を整理した。東京都内

では、20市区町村が未作成、35市町が一部作成済、小金

井市・稲城市・三宅村・小笠原村の 4市村が全部作成済

であった。 

 
表 7 東京都内個別避難計画作成状況 

 
 

 これらの市村のうち小金井市は、協定を結んだ 7つの

町会・自治会及び自主防災組織等の地域支援団体に要支

援者名簿を提供している。4)支援のー例として、個別支

援プラン作成が「避難行動要支援者対策の手引き（全体

計画）」に示されている。個別支援プランには福祉保健

サービスの利用状況を把握することが例として示されて

いる。 

  

(3) 東京都における障害福祉サービス提供事業所 
都内の介護給付・訓練等給付による指定サービス事業

所のうち、在宅で生活する障害者が利用することが考え

られる事業所数を整理した。5)介護給付によるサービス

では、居宅介護・同行援護・行動援護・重度訪問介護・

重度障害者等包括支援・生活介護・短期入所を取り上

げ、訓練等給付によるサービスでは、自立訓練（機能訓

練・生活訓練）・就労移行支援・就労継続支援（A型・B

型）・自立生活援助を取り上げた。 

また、ここで要介護認定者・身体障害者手帳交付者・

療育手帳交付者（知的障害者）・精神障害者保健福祉手

帳交付者数をそれぞれ示す。6)7) 

 

未提供 ⼀部提供 全提供

全体
5

(8.5%)
36

(61.0%)
18

(30.5%)

区部
1

(4.4%)
18

(78.3%)
4

(17.4%)

市部
4

(13.8%)
17

(58.6%)
8

(27.6%)

島嶼部
0

(0%)
1

(14.3%)
6

(85.7%)

全作成済 ⼀部作成済 未作成

全体
4

(6.8%)
35

(59.3%)
20

(33.9%)

区部
0

(0%)
18

(78.3%)
5

(21.7%)

市部
2

(6.9%)
17

(58.6%)
10

(34.5%)

島嶼部
2

(28.6%)
0

(0%)
5

(71.4%)

消防本部・
消防署等

消防団 警察 ⺠⽣委員 ⾃主防災組織 社協 町会・⾃治会等
地域包括⽀援
センター等

サービス
事業者

その他

全体
53

(89.8%)
32

(54.2%)
52

(88.1%)
50

(84.7%)
35

(59.3%)
28

(47.5%)
19

(32.2%)
13

(22.0%)
2

(3.4%)
10

(16.9%)

区部
22

(95.7%)
7

(30.4%)
21

(91.3%)
20

(87.0%)
14

(60.9%)
6

(26.1%)
4

(17.4%)
6

(26.1%)
1

(4.3%)
4

(17.4%)

市部
27

(93.1%)
18

(62.0%)
27

(93.1%)
24

(82.8%)
20

(69.0%)
19

(65.5%)
15

(51.7%)
7

(24.1%)
1

(3.4%)
6

(20.7%)

島嶼部
4

(57.1%)
7

(100%)
4

(57.1%)
6

(85.7%)
1

(14.3%)
3

(42.9%)
0

(0%)
0

(0%)
0

(0%)
0

(0%)

半年に１回以上 半年に１回 年に１回 ２年に１回 ２年に１回未満

全体
13

(22.0%)
10

(16.9%)
31

(52.5%)
2

(3.4%)
3

(5.1%)

区部
5

(21.7%)
7

(30.4%)

10
(43.5%)

1
(4.3%)

0
(0%)

市部
6

(20.7%)
3

(10.3%)
18

(62.0%)
0

(0%)
2

(6.9%)

島嶼部
2

(28.6%)
0

(0%)
3

(42.9%)
1

(14.3%)
1

(14.3%)

要介護認定 ⾝体障害者 知的障害者 精神障害者 難病患者 ⾃治会等 ⾃ら希望 その他

全体
59

(100%)
57

(96.6%)
55

(93.2%)
43

(72.9%)
22

(37.3%)
6

(10.2%)
38

(64.4%)
35

(59.3%)

区部
23

(100%)
23

(100%)
21

(91.3%)
12

(52.2%)
7

(30.4%)
3

(13.0%)
15

(65.2%)
12

(52.2%)

市部
29

(100%)
29

(100%)
29

(100%)
26

(89.7%)
12

(41.4%)
2

(6.9%)
18

(62.1%)
23

(79.3%)

島嶼部
7

(100%)
5

(71.4%)
5

(71.4%)
5

(71.4%)
3

(42.9%)
1

(14.3%)
5

(71.4%)
0

(0%)
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表 8 要介護認定者・各種手帳交付者数 

 
最も多いのは身体障害者手帳交付者で、次いで要介護

認定者である。前述の通り要介護認定者のうち、介護サ

ービス利用者は 75.2%であり、障害者総合支援法による

福祉サービス利用者のうち、障害支援区分の認定を受け

ている者は 65 歳未満で 62.0%であるため、要介護認定

者・各種手帳交付者全員がそれぞれ介護サービス・障害

福祉サービスを利用している訳ではない点には留意する

べきである。加えて、認定者・交付者ではないが避難行

動要支援者となる可能性もあることも考慮する必要があ

る。 
 

表 9 東京都内指定サービス事業所数（介護給付） 

 

都内の介護給付によるサービス提供事業所は、居宅介

護が 2591箇所と最も多く、次いで同行援護である。療養

介護・生活介護・短期入所は市部の割合が高い。 

 

表 10 東京都内指定サービス事業所数（訓練等給付） 

 
 

 訓練等給付によるサービス提供事業所は、全サービス

において区部が半数以上を占める。 

 人口・避難行動要支援者名簿への掲載者数から見て

も、区部が全体の半数以上を占めるため、ほとんどのサ

ービス事業所数の割合も妥当である。その中では、就労

継続支援 B 型の割合が比較的区部と市部で差が無い特徴

がある。 

 

(4) 小括 
はじめに、避難行動要支援者名簿の掲載状況について

考察する。 

表 11 名簿記載者の推計 

 

表 11 に示すのは、避難行動要支援者名簿記載者の推計

である。東京都全体で 633,035 人が名簿に記載されてい

ること、要介護認定者が 433,908 人であることは前述の

通りであるが、そのうち、名簿作成済みの 59 市区町村の

みの人数は表の通りである。また、名簿作成済みの 59 市

区町村では、全自治体が要介護認定者を記載基準として

いたことも前述の通りである。そこから、名簿記載者数

から要介護認定者数を引くことで、要介護認定以外の理

由により名簿に記載されるであろう人数を推計し、その

数を「要介護認定以外」に示した。要介護認定とその他

記載基準双方を満たして名簿記載に至っている場合も想

定されるため、あくまで推計ではあることに留意する。

ここで、島嶼部における要介護認定以外により名簿記載

されていると考えられる人数が、マイナスとなってい

る。そこから、島嶼部においては、特に要介護認定を受

けていながらも名簿記載されていない人がいることが予

想される。区部・市部においても、前述した各種障害者

手帳交付者数と比較して少ない数が算出されているた

め、名簿記載基準でありながらも記載されていない人が

多いことがうかがえる。 
また、別府市におけるインクルーシブ防災事業は、既

存の仕組みに個別避難計画作成を盛り込んだ先進的事例

である。8）この事例では、平常時のサービス等利用計画

作成プロセスの延長で、福祉専門職が関わりながら個別

避難計画の作成を行っている。本事業の実施に当たって

は、福祉事業所の BCP 等を含めた災害時に備えたあり方

について指摘されている。作成のプロセスとしては、当

事者のアセスメント時に、サービスの利用状況も評価し

ており、事業所が個別避難計画プロセスに含まれている

ことが分かる。また、兵庫県においても平成 30年度に防

災と福祉の連携推進事業に取り組まれている。9)  

別府市および兵庫県で行われている先進事例におい

て、キーワードとして取り上げられているのはケアマネ

ージャー・相談支援専門員である。そのため、個別避難

計画作成において障害福祉サービス提供事業所がどう関

わっているのかについては報告書に細かい記述がない。

しかし、各事業所にも福祉専門職はおり、当事者の平常

時におけるサービス利用に関わっている。また、各事業

所が利用者の個別避難計画作成に関わることで、より実

態に即した支援計画作成、訓練実施になると考える。 
 また、事業所の提供サービス内容が、個別避難計画作

成の容易さに関係すると考える。これは、事業所の提供

サービス毎に利用者の状況や障害種別が異なるためであ

る。大まかに、訓練等給付によるサービス提供事業所

は、障害支援区分が定められておらず、必要とする支援

が少ない利用者も多いと見込まれる。そのため、計画作

成段階における当事者の参加も容易で、避難行動の支援

者も受け止めやすいものとなると考える。介護給付にお

いては、同行援護サービス提供事業所が比較的個別避難

計画の作成・実行等が容易であると考える。これは、同

行援護は視覚障害者を対象としたサービスであるため、

避難時に必要な支援の質がある程度固定される為であ

る。 

⾃⽴訓練
(機能訓練)

⾃⽴訓練
(⽣活訓練)

就労移⾏
⽀援

就労継続A型 就労継続B型
⾃⽴⽣活
援助

全体
31

(100%)
98

(100%)
349

(100%)
96

(100%)
877

(100%)
60

(100%)

区部
23

(74.2%)
61

(62.2%)
241

(69.1%)
70

(72.9%)
476

(54.3%)
38

(63.3%)

市部
8

(25.8%)
37

(37.8%)
108

(30.9%)
26

(27.1%)
396

(45.2%)
22

(36.7%)

島嶼部
0

(0%)
0

(0%)
0

(0%)
0

(0%)
5

(0.6%)
0

(0%)

要介護認定者 ⾝体障害者 知的障害者 精神障害者

全体
433,908
(100%)

489,695
(100%)

95,057
(100%)

4,085
(100%)

区部
291,829
(67.3%)

336,951
(68.8%)

59,491
(62.6%)

2,590
(63.4%)

市部
140,763
(32.4%)

151,082
(30.9%)

35,319
(37.2%)

1,487
(36.4%)

島嶼部
1,316
(0.3%)

1,662
(0.3%)

247
(0.3%)

8
(0.2%)
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 最後に、災害時要援護者への災害対策推進のための指

針 10)と現状の考察を述べる。まず、高齢者や障害者に対

し、避難行動の特徴・配慮する点をあげ、それらに応じ

た対応を取ることの必要性を示している。実際には個人

差が大きく、要支援者一人ひとりのニーズに即した対応

を検討することが求められるため、日常的にサービスを

提供する事業者、当事者が積極的に関わって災害時の対

応について検討することが必要であると考える。要配慮

者支援の活動が事前から発災後まで挙げられているが、

発災後の対応に対して事前の対応が詳細に記載されてお

らず、平常時からの取り組みに手薄さを感じる。事前に

避難計画を作成し、その過程で当事者が参加すること

は、発災後の対応も各当事者のニーズにより合ったもの

となることが期待される。加えて、個別避難計画作成の

必要性と介護サービス事業所との協力体制検討の必要性

も指摘されており、改定から 7 年以上経つ現状を調査、

今後の展開を考察することは重要であると考える。 

 

３．今後の方針 
ここでは、今後の方向性を示す。 

(1) 市区町村への調査 
 市区町村に対し、①個別計画の作成を各事業者の努力

義務として通知しているか、②通知している場合、各事

業者の個別計画作成における課題のフォローを行ってい

るかを調査する。 

(2) 事業者への調査 
 各事業者に対し、①利用者の個別避難計画の作成状況、

②計画作成への当事者参加状況、③計画作成における関

係者、④計画を基とした訓練等の実施状況を調査する。 

(3) 調査結果の分析と事例調査 
(1)及び(2)の調査によって得られたデータを分析し、整

理する。その後、調査結果から個別避難計画作成が進ん

でいる市区町村、事業者を訪問し、事例として調査する。 
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